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概要書 
 
 現在多くの製品はコモディティとなり、企業はより強い差別化を行う必要がある。コトラ
ー、ケラー（2010）によると成熟市場の企業は、未来の成長の必要性と強力な差別化の必
要性のため、変化を生み出す解決策を探さなければならない。そのような中で新たな企業の
戦略としてどのようなものが有効であるのか。 
 近年企業が自らの事業活動を通して、または自らの資源を提供することで、自主的に地域
社会をより良いものにするために深く関与していくという、企業の社会的責任（以下 CSR）
における活動を企業のパフォーマンス向上のために戦略的に活用しようという考えがある。
企業や製品の差別化を CSR の面から行うものには、企業の利益はあまり求めず社会問題の
認知に主眼を置いたコーズ・プロモーションや、公衆衛生・治安・環境・公共福祉の改善を
求め、企業が行動改革キャンペーンを企画・実行するためのソーシャル・マーケティング、
また企業が現金、製品、サービスなどの寄付という形で慈善団体やコーズに対して行う直接
的な寄付行為であり、企業が行う社会的取り組みの中で最も伝統的な方法であるコーポレー
ト・フィランソロピーなどがある。そのような中で、企業の収益と社会問題改善最との間で
最も戦略的に活用されるものとして、コーズ・リレーテッド・マーケティング（以下 CRM）
がある。CRM とは、「消費者が組織や個人の目的を満たすために利益の提供を行う場合に
指名された社会的課題へ、一定の売上に対して一定の金額を拠出するという企業の提案によ
って特徴づけられたマーケティング活動を策定し実施するプロセス」と Varandarajan and 
Menon（1988)によって定義づけされたものが現在最も一般的とされており、特定の主義主
張（コーズ）に対する企業の貢献と、顧客が直接または間接的に関わる企業との営利的な取
引を結び付ける（コトラー、ケラー。2010）ことができ、コーズ・マーケティング・キャ
ンペーンは、企業へのより肯定的な消費者の態度につながり、その企業の製品の購入可能性
を高め(Brown and Dacin 1997; Pracejus, Olsen, and Brown 2003; Strahilevitz and 
Meyers 1998)、企業にとっても有用な戦略であるとされている。 
CRM を行い成功した企業として有名なものに、アメリカン・エキスプレスとヴォルビック
の事例がある。CRM の成功が戦略として広く認知されたのが、アメリカン・エキスプレス
が 1983 年に行った「自由の女神修復プロジェクト」である。これはカードの発行 1 枚当た
り、またカードの利用 1 回ごとにアメリカン・エキスプレスが寄付を行うというもので、
自由の女神修復基金として最終的には 170 万ドルを寄付。当時の円換算（240 円）で約４
億円もの額にのぼった。このキャンペーンにより、アメリカン・エキスプレスはカードの利
用額が 28％、新規のカード申込者が 45％前年比で増加した。CRM の視点から、これはア
メリカの愛国心と販売促進をうまく組み合わせた事例である。またテレビ CM でもよく流
れ、認知度が非常に高い CRM の事例としてヴォルビックの「１ℓ for 10ℓ」という事例があ
る。ヴォルビックの売り上げの一部をユニセフに寄付し、１ℓ 販売するごとにアフリカで 10ℓ
の水が確保されるようにしたキャンペーンである。寄付を受けたユニセフがアフリカに井戸
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を建設し、またさらに 10 年間のメンテナンスを行うというものである。ヴォルビックはこ
のキャンペーンによって、水という非常にコモディティ性の高い商品の差別化を行っている。
近年ではこのような貧困、動物愛護、水不足、環境などという社会問題解決のための商品選
択を消費者に行わせ、製品や企業の差別化を行い、その評価を高めようという動きがある。 
コトラー（2010）によると、CRM の企業における潜在的なベネフィットとして、「新規
顧客の獲得」「コーズのために集められた資金」「ニッチ市場の開拓」「製品の売り上げの増
加」「価値あるパートナーシップを構築しての活動支援」「好ましいブランド・アイデンティ
ティの構築」などが挙げられそれらを有効に活用することによって競合とのブランドの差別
化を行うことが有効であるとされている。 
しかしながら、Varandarajan and Menon（1988)は CRM キャンペーンのマネジメント
の難しさをあげ、コトラー（2010）は慈善活動もコーズ・マーケティングも依然として有
効であるが、それらはいまだ多くの場合は充分に戦略的に活用されていないとも指摘してい
る。現在、成熟市場において広く支持されている社会的コーズは健康、教育、社会的公正、
プライバシーであり、それらを有効に活用することによって競合とのブランドの差別化を行
うことが有効であるとされている。ブランドにどのようなコーズを持たせることによって、
より強力な差別化がなされ、製品価値の向上を行うことが可能なのか。 
しかし Nan and Heo（2007）の研究によると、消費者はブランド／コーズ間のフィット
が高くても、その影響はブランドへの態度ではなく企業へのより好意的な態度を引き出すと
いう研究結果が出ている。しかしながら、企業への態度のみならず、製品に対する態度の変
化を促すことが出来なければ、企業の戦略として幅を持つことが出来ない。 
そこで本研究においてはこれまでの CRM の既存研究の整理に加え、ブランド・コミット
メントの概念を取り入れることで CRM プログラムの効果をブランドへの消費者の態度変
容に応用できないかを探る。 
第一章においてはこれまでのCRM研究におけるCRMの定義の変遷を確認しながらこれ
までの時代における CRM に対するニーズの変遷を明らかにする。さらに第二章に、おいて
現在明らかにされている CRM プログラムのマネジメントを整理し、そのプログラムによる
企業戦略やブランド戦略に対する既存研究のレビューを通して CRM による付加価値の向
上に対して考察を行う。そして第三章において、CRM プログラムに応用可能であると考え
るブランド・コミットメント概念の整理をし、それを用いて実証研究を行ったものが第四章
となる。 
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序章 はじめに 
 
 現在我々消費者にとっては、様々な商品が身の回り溢れ、ありとあらゆるものが手に入る
時代となっている。しかしその一方で企業の戦略としてその現状を鑑みると、製品のコモデ
ィティが進み、製品の差別化が非常に難しい時代となってきている。そのような現状でどの
ような企業戦略が有効であるのか。 
 そのような中で 1980 年代から注目を集めたのが、製品に社会的課題の解決という付加価
値をつけることによって製品の差別化を図るコーズ・リレーテッド・マーケティング（Cause 
Related Marketing）である。さらに市場や消費者の社会的な成熟により、そのような企業
が積極的に、自社が所属するコミュニティに対して責任を果たす仕組み作りが求められるよ
うになってきている。 
 Kotler et al.（2010）はコーズ・マーケティングはもっとも進んだ社会的課題に対する取
り組みであるとしている。消費者は企業に対して利益創出の推進役ではなく、社会文化的発
展の推進役を期待するとともに、消費者は企業が公的・社会的課題にどの程度取り組んでい
るかを、企業を評価する基準のひとつになるとしている。製品にどのようにコーズ的付加価
値を持たせることによって、より強力な差別化がなされ、製品価値の向上を行うことが可能
なのであろうか。 
 そのような中にあって、では実際にコーズ・リレーテッド・マーケティングがマーケティ
ング戦略として計画・開発され実施していくためにはどのようなことが求められ、どのよう
なことに注意を払わなければならないのであろうか。これまでの先行研究におけるコーズ・
リレーテッド・マーケティングの分類から、実際にマーケティング戦略としてマネジメント
し開発する手順、そして実際にプログラムを実施した際に求められるリスクとしてアカウン
タビリティなどからの視点も考察していきたいと考える。また実際にそのようなコーズ・リ
レーテッド・マーケティングを実施する際に、それぞれのステイクホルダーにおいて求めら
れているもの（ニーズ）と、実際のプログラムにおいて行われたものの間に齟齬が発生しな
いよう、企業や NPO／NGO、そして消費者や社会においてコーズ・リレーテッド・マーケ
ティングがなぜ求められるようになって来たのか、その背景を探りながら考察を行っていき
たい。 
 そして企業が社会貢献活動などの「善き事」を、ビジネスとして利益を確保しつつ、我々
の住む社会がより良いものとなるためには一体どのようにその付加価値を求めて行けばよ
いのか。ブランド・リレーションシップの文脈において、より長期的かつ好意的な消費者と
のリレーションシップを構築することが可能とされるブランド・コミットメントの概念を用
いながら明らかにしていきたいと考える。そのためコーズ・リレーテッド・マーケティング
を付加価値としたブランドに対する実証調査を、ブランド・コミットメントの概念を用いて
行っている。 
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第一章 コーズ・リレーテッド・マーケティングの展開と周辺概念 
 
第一節 CRMの展開 
 
第一項 項：コーズ・リレーテッド・マーケティングの起こり 
 
 コーズ・リレーテッド・マーケティング（以下：CRM）は 1980 年代初頭にアメリカに
おいてアメリカン・エキスプレスが大きな成功を収めたことを皮切りに、アメリカ全土、そ
してイギリスへと波及し、現在では日本を含む多くの国においてマーケティング戦略として
その地位を確立している。 
CRM 的な、製品の購入による売上の一定金額の寄付を行うという活動は、1981 年にア
メリカン・エキスプレスがサンフランシスコ地区の芸術を振興している団体に対して行った
ものが最も古い CRM キャンペーンであるとされている（世良 2002）が、企業の社会的
取り組みが企業の戦略であるマーケティング手法として、大規模に行われ、結果として企業
の売り上げや市場シェアを高めることとしてその手法が一躍有名になったのは、1983 年に
アメリカン・エキスプレスが行った「自由の女神の修復キャンペーン」である。この成功を
受け、世界中で CRM が認知されることとなる。それまで寄付と言えば現金によって寄付を
個々人や企業が行うフィランソロピーが主流であった時代に、アメリカン・エキスプレスは
クレジットカードを 1 回利用するごとに 1 セント、同カードを新規発行するごとに 1 ドル
を寄付するとし、最終的に同社は自由の女神・エリス島財団へ 170 万ドルの寄付を行い、
自身のカード利用率も前年比 28％増、新規のカード発行も前年比でかなりの増加を果たし
（Wall、1984）キャンペーンとしての成功を収めた。そしてこの「cause-related marketing」
という単語についてコピーライトを持っているのもアメリカン・エキスプレスである
（Varadarajan and Menon 1988）。 
 
 
 
第二項 CRMの展開 
 
このようにして CRM キャンペーンを実施することにより、企業はイメージの向上と顧客
の増加を期待でき、その効果がケースとして確認された。このことにより同社は以降もこの
ような CRM プログラムを積極的に行っていくこととなる。 
またこの成功を受け、CSR 活動をマーケティング戦略に応用していく CRM は多くのア
メリカ企業、そしてイギリスへと波及していき、以来、イギリス、アメリカを中心に研究蓄
積がなされてきた（世良 2004）。その研究量も年々増加し、その手法を用いた製品が増え
るにつれ、企業のみならず社会貢献に対する意識の高い消費者を始め一般的な認知も高まっ
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てきている。 
社会貢献を戦略的に利用する手法として、CRM は「社会問題解決型マーケティング」も
しくは「ソーシャル・マーケティング」の発展した形、新しい形と解釈されることもある。
かねてからこの手の「寄付つき商品」の販促手法はあったが、しかし CRM はその取り組み
をより本格化・体系化したものとして登場してきている（長坂 2010）。そして企業が実際
に行っている CRM は様々な形で実践され多様化してきているが、コトラーは理想的な
CRM のケースは「マス・マーケット向けに大量の潜在顧客を保有し、流通チャネルに幅広
く展開している製品を扱う企業」（特に金融、消費財、航空産業、通信分野）が行うケース
だとしている（長坂、2010）。また CRM キャンペーンは、企業へのより肯定的な消費者の
態度につながり、その企業の製品の購入可能性を高める(Brown and Dacin 1997; Pracejus, 
Olsen, and Brown 2003; Strahilevitz and Meyers, 1998)もとして社会貢献活動を戦略的に
取り入れたい企業からの支持も高くなっている。 
 
 また Kotler and Lee（2004）では CRM の近年の傾向として、①企業からの寄付行為の
増加。②企業の社会的取り組みをまとめた報告書の増加。③善行に関する企業の社会的規範
の明確化。④義務的な寄付から戦略的な寄付への明らかな転換。⑤義務を果たす従来型アプ
ローチだけではなく、同時に企業目的の達成を支援するアプローチへの転換。などを挙げ、
これらの傾向を踏襲した形でこれからの社会貢献活動を含む CRM プログラムは展開して
いくだろうとしている。 
 
 
図 1―1：「Cause related marketing」の論文数の推移 
 
出典：“Web of Knowledge”において「cause related marketing」で検索 
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第二節 コーズ・リレーテッド・マーケティングの定義の変遷 
 
  
CRM についてはアメリカン・エキスプレスがその成功を収めてから研究が盛んとなり、
その定義についても狭義のものから広義のものまで、マーケティングや CSR の文脈におい
て様々なものがその研究において展開されている。それは時代のニーズに合わせて変化して
きたものであると同時に、その戦略的仕組みの進化や企業の CRM そのものの捉え方、ひい
ては社会貢献活動そのものの CSR活動に対する企業や社会コミュニティのスタンスの変化
が大きく反映されている。ここではそのなかでも代表的なものを俯瞰し、その CRM の定義
の変遷による時代のニーズについて考察する。 
 
 
 
第一項 コーズ（Cause）：大義 
 
 「コーズ（Cause）」という言葉は我々日本人にはなじみの無い言葉であり、その意味
は思い浮かびにくいものであるが、コーズという言葉を辞書で引くと「［通例悪い事の］原
因、種、もと。（個人や社会の掲げる）主義、目標、理想、大義、（…）運動；福祉（ジーニ
アス英和辞典）」などとある。コーズをそのまま「大義」と訳して使う場合もあるが、より
分かりやすく社会的課題などと訳されることもある。 
 「大義」という言葉は現在の日本においてはとても抽象的に感じる言葉ではあるが、上
記のように日本においてもすでにコーズという語が CSR活動の分野において一般的になっ
てきていることや、企業が大義のために行動を起こすことがこれまで紹介してきた様に社会
的課題の解決に対するアクションの本質とみなすため、以降も「コーズ」という言葉が妥当
だと考えられる。 
 
 
 
第二項 狭義の CRMにおける定義 
 
アメリカの CRM 研究者である Varadarajan & Menon の 1988 年の研究は、それまでア
メリカン・エキスプレス社が行ってから米英へ広がったそれまでの CRM 戦略を整理し、そ
の後の CRM 研究の方向性を形作り、その後の CRM 研究のベースとなっている。その中で
彼らは CRM という活動とは 
「CRM は企業が良きことにより良くなるためのマーケティング活動であり、セール
ス・プロモーションやコーポレート・フィランソロピー、コーポレート・スポンサー
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シップ、企業の良きサマリア人活動、広報とは違い、それら全体のアマルガム（混合
物）である」 
(CRM is a marketing activity: a way for a company to do well by doing 
good-distinct from sales promotion, corporate philanthropy, corporate sponsorship, 
corporate good samaritan acts, and public relations, though it is often an 
amalgam of such activities.) 
とし、その CRM の定義を 
「コーズ・リレーテッド・マーケティングとは、消費者と企業の間で、組織や個別の
目標を達成するための利益の交換を行う場合において、その企業が指定されたコーズ
（目標）に対して指定された量を拠出するというオファーにより特徴付けられている
マーケティング活動を、策定し実施するプロセスである。」 
(Cause-related marketing is the process of formulating and implementing 
marketing activities that are characterized by an offer from the firm to contribute 
a specified amount to a designated cause when customers engage in 
revenue-providing exchanges that satisfy organizational and individual 
objectives.) 
としている。 
また Kotler and Lee（2004）では 
「企業が製品の売り上げから得られた利益を何らかの組織に寄付することである」 
と提唱し、寄付活動はたいてい、「時間を限定し、特定の製品や慈善活動に対して実
施される」として、この取り組みの最大の特徴は、「製品の売り上げや取引に応じて
寄付を実施することである」としている。 
さらに Varadarajan & Menon（1988）は、「ある企業が指定されたコーズに対して指定
された量を拠出する」ものであるとし、商品の売上に対する一定割合を特定の目標を持った
団体（NPO 団体など）に対して寄付を行うという約束によって消費者へプロモーションを
行い、自身の利益とコーズの対象団体の間で利益を生み出すようなマーケティング戦略を指
している。 
また Kotler and Lee（2004）では、当該キャンペーンには相互に利益となるような取り
決め、プログラムを通して資金を募るという目標、さらに売上を増加させるという潜在性も
秘められていると説明している。これらのように CRM を狭義に捉えたものとして、特定の
製品の売上に対する一定金額を特定の社会的課題の解決に向けた活動に支出するものがあ
る。 
 
 
 
第三項 広義の CRMにおける定義 
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一方で CRM を広義に捉えるものとして Drumwright & Murphy（2001）や世良（2003）、
谷本（2006）などのものがある。Drumwright & Murphy（2001）によると、 
「社会福祉に関わる、経済とは無関係な目的を少なくとも１つは掲げ、自社あるいは
自社のパートナー、またはその両方の資源を用いるマーケティング努力」 
としている。彼らは伝統的かつ戦略的なフィランソロピーやボランティアの活動も CRM
の一部であるとしており、広義としての CRM を想定している。 
また世良（2003）ではコーズを「いい事なので、援助をしたくなるような対象」を意味
し、CRM を 
「コーズとの協力関係のもと、企業がコーズ支援をすることにより、マーケティング
全般の目標達成を促進するための戦略」 
としている。 
さらに谷本（2006）では CRM とは「社会的問題の解決のために企業が持っているマー
ケティング力を活かし、売り上げやブランドの向上も同時に目指す手法」と定義し、従来の
売り上げに対する一定の寄付の設定から WWF などのロゴの使用料による寄付の形まで
CRM を３つのスタイルにわけ包括的に捉えている（第二章に詳述）。 
 また狭義の CRM にあるような、短期的な売上の増加を追求する戦略とする見方（世良、
2001a）もあるが、CRM によって長期的にブランド構築を行うことも可能である（世良、
2001b）。短期的な利益を極大化することが必ずしも長期的な利益の獲得と結びつくわけで
はなく、また企業がゴーング・コンサーンを重視して長期にわたって利益を獲得し存続し続
ける必要がある。そのように企業が存続していくためには、企業が関わるコミュニティとの
関係を良好に保つ必要があり、そのために必要なマーケティング戦略として CRM があるの
である（世良 2004）。 
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第四項 CRMの形態 
 
 そして Kotler and Lee（2004）における「CRM の形態」からも、その仕組みを理解す
るための整理がされている。そこでは CRM は以下のような形態の取り組みを指すものとさ
れる。 
・個々の製品の売り上げに応じて一定の寄付を行う。 
・すべての申し込みや口座開設に応じて一定の寄付を行う。 
・製品の売り上げや取引における一部を慈善団体へ寄付する。 
・時には公表せずに、売り上げの一部を慈善団体に寄付する。 
・製品と関連した事柄に結びつけ、消費者に寄付させる。 
・製品の売り上げにおける純利益の一部を寄付する。 
・特定製品や複数の製品で寄付を行う。 
・特定の期間、あるいは無期限で寄付を行う。 
・売り上げに対して寄付金の上限額を設定する。 
 
 
 
第五項 CRMの変遷 
 
 このように Varadarajan and Menon（1988）に始まる「狭義の CRM」から研究が発展
してきた CRM であるが、時代のニーズに合わせ、様々な社会的課題の解決に対応するため
より包括的な仕組みとなり、現在では Drumwright & Murphy（2001）や谷本（2006）の
３つのスタイル（第二章：CRM の類型に詳述）に見られるように CRM の適用範囲は広が
っている。広義に CRM を捉えることにより、企業の持つ資源と NGO・NPO の持つ特色、
そしてそれぞれが目指す目標である社会的課題の解決に向けてどのような手段が最も適し
ているのか、最適化をしながら CRM を戦略的に活用している現状が伺える。 
 しかしながらコトラーらは一貫して狭義の CRM を提唱し、それに付随する講義の CRM
の部分はコーズ・プロモーションとして区別する姿勢を貫いている。日本における CRM は
上記のように今現在は広義の CRM を念頭におくこととして、企業戦略やマーケティング戦
略に柔軟に対応させている現状がうかがえるが、これからますます企業の社会的課題に対す
る取り組みとして多様性が求められてきた場合、狭義の CRM と広義の CRM を漠然と応用
し戦略に組み込むのではなく、それぞれを区別しそれぞれを使い分ける必要があると考えら
れるし、また社会的ニーズの複雑化や求められるものの変化を考えると、企業にとってはシ
ステマチックに整理された CRM プログラムの活用が早い段階において求められると考え
られる。 
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第三節 CRMの位置づけとその仕組み 
 
第一項 CSRの必要性と CRMの次元 
 
企業が自社の利益のみを追求するのではなく、地域市民としての企業の社会的責任
（Corporate Social Responsibility：以下 CSR）を果たしていくべきという視点は日本にお
いても浸透し、多くの企業が毎年 CSR レポートや GRI（Global Reporting Initiative）ガ
イドラインに沿ったレポートを作成しステイククホルダーに対して公表している。 
この GRI ガイドラインはオランダに拠点を置く NGO であり、世界的標準の CSR ガイド
ラインを立案することを目的とした国連環境計画（UNEP）の公認協力機関である。もち
ろんこのガイドラインにおける法的拘束力はなくその批准は任意であるが、日本でも多くの
企業（東芝や資生堂、パナソニックなど）が利用し、それぞれの企業の属する業界や業種に
対応する部分を参照しレポートを作成している。そのため GRI ガイドラインに対するレポ
ートは、CSRレポートや内容がGRIのガイドラインとどのように対応しているのかという、
「GRI ガイドライン対照表」という形で公表される。 
このように CSR レポートの公表など企業に求められる社会的責任が強まる中で、これま
で述べて来た CRM と CSR の区別をここで明確にしたいと思う。 
Steiner and Steiner（2012）によると、 CSR とは 
「企業が富を生み出す際に、社会的資産を損なうことなく、逆に保護、向上させる方法を
取らなければならないという企業の義務である」 
（The duty of a corporation to create wealth in ways that avoid harm to, protect, 
enhance societal assets.） 
とし、「CSR の中心的な目的は企業のパワー行使をコントロールし、正当性を与えること
にある。広義の CSRとは企業がどのように行動すべきか、ということの包括的考えであり、
狭義の CSR とは企業が責任を果たせるようにするための、経営上のプラクティスやツール
である。」「CSR の根本的な考えは企業には「合法的に経済的機能を果たす」以上の義務が
あるもとするもの。」としている。 
さらに Steiner and Steiner（2012）では CSR を指示する以下のような 3 つの基礎的な
議論があるとしている。 
①社会正義促進のための倫理的な義務であり、不朽の原理としてその力を公正に用いるべ
きである。 
②社会的責任は実務であり、堅実な利益を生み、従業員のモチベーションを高めロイヤ
ル・カスタマーの創造につながる。 
③特に政府等の影響力の弱い地域などの国境を超え活動する多国籍企業など、企業が、他
の権力によってその責任を強制されていない状態において、その補完・代替として必
要なものである。 
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谷本（2006）の CSR における CRM の位置づけ 
 
日本では、アメリカなどの CSR を元に日本独自の市場ニーズに合わせて発展してきた部
分が多くあるため、日本における CSR の理解もここに載せる。 
谷本（2004）から引用すると 
「企業活動のプロセスに社会的公正性や環境への配慮などを組み込み、ステイクホルダー
（株主、従業員、顧客、環境、コミュニティなど）にたいしてアカウンタビリティを果たし
ていくこと。その結果、経済的・社会的・環境的パフォーマンスの向上を目指すこと。」 
とし、さらに CSR を理解するに当たり企業と社会の相互関係性から、①経営活動の在り
方そのものを問う次元、②社会的事業の次元、そして③社会貢献活動の次元の３つの次元へ
と区分することが出来る（表 1－2；谷本、2006）とし、それぞれの持つ戦略性を考察する
ことが出来る。 
 
 
 
 
表 1－2：CSR の三つの次元 
 
■CSR＝企業経営のあり方そのものを問う 
① 
経営活動の 
あり方 
経営活動のプロセスに社会的公正性・倫理性， 
環境や人権などへの配慮を組み込む〈戦略的取り組み〉 
環境対策，採用や昇進上の公正性，人権対策，製品の品質や安全性， 
途上国での労働環境・人権問題，情報公開，など 
→〈法令尊守・リスク管理の取り組み〉と 
 〈企業価値を創造する積極的取り組み〉 
 （＝イノベーティブな取り組みの必要） 
 
■地域の社会的課題への取り組み：社会的事業 
② 
社会的事業 
社会的商品・サービス，社会的事業の開発 
環境配慮型商品の開発，障害者・高齢者支援の商品・サービスの開発， 
エコツアー，フェアトレード，地域再開発にかかわる事業， 
SRI ファンド，など 
→〈新しい社会的課題への取り組み〉 
 （＝社会的価値の創造：ソーシャル・イノベーション） 
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③ 
社会貢献活動 
企業の経営資源を活用したコミュニティへの支援活動 
１）金銭的寄付による社会貢献 
２）製品・施設・人材等を活用した日金銭的な社会貢献 
３）本業・技術などを活用した社会貢献（コーズ・マーケティングも含む） 
→〈戦略的なフィランソロピーへの取り組み〉 
出典：谷本（2006） 
 
 
 
①経営活動のあり方 
まず CSR の根本的な部分として、「①経営活動のあり方」、つまり日常の経営活動そのも
のの健全さの重要さを挙げ、日々のあらゆるプロセスに社会的公正性や倫理性、環境、人権
などへの配慮を組み込んでいくことにあるとしている。具体的にはステイクホルダーに対す
る情報公開や途上国における労働環境の対応など、表 1－2 にあるような内容を、企業活動
おいて特定の部署が旗振りを行い企業活動と独立して行うのではなく、各従業員がそのよう
な考え方を持ち自然とプログラムを実行出来るような状態とすることが目標となる。またそ
れぞれの領域においてコンプライアンスやリスク管理など企業の基礎を固めるいわば「守り
の CSR」と、それぞれの課題に積極的に取り組み新たな社会的価値を創発していく「攻め
の CSR」があるとしており、特に後者の「攻めの CSR」においてはただ法的な数字をクリ
アするのみならず、そのことが地域にたいする企業の魅力を向上させるような仕組みづくり
が期待されている（谷本、2006）。企業がこれから企業価値を高めていく上で非常に重要な
差別化となると考えられる。 
 
②社会的事業 
さらに「②社会的事業」とし、今企業に対して、自社の持つリソース（知識や技術力）を
活用した社会的課題への対応が求められている。こうした社会的事業への社会的な関心が高
まっており、また逆に言えば社会においてそのような社会的課題に対する新たな事業や企業
の取り組みに対するニーズが高まっており、企業側においても新たな取り組み方を示し他企
業との差別化を提示することが出来るようになってきている。例えば、表にあるように環境
配慮型商品の開発やフェアトレード製品の展開などは、その結果として昨今では意識せずと
もそのような商品を店頭で手にすることが出来る。また 2011 年の東日本大震災以降の電力
不足による社会的需要に対し、小売店舗（大手 CVS や銀行、家電量販店など）において環
境配慮型店舗（この場合は電力の消費を従来よりも大幅に抑える店舗設計とする）の開発と
その展開は我々の記憶にも新しく、利用者へのそのような訴求をする業態が増えたことも事
17 
 
例として挙げられよう。 
 
③社会貢献活動 
そして「③社会貢献（フィランソロピー）活動」も一つの次元として区別している。谷本
（2006）によるとこれは大別すると金銭寄付による社会貢献と、非金銭的な社会貢献の二
つの側面があり、とくに後者においては、企業の本業に関わる技術力やマーケティング力、
専門的な製品などを活用した製品などを活用した社会貢献活動が 3 つ目の側面として注目
が集まっているとしている。この３つ目の側面に、今回議題にあがっている CRM が企業の
本来の業務・技術を活用した社会貢献として含まれるとしている。 
 
 
CSR とはこのように、企業が利益を追求するのみならず、企業市民としての組織活動が
地域や社会、従業員や株主など様々なステイクホルダーに対する説明責任を果たしながら、
企業のパフォーマンスを向上させることにある。 
またこのように企業が社会貢献活動として新たな取り組みの仕組みを開発し、企業がこう
した取り組みに関わることが、それだけで当該の社会的課題へ光が当たることにもつながる
のである。 
 
 
 
第二項 企業の CSR戦略における CRMの位置づけ 
 
 企業の社会的責任の取り組みとして行われる主要な活動を、Kotler and Lee（2004）は
「企業の社会的取り組み」として、コーズ・プロモーション、コーズ・リレーテッド・マー
ケティング、ソーシャル・マーケティング、コーポレート・フィランソロピー、地域ボラン
ティア、社会的責任に基づく事業の実践の６つに分類しその中に CRM を分類づけている。 
 
 
 
 
表 1－3：CRM の分類 
①コーズ・プロモーション 
・企業が取り組む社会的取り組みの中でも、プロモーションに重きを置く活動。 
②コーズ・リレーテッド・マーケティング 
・企業が製品の売り上げから得られた利益を何らかの組織に寄付すること。 
・製品の売り上げや取引に応じて寄付を実施すること。 
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③ソーシャル・マーケティング 
・公衆衛生・治安・環境・公共福祉の改善を求めて、企業が行動改革キャンペーンを
企画、あるいは実行するための支援手段。 
④コーポレート・フィランソロピー 
・企業が慈善団体やコーズに対して行う直接的な寄付行為であり、多くの場合、現金、
製品、サービスなどの寄付という形で実施される。 
・企業が行う社会的取り組みの中で最も伝統的な方法。 
⑤地域ボランティア 
・従業員、取引先企業、フランチャイズ企業が、地域のコミュニティ組織やコーズを
支援するために自らの時間を進んで提供することに対し、企業が支援・推奨するとい
う取り組み。 
⑥社会的責任に基づく事業の実践 
・環境保護やよりよい地域社会の実現といった社会的コーズの支援を目的とする自主
的な事業活動や投資のこと。 
出典：Kotler and Lee（2004）をもとに筆者作成 
 
 この中でも特にコーズ・プロモーションと CRM の区別を別次元として明確に区別してい
る点に、この表の特徴がある。コーズ・プロモーションの特徴として、 
 
・特定のセールスとは結び付けられない。（vs コーズ・リレーテッド・マーケティング） 
・行動を促すことはあっても、多くの場合、金銭、時間、あるいは著名といった寄付活
動の範囲にとどまる。（vs ソーシャル・マーケティング） 
・企業と NGO／NPO とがより緊密に関与し、企業のスポンサーシップへの認知が期待
される。（vs フィランソロピー） 
・従業員がボランティアに参加するにとどまらず、プロモーション素材の開発と実施に
も携わる。 
 
などのようなのを挙げ、いわゆる狭義の CRM をこのなかの CRM として明確に区別し、
講義の CRM として挙げられる企業と NPO／NGO との連携や企業のマーケティング力、
広告力などを活用した取り組みをコーズ・プロモーションとして区別している。 
 また Kotler and Lee（2004）では企業の６つの戦略的な社会的取り組みに関して実際の
企業を例にして、それぞれの取り組みの中心的活動にかんして簡潔にまとめ、事例とともに
説明している。 
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表 1－4：デルの企業の社会的取り組み 
 コーズ・プロモーション 
コーズ・リレーテッド・ 
マーケティング 
ソーシャル・ 
マーケティング 
説明 
意識向上、資金調達、ボ
ランティアに関するプロ
モーションを通じた社会
的コーズの支援。 
製品販売、製品利用をベ
ースとした社会的コー
ズ。 
収入の数パーセントを寄
付として利用。 
活動改善キャンペーンの
支援。 
例 
収集した中古のパソコン
を NPO 団体や地方行政
機関へ寄付 
３つまで中古パソコンの
リサイクルを行うと、新
製品が10％OFFとなるサ
ービス。 
無償で使っていたプリン
ターをリサイクル目的で
回収するサービス。 
 
コーポレ－ト・ 
フィランソロピー 
地域ボランティア 
社会的責任に基づく 
事業の実践 
説明 
慈善事業や 
社会的コーズへの 
直接的な支援。 
地域社会に対しての 
ボランティアサービス 
の提供。 
社会的コーズを 
支援する事業の実践 
と投資を承認・管理。 
例 
「ダイレクト・ギビング」
プログラムから通じた従
業員から 
アース・シェア（多数の
環境プロジェクトを支援
する組織）に対する寄付。 
世界中の従業員による
『グローバル・コミュニ
ティ・インボルブメン
ト・ウィーク』（毎年 9 月
開催）への参加。 
公園などのクリーンアッ
プなどの活動を実施。 
特別な環境ガイドライ
ン、政策、目標によって
行う製品デザインのプロ
グラム。 
出典：Kotler and Lee（2004）pp.42-43 
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第三項 ステイクホルダー間における CRMの仕組み 
 
谷本（2006）では CRM は以下の図のように説明されている 
 
図 1－5：CRM の仕組み 
     企業                           消費者 
 
 
 
 
 
 
 
 
                NPO／NGO などの団体 
 
 
 
 
 
出典：谷本（2006）pp.219 
 
 CRM の主なプレイヤーを企業、消費者、そして NPO／NGO などの団体の３つとし、中
でも特に NPO／NGO 側のメリットが大きいとしている。つまり CRM は NPO／NGO に
とっては寄付の獲得において非常に有益な手段であるのみならず、企業のマーケティング力
や広告力を借りることで単独ではなし得ないような大きなキャンペーンの展開と効果の獲
得が可能となるのである。またその力によって目的とするミッションや社会的課題の解決に
おいても広く社会に知れ渡らせることが可能なのである。 
また消費者にとっても普段から利用する商品・サービスを通じて社会的課題の存在を認知
することができ、また大きな障害もなくその仕組みに関わることが出来るため CRM を通し
た間接的な支援を行うことが可能となるのである。 
 
 
 
  
CRM 
・社会的課題やそれに取 
り組む団体を知る 
・分かりやすい仕組みが 
あると分かりやすい 
・企業の社会貢献活動を 
知る 
・社会貢献活動の展開 
・消費者をはじめとする 
ステイクホルダーからの 
支持 
・ブランド価値や売上げ 
の向上 
・社会的課題を知ってもらえる 
・寄付の獲得 
・単独でなしえない大きなキャンペ 
ーンが可能に 
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第四項 マーケティング戦略から見た仕組み 
 
 三輪・丸谷（2004）ではアメリカン・エキスプレスの「自由の女神修復キャンペーン」
やその後同社が行った「飢餓との戦い（Charge against Hunger）」などの事例を整理し、
CRM を「企業が非営利組織と項的連携を結ぶことで、その企業の商品やサーヴィスの販売
促進し、それによって非営利組織のための資金を集めるマーケティング戦略であり、企業と
非営利組織が結びつくことで公益的な活動に企業が参加する意味を与え、そのイメージを利
用した企業の存在意義を認めると同時に、非営利組織に継続的な資金調達の手段を与えるも
のである。」としている。 
さらに同社の行った社会貢献活動を元に、以上のことを踏まえ CRM の概念図を作成して
いる。 
 
 
図 1－6：CRM 概念図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：三輪・丸谷（2004） 
 
 このように企業と非営利組織が共に CRM プログラムへの資源の投入を行うことにより、
企業側はセールス力、そして非営利組織は活動資金を得ることが出来る流れが示されている。 
さらに三輪・丸谷（2004）では CRM はマーケティング戦略であることを踏まえ、CRM
と混同されやすい概念である企業が社会的な貢献をする活動、すなわち企業フィランソロピ
ー概念との厳密な区別について注意を促している。つまり CRM によって非営利組織に資金
が回されても、それは企業戦略によるものでありフィランソロピー活動のように寄付とは見
なされず、税金控除の対象とならないためである。 
 
  
提
案 
宣
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要
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活動資金 
企業 
非営利組織 
CRM 
商品提案 
社会的課題 
への取り組み 
宣伝効果 
寄付 
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第四節 CRMの周辺概念 
 
 CRM はその特性上、企業の社会的責任における対応の一つとして捉えられることもあれ
ば、これまでの伝統的なマーケティング戦略の新しい形として捉えられることもある。それ
らの周辺概念と CRM を対比しながら考察することで、それぞれの周辺概念と CRM の弁別
性や概念的な整理ができればと考える。  
 以下に、CSR、ソーシャル・マーケティング、そしてフィランソロピー、エシックス r・
リレーテッド・マーケティングとの整理を行う。 
 
 
 
第一項 CSRから見た CRM 
 
 谷本（2006）にもあるように、CSR（企業の社会的責任）における本質は、企業が“コ
アビジネス（本業）”を活用して、もしくは企業の開発力やマーケティング力を活用してい
く中において社会的課題（環境や社会観問題など）に取り組んでいるかどうかにある。 
 そのようなものに例えば BOP（Base of Pyramid）ビジネスがある。低所得層にも購入
可能な製品の開発や健康衛生維持製品の開発における取り組みであり、確かに企業側が自ら
のビジネスに NGO／NPO の資源・能力を活用しようとするものであるが、一方では企業
のコアビジネスや自社の資源・能力をも活用して社会的課題の解決にかかわろうとする取り
組みの仕組みとみることもでき、NGO／NPO が関わる CSR の一環のひとつとして注目を
集めるものの一つである。 
 長坂（2010）を参考に考えると、これに対して CRM は企業の社会的課題の解決への取
り組みを当初のテーマとして販売促進活動、マーケティングを行いその売上額の一定比率を
CRM プログラムのパートナーである NGO／NPO に対し拠出しようというものである。収
益と寄付額がリニアに移行することで従来型のマーケティングの考え方に組み込まれて論
じられるが、自社のコアビジネスである製品に対して寄付システムを組み込んでいるという
点において上記の CSR の考え方に合致するため、CRM も CSR の一環として捉えることに
無理はない。 
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第二項 ソーシャル・マーケティング 
 
 CRM は「社会問題解決型マーケティング」もしくは「ソーシャル・マーケティング」の
発展した形、新しい形と解釈されることもある。ソーシャル・マーケティングは社会的課題
の解決に基本的な軸足を置いて行うマーケティング戦略として策定・実行されるが、コー
ズ・マーケティングは企業にとっては利益獲得（販売増）を中心目的としている部分に、あ
るいは貢献の水準が製品の売り上げと結びつき策定・実行されているところに特徴がある
（Kotler & Lee 2005: 長坂 2010）。「寄付つき商品」という形の販売促進手法はかねてか
らあったが、CRM はその取り組みをより本格化・体系化したものとして登場してきている
（長坂 2010）。 
 またここで注意しなければならないのは、ソーシャル・マーケティングは二つの違う意味
で用いられる場合があるということである。一つ目として、伝統的なマーケティング・パラ
ダイムである営利追求型のマネジリアル・マーケティングの範囲では現在扱いきれていない、
社会的課題の解決に企業が積極的に取り組むべきであるという思想のもとに展開される企
業の社会活動を指すもの。そして二つ目として、伝統的なマーケティング・パラダイムを、
企業以外の政府や NPO／NGO といった組織に対しても応用していくことを指す。この二
つの流れの中でも特に前者のものをソサエタル・マーケティングと呼ばれ区別されているが、
CRM はこのソサエタル・マーケティングに対峙する概念として整理される（世良、2007）。 
 これまでソーシャル・マーケティングやソサエタル・マーケティングにおいて、企業の社
会的課題の解決といった支援策をマネジリアル・マーケティングの外において、例えば企業
の社会貢献部など独立した組織が開発・実行していたのに対し、CRM ではコーズ支援をマ
ーケティング活動の一環であると捉えるため、その社会的問題の解決を通してマネジリア
ル・マーケティングが目指すところである利潤の最大化という目的に対しても寄与すること
が出来るのである。つまり、ソーシャル・マーケティングにおいて社会的課題の解決をマネ
ジリアル・マーケティングの外に置いていたのに対し、CRM ではその社会的課題の解決を
マネジリアル・マーケティングの内側に引き込むことが出来るのである。 
 世良（2007）によると、つまり以上のことを言い換えると、コーズ支援の正当性の理由
づけを伝統的マーケティングからの概念拡張に求めているのがソーシャル・マーケティング
やソサエタル・マーケティングであるのに対して、その理由づけを伝統的なマーケティング
である営利追求を目的とするマネジリアル・マーケティングの内側に求めているものが
CRM ということになる。以上をまとめると図 1－7 のようになる。 
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図 1－7：ソーシャル・マーケティングと CRM のコーズ（社会的課題）の位置 
 
 
 
  
ソーシャル・マーケティング CRM 
マネジリアル・マーケティング マネジリアル・マーケティング 
社会的課題 
の解決 
社会的課題 
の解決 
社会的課題 
の解決 
25 
 
第三項 CRMと社会貢献活動（フィランソロピー） 
 
 CRM と類似した概念としてよく対比されるものの一つに社会貢献活動（フィランソロピ
ー）がある。社会貢献活動を行う際にはその活動によって直接的な利益を求めてはいけない
とされており、そのため発生した利益に対しては「啓発された自己利益」などという表現が
用いられることが多い。したがってフィランソロピーは「直接的な見返りを求めない、『企
業の社会貢献』」と位置づけることが出来る（世良、2007）。 
 企業と社会の関係を谷本（2006）は「経営活動のあり方そのものを問う次元」「社会的事
業の次元」そして「社会貢献活動の次元」の CSR の３つの次元から捉えているが、特に現
在においてはいま社会において解決が求められている社会的課題の解決にむけて企業がど
のようにして関わっていくかという「社会的事業の次元」と「社会貢献活動の次元」にスポ
ットが当たっている。谷本（2006）によると、社会貢献活動は「企業の経営資源を活用し
たコミュニティの貢献活動」が中心となるが、「社会的事業」と境界線上にあるような活動
も見られ、そのような「社会的事業」とは寄付ではなくあくまで一つのビジネスとして関わ
っていくものであるとしている。つまり、例えばただ障害者の施設などに対して寄付を行う
のではなく、企業が障害者支援のための商品やサービスを“ビジネスとして”開発・提供し
ているということである。ここに CRM プログラムも含まれ、社会的課題の解決をあくまで
ビジネスの一貫として捉え、開発していく形をとる。しかし問題は、それらの市場規模は小
さいものが多く、フィランソロピーと重なってしまう部分が大きいとされる。 
 さらに社会貢献活動を分解すると、下記の図を見ると社会貢献活動の領域はその中で、金
銭的な支援と非金銭的な支援と大きく分けることができる。ここでいう②はこれまでの従来
型の支援スタイルであるが、今後ますます期待され増えてきているのが③のスタイルである。
③の本業の技術等を活用した社会貢献活動はその企業が持つ専門的な技術や、知識、製品等
を活用する支援である（谷本、2006）。この近年ますます増加する③の部分については左側
の社会的事業とより重なる部分であり、この部分において社会的課題に対するアクションを
企業が行う場合、その立ち位置を明確にすることはマーケティング戦略において重要となる。 
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図 1－8：社会的課題への取り組み  
 
出典：谷本（2006）pp.201 
 
 
 
第四項 エシックス・リレーテッド・マーケティング 
 
 社会的課題（コーズ）の解決と結び付けられたマーケティング戦略を CRM と呼ぶのに対
し、世良（2007）は「企業倫理」とマーケティングを結び付けた活動を、エシックス（ethics: 
倫理）と関連付けられたマーケティングとして「エシックス・リレーテッド・マーケティン
グ」を提唱している。 
 ラッキーピエロという北海道を中心に展開するハンバーガーチェーンでは、トイレのペー
パータオルを再生紙に変更したところ、紙の品質が低下してしまい、利用客からコスト削減
のためにペーパータオルの紙質をわざと低下させたのではないかという苦情が寄せられた
という。そこで店側は「環境にやさしい宣言」とし「地球をクリーンに環境にやさしく森林
にもやさしく このペーパータオルは再生紙を使用しています」という環境に対して配慮を
行っているというプレートをペーパータオルのホルダーに表記した。これにより利用者から
の苦情を未然に防ぐのみならず、その再生紙を利用していることをプラスに変える効果が期
待できる。このように企業が自ら取り組む倫理的活動に対してきちんと顧客やステイクホル
ダーへのコミュニケーションを通して伝えていくことは、企業に対する誤解を未然に防ぐの
みならず、さらなるマーケティング効果を生み出すことが出来るのである。つまり、顧客の
社会的事業 
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 Business） 
•社会的課題の解決をビ
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（新しい商品・サービ
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•②施設・人材等を活用
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献 
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理解によってマーケティングにおいてプラスの効果をもたらすのは、これまで取り扱ってき
た社会貢献活動によるコミュニケーションのみならず、企業倫理におけるコミュニケーショ
ンにおいても有効であるのである。 
 これらの企業の社会的責任を「企業コンプライアンス」「企業倫理」そして「企業の社会
貢献」という３つの階層で捉えた場合、企業倫理に対するマーケティングが世良（2007）
のいうエシックス・リレーテッド・マーケティングであり、企業の社会的責任に対するマー
ケティング活動がコーズ・リレーテッド・マーケティングであると言える。 
 さらにこのラッキーピエロは、企業倫理に関する活動の中で容器や包装バッグ持参に際し
て利用者にたいしてキャッシュバックを行っていたが、途中からポイント制度を開始し、そ
の溜まったポイントをコインとして利用者に配布、そのコインを店頭に設置したボックスに
投入するとコイン 1 枚に対して 5 円がブナの木の植樹活動にたいして寄付がされるような
仕組みを作りだした。これは本業を通したエシックス・リレーテッド・マーケティングを「ブ
ナの木の植樹」という CRM プログラムをも包括する形にしたものとして捉えることができ
る（世良、2007）。これは企業倫理、企業の社会貢献活動双方において非常に興味深い示唆
を含む事例であると考える。 
 
 
図 1－9：CRM とエシックス・リレーテッド・マーケティング 
 
出典：世良（2007）、pp.32 より筆者修正 
  
  企業コンプライアンス 
企業倫理 
企業の社会貢献 
コーズ・リレーテッド・ 
マーケティング 
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マーケティング 
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第二章 コーズ・リレーテッド・マーケティングの戦略的活用とマネジメント 
 
第一節 CRMの意義 
 
第一項 企業にとっての意義 
 
まず企業にとって社会的責任を負うということ、社会的課題の解決に向けた活動を戦略的
に行うことの意義を探っていきたい。 
 
Kotler and Lee（2004、恩藏監訳）は企業がなぜよきことを行うのかという問に対して、
売り上げや市場シェアの増加、ブランド・ポジショニングの強化、企業イメージや評判の向
上など 6 点を挙げている。以下に表としてまとめた。 
 
表 2－1： 
売り上げや 
市場シェアの増加 
◆コーン社の調査によると 
・84％の回答者は、世界をよりよくするために何らかの行動
を起こしている企業について、よりポジティブなイメージを
持つ。 
・成人回答者の 78％は、自分が関心を持つ社会的コーズと関
連する商品を買うようにしている。 
など、企業が社会的コーズに取り組むことでメリットを享受
することができ、また企業が社会的課題へ積極的に関与する
ことの重要性が増している。 
◆B.S.R.の調査よると 
・対象の 90％は企業に対し、単に収益性を高めるだけではな
く、他のことにも関心を持って取り組んでほしいと考えてい
た。 
・40％の人は、社会的責任を果たしていないと感じる企業に
対して、ネガティブな反応をしたり、その企業についてネガ
ティブなコメントをしたりすることがあると答えた。 
・17％の人は、社会的責任を果たしていないと認めた企業の
製品の購買を実際に拒否したことがあると報告した。 
ブランド・ポジショニング 
の強化 
「企業やブランドが適切な慈善活動や社会的コーズと結びつ
くことによって、“ブランドのスピリッツ”を作り上げること
が出来る Pringle and Thompson（2001）」ため社会貢献の合
理性を強く主張し、「多くの社会的要素を盛り込んだマーケテ
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ィングの取り組みは、社会的要因への配慮が少ない同じよう
なマーケティングの取り組みにより、ブランドに対する評価
や印象にポジティブな影響を与えると考えられている。『社会
的要素を盛り込む』とは、目に見える形で社会福祉を向上さ
せるという意味でつかわれている。したがって、商品が購入
されるごとに環境団体に寄付するといったプログラムは、
（…）社会的要素を高めるマーケティング活動を行っている
と考えられる。（Bloom, Hoeffler, Keller, and Basuto）」 
企業イメージや 
評判の向上 
・消費者の購買意思決定に影響を持つ、エコノミック・プラ
イオリティー委員会による『Shopping for a Better World』
の発行。 
・『フォーチュン』誌による、革新性、財務健全性、製品やサ
ービスの質、社会的責任などの８つの属性により評価される
「米国で最も称賛される企業（America’s Most Admired 
Companies）」の発行。 
・『ビジネス・エスィックス』誌による、環境や地域社会を含
むステイクホルダーに対する全社的な社会的責任を確認した
「企業市民ベスト 100」リストの発行。 …など 
従業員にとっての魅力度や
労働意欲の向上と離職率の
低下 
コーズ・リレーテッド・プログラムを行っていると公表して
いる企業に働く社員は、そうでない企業に比べ自社に誇りを
持っていると 38 ポイント多く回答。逆に努めている企業が
良き企業市民でないとわかれば、その企業で働きたくないと
80％もの回答（Cone Inc. 2002）。 
コスト削減 ・全社的な社会的取り組みを実施したことによってビジネス
昨日のコストが減少、あるいは助成金や奨励金によって収益
が増加。 
・パブリシティ増加による広告費の削減。 
投資家や金融アナリストに
対するアピール力の強化 
新しい投資家の興味を引くことができ、また事業および管理
上のさまざまな側面で起こりうる危機に際して、潜在リスク
を小さくすることが出来る。 
Kotler & Lee (2004)に基づき筆者作成 
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またイギリスの CSR 支援団体であるビジネス・イン・ザ・コミュニティ（Business in the 
Community: BITC）が行った「CRM のメリットをどのように考えているか」（図 2－2）
の調査結果では、企業にとって CRM はステイクホルダーからの評判や信頼を高めることが
でき、結果としてブランド価値を高め売上を伸ばすことが出来ると期待されている（谷本、
2006）。 
 
図 2－2：CRM の企業側のメリット（担当者はどのように考えているか） 
 
出典：The Corporate Survey Ⅲ，BITC 2001, 谷本訳（2006） 
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 また NGO の視点から CRM を論じている長坂（2010）では、NGO を活用することによ
って得られるメリットを含めた企業にとってのメリット・効果として以下の９つの点を挙げ
ている。 
 
表 2－3：企業にとっての CRM のメリット 
①販売促進効果 
――社会性のあるメッセージを付与することで、製品の差別化が起き、消費者の購買
意欲を後押しすることによって、売り上げ増加、収益増加が期待できる。 
②ブランディング効果 
――CSR 意識の高い企業であるという好ましい企業イメージ（ブランド・アイデン
ティティ）の構築に大いに役立つ。CRM の対象となる商品・サービスやその広報
媒体に、社会貢献に取り組む企業理念、社会的メッセージ、さらにかつどうないよ
うについての説明などを付与することで、企業価値及び商品の社会的ブランド価値
を高めることができる。 
企業自信が商品を通じて顧客に新しい価値を提供することにもなる。 
③新市場開拓効果 
――CRM によって、企業は新しい顧客を獲得できる。 
またニッチ市場への展開が可能となる。とくに「コーズ」に共感する人々の市場
という新たなセグメントに食い込むことが出来る。 
④ステークホルダー効果 
――顧客を超えて社会全体、より広がりのあるステークホルダーへのメッセージ性を
持つことで、ステークホルダーからの評価が気大でき、また実際に顧客とのコミュ
ニケーションにも大きくかつよい影響を与えうる。 
⑤CSR 効果 
――CRM は CSR 事業成果との両立を図ることが出来ることによって、マーケティン
グ部門と CSR 部門（組織）との協調が発生する。CRM は営業部門や企画部門など
の事業最前線の部門がイニシアチブをとって行う。そのため CSR 経営に対して必
ずしも協調的でなかったマーケティング部門と CSR 推進担当部門との連携が可能
となり、全社的に CSR 経営への理解が進む可能性がある。 
⑥従業員効果 
――従業員の会社に対するロイヤリティの向上が期待できる。 
また、有能な人材の採用が可能となる。 
⑦NGO 資産の活用効果 
 ――企業は NGO との協働関係を通じて、その NGO が持つ資源（自薦力・現場力・
情報力・会員力）を活用でき、またその NGO の支援者を自社の味方につけること
が出来る。とくに NGO のメーリングリストの活用は大きな意味がある。 
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⑧NGO とのネットワーク効果 
 ――問題解決を目指す公共セクターともマーケットを通じてつながることができる。
企業が特定の NGO と繋がることは、同時に国際的には他の NGO セクターの世界
とも繋がりうることを意味する。 
⑨モニタリング効果 
 ――CRM プロジェクトは NGO と協働することによって、NGO によるモニタリング
を受けるところになり、プロジェクトの透明性・互恵性・公正性が担保されうる。
CRM の場合には透明性はとくに重要である（企業はグリーンウォッシング的活動
や戦略とつながりのない単発的な取り組みは CRM においてすべきではない）。 
出典：長坂（2010）を参考に筆者作成 
 
 
さらに Kotler and Lee（2006）では企業の潜在的なベネフィットとして実際の事例とと
もに以下のようにまとめている。 
 
表 2－4 
【新規顧客の獲得】 
アフェニティ・カード（金融機関） 
【コーズによる資金の収集】 
エイボン（化粧品製造・訪問販売） 
【ニッチ市場の開拓】 
QVC（テレビショッピング専門チャネル）とアメリカン・レガシー財団 
【製品の売り上げの増加】 
ライゾール（トイレタリー） 
【価値あるパートナーシップを構築しての活動支援】 
ターゲット（ディスカウントストア） 
【好ましいブランド・アイデンティティの構築】 
AT＆T ブロードバンド／コムキャスト、マクドナルド 
出典：Kotler and Lee（2006）を参考に筆者作成 
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第二項 NGO／NPOにとっての意義 
 
 長坂（2004）によると、NGO や NPO にとっても、CRM は新しい安定的な資金源とし
て、また自らの団体の活動や目的、名前の認知度を高めるものとして、翻ってステイタス、
信頼性を高めるものとして有効であることから、CRM における企業との協働関係において
前向きに検討しているとされる。 
 NGO が企業と共に CRM プログラムを遂行するということは、NGO にとって従来の「ド
ナー（寄付者）」から「パートナー（協働者）」へ変化するということである。NGO は当該
企業と協働して共同プロジェクトを作り上げることになる（長坂、2010）ため、それぞれ
が対等な関係で双方向的にプログラムを開発することができる。従来のようにドナーがプロ
グラムにおけるイニシアチブを持ってしまい、しかも社会的課題の解決において NGO によ
る専門的な視点が欠けたままプログラムを遂行し、結果的に十分な効果を得られないという
ような危険を減らすことが出来るのである。 
 また NGO にとっては、CRM によって社会的問題の解決に対して必要な資金を募る適切
な戦略の一つとなる可能性がある（長坂、2010）のである。 
 以下に長坂（2010）における、NGO が CRM によって享受できることが期待できるメリ
ットをまとめた。 
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表 2－5：NGO にとっての CRM のメリット 
①資金源の多様化・安定化 
 ――NGO にとって活動の展開のためには、収入の安定化と収入源の多様化は欠かせ
ない。その点で、CRM は NGO にとって安定的な収入を得るための重要な企業パ
ートナーシップ（協働）の携帯のひとつであるといえる。 
（状況によってはより大きな資金調達が出来る可能性をも持っている） 
②寄付の上乗せ・従業員の協力 
 ――CRM によって企業とのつながりが強くなることを通して、当該企業の社員のボ
ランティア参加や個人寄付や寄付の上乗せ（社員の寄付に対するマッチングギフト
制度を導入している場合）が可能となる。 
さらに企業がボランティア休暇制度をもっている場合などにはボランティア派
遣、プロボノの制度がある場合には社員の専門的な職業スキルの活用なども可能と
なる。 
③知名度・認知度の向上 
 ――信頼できる企業との共同広報（宣伝など）を通して、NGO 自体の知名度ととも
に、その解決されるべき社会的課題（コーズ）と、その取り組みキャンペーンの認
知度も大きく向上する可能性をもつ。コーズが広報され、そのコーズの意味・問題・
実態を多くの人が知ることにより、CRM から得た資金によって、より広く深くコ
ーズへの対応（投資）が可能となる。 
④信頼性の向上 
――NGO にとっては信頼はる企業と組むことによって、一般の人々からの信頼も一
層つくことになる。企業とパートナーを組むことによって、NGO の活動の達成度
を拡大させることができる。 
⑤対等な協働関係へ 
 ――企業との関係を一時的な関係から長期的・戦略的関係へと、真の意味で対等な協
働関係へ移行できる可能性がある。 
出典：長坂（2010）より筆者作成 
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第三項 消費者にとっての意義～動機づけ 
 
我々消費者が商品を購入するための行動を起こすということは、その商品を購入すること
でなんらかの欲求が満たされることを期待しているのである。一般的に動機づけとは、人を
行動へと駆り立て、その行動を方向付け、維持する心理的なメカニズムやプロセス全般のこ
とをさす。また「動機」（motive）とは、そのようなメカニズムの中で、特定の行動を駆動
し、方向付け、維持する内的な要因や状態を指す概念である（青木ら 2012）。 
それにより満たされる欲求は様々あるが、大きく分けて一次的欲求と二次的欲求とに区別
される。一次的な欲求は生理的な欲求であり、空腹などの飢え、渇きなど人間の生理的欠乏
状態、あるいは不均衡な状態を解消しようという生存に不可欠なものであり、二次的な欲求
は承認、所属、愛情、達成、金銭などへの欲求であり、経験や学習を通じて獲得した社会的
な欲求を主とする（杉本 1997）。 
しかしこの一次的欲求は二次的欲求と違い、特定の商品・サービスとの対応関係が明確で
あるとは限らない。そのためマーケティングなどの領域では、一次的な欲求を「ニーズ」と
呼び、ニーズをより具体化し、特定の商品・サービスへ向けられた状態を「ウォンツ」とし
て区別する場合もある。 
 
 
マズローの欲求階層性理論 
 
マズローの欲求階層性理論やその自己実現概念はもはや当たり前の概念として経営学を
学ぶものであれば避けては通れないものであり、一般的には仕事を通じて自分の能力を発揮
するといったようなニュアンスで解釈されている（三島、2009）が、ここでいま一度その
整理をするとともに CRM における消費者にとっての意義、動機づけを確認していきたい。 
 
マズローは文化間にみられる欲求の違いは上方や着物、食物の好みなど表面的な違いでし
かないと考え、さらにその相違の背後にみられる共通した欲求に着目し、欲求はいくつかの
基本的なものに分類されると考えた。それは表面的・意識的欲求よりも至上的かつより普遍
的、基本的であり、人間に共通した特質と捉え、そのような人間に共通してみられる欲求を
基本的欲求（The Basic Needs）と呼んだ。さらにこの基本的欲求を 5 つに分類し、体系づ
けた。すなわち生理的欲求（生理的・肉体的な欲求）、安全の欲求（保障、安全に対する欲
求）、所属と愛の欲求（集団への帰属や友情、愛情を求める欲求）、承認の欲求（自尊心や他
人から優れた評価などを求める欲求）、そして自己実現の欲求（自分の能力を伸ばしたいと
いう欲求）であり、これら５つの欲求が階層を成し相対的な優劣さに基づきヒエラルキーを
構成していると考えた。例えば人間が食事などの生理的欲求を満足させることが出来れば、
すぐに他の（より高次の）欲求が出現し、生理的空腹よりもその高次の欲求が優位に立つ。
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またそのような例えば安全の欲求という高次の欲求が満たされれば今度は所属と愛の欲求
を求めるようになるのである。つまりマズローは生理的欲求が満たされると相対的に優勢で
ない欲求（より高次な欲求）が出現すると理論づけた（三島、2009）。こうして人間はある
階層の欲求が順に満たされるごとに、相対的により高次の欲求を求めるようになり最終的に
は自己実現の欲求へとたどり着くとされている。 
 
 
図 2－6：マズローの欲求階層性理論 
 
出典：三島（2009）をもとに筆者作成 
 
 
承認の欲求（The Esteem Needs） 
 
 このようにして階層を登っていくと、人間は承認の欲求へとたどり着くこととなる。改
めてこの承認の欲求についてマズローは、人間社会では、全ての人 （々少々の病的例外はあ
るとしても）は通常安定し、基礎の確立した、自己に対する高い評価や自己尊敬、自尊心、
他者から尊敬されることに対する欲求あるいは欲望をもっており、そのなかでも第一に強さ、
業績、妥当性など独立と自由に関する欲求、そして第二に他社からの承認や注意、さらに他
社からの理解に対する願望である、他社から受ける尊敬や尊重が含まれるとしている（三島 
2009）。 
このように消費者がマズローの欲求階層を登るにつれ、その消費者は社会性を考慮した消
費を行うようになるのであり、Adkins（1999）や Pringle and Thompson（1999）におい
自己実現
の欲求 
承認の欲求 
所属と愛の欲求 
安全の欲求 
生理的欲求 
高次の欲求 
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てはそのような消費者やそれを求める社会がこのマズローの階層をのぼることにより
CRM のような社会貢献活動をともなう商品や寄付それ自体が受け入れられる土壌が生み
出されたとしている。また世良（2002）ではこのようにマズローの欲求階層を上がること
によってなされる、もしくはのぼるためになされる消費を「マズロー的社会消費」と名付け
ている。 
このような第二の他社から受ける尊重や尊敬が、消費者が CRM プログラムに取り組む要
因があると考えられる。人間は一個人の能力では限界があり、また過去ほどの経済成長率も
なく企業内での将来での自己実現性をあまり大きく期待しなくなった。また社会的成熟を迎
え自分自身の満足だけ追い求めるのがよしとされなくなってきた時代において、このような
形で社会貢献を果たし、他者からの承認を受けることで自己実現をはかっていこうというの
である。 
もともとここに相当するものはボランティア活動などの社会コミュニティや NPO・NGO
などの自発的な社会貢献活動であったと推察できるが、そこに企業が手を貸すことによって
消費者や大きな力を持たない一部のステイクホルダーがそのプログラムに参加し、自らの欲
求を高めることが出来るのである。 
 
これを裏付けるように、Pringle and Thompson（1999）では所得階層間における耐久消
費財の所有率に差が無くなりそのことによる所有の要求が充足されてきている点と、実際の
運用実績は他の商品に比べて芳しくないにもかかわらず、米英において倫理ファンドに対す
る運用が拡大し続けている点を挙げ、消費者の社会的課題の解決に対する商品への関心が高
まっていることを示している。 
 
 
社会的消費者の誕生 
 
間々田（2000）では、価格が安く品質が良くとも社会的責任を果たしていなかったり、ま
た反倫理的な企業の製品は購入しなかったりするような、社会性があり企業の社会貢献活動
や CSR に対する関心が高い消費者を社会的消費者と名付けている。 
  
 
ヴェブレンの「衒示的消費」理論 
 
 これまで説明してきたように、消費者自身の欲求がマズローの提示する欲求段階の上位に
位置するためそれを求めて社会性を追求した消費がなされる説明がある一方で、自身の欲求
からではなく、ステイタスを求めて社会性を考慮した消費もあると世良（2002）は説明し
ている。「衒示的欲求」とは、ヴェブレンの『有閑階級の理論（1899）』によると、様々な
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消費財は市場価値をもった有用なモノであると共に、社会的ステイタスを表現する記号でも
あると述べ、そうしたステイタスを表示するに行われる消費であると説明される（岡本、
1993）。 
 例えば、かつては家電の三種の神器とも呼ばれた白黒テレビ、冷蔵庫、洗濯機などはモノ
が不足していた時代においては持っていること自体がそれだけでステイタスを意味してい
たが、時代が変わりモノがあふれる時代となるとそのモノを所有することのステイタス的な
意味は薄れてしまった。それに代わる消費によるステイタスの誇示として出現したのが社会
的消費なのである。 
世良（2002）はこの変革を車の中のプリウスとして説明し、以下のように捉えている。
つまりかつては車を所有していることそれ自体がステイタスとしてのシンボルとなりえた
が、各世帯に車が普及し所有することに大きな社会的意味が軽減されてしまった中において、
プリウスという商品は、第１にその燃費の良さといった止揚価値による欲求充足、そして第
２にマズローの欲求段階の上位に位置するようになったために芽生えた社会性に対する欲
求から環境への配慮という自分自身の欲求充足、更に第３として、環境以降の消費行動を行
うことがステイタスとなるという新たな意味づけを行ったのである。公共団体が公用車をプ
リウスのようなハイブリッド・カーにしたことや、ハリウッド・スターがレッド・カーペッ
トにこぞってプリウスで乗り付けたことも、このような「社会性のアピール」であると説明
できる。 
世良（2002）ではこのようなステイタスを考慮した社会的消費を「ヴェブレン的社会消
費」と名付けている。 
 
 
 
第四項 企業地位の相対的上昇 
 
 このように CRM が現在のように盛んにおこなわれるようになった背景として消費者の
欲求の変化とともに、企業の地位の相対的上昇が考えられる。そのようなことを示すデータ
として以下の図のように企業の規模を収入の面から捉え、その数値を国家の GDP と比較し
たデータがある（Adkins, 1999）。この図表から多くの企業が国家の GDP をも凌駕する規
模を誇っていることが伺える。このようなことから、規模の面で企業が及ぼす影響力の大き
さが伺える。 
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図 2－7：国家と企業のパワー比較（GDP によりランク付けされた国家と、収入によりラン
ク付けされた企業の比較）（単位：10 億ドル） 
 
出典：Adkins and Sue（1999）より筆者修正。※GDP の数値は World in Figures 1995 に
よる。企業収入は Fortune Magazine, 26 July 1996 による。 
 
 
 
さらに規模の面だけではなく精神的にも企業の存在の大きさを示したデータとしては、図
2－7 がある（Adkins and Sue、1999）。これはイギリスにおいて「大いに信頼がおける」
と回答した人の割合を団体ごとに比較したものであり、キリスト教国であるイギリスにおい
て、協会に信頼がおける人は僅かに 25％ながら、対するアメリカ企業であるケロッグに信
頼が置けると回答した人の割合は 84％にも上っていることが分かる。 
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図 2－8：団体ごとの信頼度の比較（単位：％） 
 
出典：Adkins and Sue（1999）より筆者修正 
 
 
 
 また Pringles and Thompson（1999）においても The Henley Centre がイギリスで行っ
たの同様の調査において、教会に対して信頼が置けると回答した人は 1983 年には 52％で
あったが、1998 年に行った調査においてはその比率は 30％にまで低下している。その一方
で、調査対象企業の中で最も信頼が高いとされたのは、マーカス＆スペンサーというプライ
ベートブランド (PB) の衣料品・靴・ギフト商品・家庭用雑貨・食品などを販売するイギ
リスの小売事業者であり、信頼していると答えた数値は 80％にものぼる。 
 以上のような数値から、企業の地位は規模の面のみならず、その信頼度という面からも向
上していることが分かる（世良、2002）。 
 
 
 
第五項 消費者意義と企業地位の相対的向上 
 
 以上のような Adkins（1999）ならびに Pringles and Thompson（1999）の研究におい
ては、消費者の欲求の原因をマズローの欲求階層性理論に対して位置づけているが、間々田
（2000）においては社会的消費者を消費の社会的な側面について十分な認識を持ち、それ
に基づいた消費行動を行う消費者であると捉えている。この Adkins や Pringles らと間々
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田に共通している点は社会志向を持った消費者の登場を、消費者の欲求変化の源泉として捉
えている点にある。さらにマズローの欲求階層説における階層の高度化と、企業の地位の相
対的上昇が相まって CRM が盛んにおこなわれる土壌が形成されているとしている。さらに
この節ではヴェブレン的社会消費欲求をも含めて「マズロー的社会欲求」と「ヴェブレン的
社会消費欲求」、そして「企業の相対的地位の向上」という三位一体となったこと（世良、
2002）が、CRM が消費者や社会にとって受け入れられる土壌になったのだと考えられる。 
 さらに世良（2002）は CRM がいかに消費者の社会的欲求の充足を行い、CRM が消費者
に受け入れられるようになったのかについて、アメリカン・エキスプレス社が行った
「Charge Against Hunger」という CRM プログラムを通して説明している。 
それによると、マズローの欲求段階の上位に位置するようになったことから、贅沢な消費
をすることに対する罪悪感が生ずる場合が想定でき、例えば効果なランチを食べたことに対
する罪悪感が生じたとする。その際には、アメリカン・エキスプレス・カードでそのランチ
の代金を決済することにより、「Charge Against Hunger」という CRM を通して、飢餓救
済運動へ寄付がなされる仕組みが組み込まれていることによって消費者はその罪悪感を払
しょくすることができるのである（Pringle and Thompson、1999。世良、2002）。つまり
言い換えればこの仕組みが組み込まれているアメリカン・エキスプレス・カードによって代
金を払うことによって、その消費者はマズロー的社会消費欲求が満たされることになるので
ある。さらにこの「Charge Against Hunger」という CRM プログラムが広く消費者の間で
周知されるようになると、このアメリカン・エキスプレス・カードを使用し CRM プログラ
ムに参加することが、自らが飢餓問題に関心があり、飢餓救済運動に対する意識が高いこと
をアピールすることができ、ヴェブレン的社会消費欲求をも充足することにつながるのであ
る。 
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第二節 CRMの類型 
 
第一項  ファンドレイジング型とプロモーション型 
 
 営利と非営利の結びつきを明らかにするために、高田（2006）ではコーズのための企業
活動の事例を①ファンドレイジング型と②プロモーション型の２つに分類している。企業が
「寄付つき商品」の条件を決める仕組みを「ファンドレイジング型 CRM」とし、企業がイ
ベントやキャンペーンの内容とその経費を決める仕組みを「プロモーション型 CRM」とし
ている。以下に高田（2006）による 2 つの CRM プログラムの類型をまとめる。 
 
 
 
①ファンドレイジング型 CRM 
 
 ファンドレイジング型の CRM は、「寄付つき商品」を販売する仕組みとして説明されて
おり、企業は消費者の購買判断が寄付に結び付いていることを宣伝し「寄付つき商品」が売
れるほど寄付金が集まり、商品の売り上げも伸びることを期待している。この仕組みは、商
品の選定や販売期間、寄付の割合などを企業が決定する。 
 
 
 
②プロモーション型 CRM 
 
 一方でプロモーション型の CRM とは、 
 企業がイベントやキャンペーンなどのプロモーションを通してコーズについての情報を
提供する仕組みをプロモーション型 CRM と呼ぶ。プロモーションの内容とその経費を企業
側が決定する仕組みにこの CRM の特徴を見出している。企業側の意向に添ってイベントや
キャンペーンのターゲットを絞り込むことで、特定の社会的課題（コーズ）へ興味を持ちに
くい層の人々に情報を提供する可能性が増し、訴求することが出来る。「寄付つき商品」に
関心を持たない人たちもその特定の社会的課題について周知することが出来る余地がある
ところにファンドレイジング型 CRM との違いがある。 
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図 2－9：２つの利益の結びつき 
 
出典：高田（2006）pp.145 
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第二項 CRMの３つのスタイル 
 
 谷本（2006）では CRM には３つのスタイルがあるとし、Varadarajan & Menon（1988）
における CRM の狭義の定義にあたる、CRM「プログラムに基づき、商品の売り上げに応
じて寄付をする」を１つめのスタイルとている。このように谷本（2006）では CRM を「社
会的問題の解決のために企業が持っているマーケティング力を活かし、売り上げやブランド
の向上も同時に目指す手法」と定義し、いわゆる啓蒙活動的な戦略であるボディショップや
WWF の事例をスタイルの②、③に位置づけ、広義の CRM の視点より整理づけている。 
 
 
 
表 2－10：CRM の３つのスタイル 
① 
コーズ・プログラムに基づき、商品の売り上げに応じて寄付する 
例）アメリカン・エキスプレスの自由の女神修復等のプログラム、エイボンの乳
がんキャンペーン、スターバックスのイチロー・スターバックスカード・キ
ャンペーンなど 
② 
商品の販売・広告を通して当該団体やその扱う社会的課題を知らせる 
例）ボディショップの人権キャンペーン、UCC の環境保護キャンペーン 
（NGO 認証）など 
③ 
NPO／NGO のロゴを商品につけ、その使用料を支払う 
例）WWF のパンダマークなど 
出典：谷本（2006）pp.218 に筆者一部修正 
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第三節 CRM事例 
 
 ここでは代表的な CRM プログラムや、近年行われ話題になった CRM プログラムの事例
を取り上げ、これまで挙げて来た CRM プログラムの仕組みや類型、企業にとっての意義な
どを踏まえ考察を加えて行く。 
 
 
第一項 個別企業の CRM 
 
ヴォルビックの“1 リッター・フォー・10 リッター（1ℓ for 10ℓ）” 
 
 現在日本において最も馴染みのある CRM プログラムがおそらくこのダノングループの
製品であるミネラルウォーター、ヴォルビック（Volvic）の「1 リッター・フォー・10 リッ
ター」である。2007 年からはじまり、毎年 8 月ごろからの夏の期間に実施され大量の CM
露出によって認知度は非常に高く、日本人にもなじみ深い CRM である。これは商品の売上
金額ではなく、売り上げ１ℓに対してアフリカに清潔な水 10ℓが生み出されるという消費者
にイメージしやすいスローガンのもと、ユニセフを通しアフリカのマリ共和国に清潔で安全
な水を生み出す井戸を設置、もしくはメンテナンスをする費用を寄付しようというものであ
る。それが 1ℓの販売量に対して現地で 10ℓに換算されるようにするというものであり、こ
れまでの支援（2013 年 9 月 30 日時点）において生み出される水の総量は 3,987,552,642ℓ
である。 
 この活動は狭義の CRM の定義であり谷本（2006）のいう３つのスタイルの一つである
「コーズ・プログラムに基づき、商品の売り上げに応じて寄付する」、また高田（2006）に
おけるファンドレイジング型 CRM の代表であるといえよう。またその商品・サービスの売
り上げごとに一定の金額というほどの金銭的透明性は数多ある CRM プログラムの中でベ
ストといえるものではないが、そのシンプルさや分かりやすさが 2007 年から安定的な支持
を得て成功へ結びついている要因であるとも考えられる。 
またこの活動はこの CRM プログラムの特設サイトにおいて詳細なレポートが公開され
ており、我々消費者もその活動の内容を知ることが出来る。この後出てくるアサヒビールや
ヤマト運輸同様、支援者である消費者に対してもアカウンタビリティを確実なものとするた
め自社のサイト上の比較的分かりやすい場所において情報を広く公開するやりかたは、以前
はあまりなかったものであり、今後ますます消費者の CRM プログラムへの関心が高まり、
また参加者が大きくなればなるほどこのような取り組みは CRM プログラムそのものに対
して大きな比重を占めるようになることが予想される。 
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エイボンの“乳がんにさよならキャンペーン（The Kiss Goodbye to Breast Cancer Global 
Campaign）” 
 
 エイボン・プロダクツ株式会社はアメリカに本社を置く化粧品会社である。エイボンは自
社の中心的なステイクホルダーである女性にターゲットを絞り、1993 年以降この乳がんの
問題に対して 2 億 5000 万ドルを寄付しており、「女性のための企業」という自社のミッシ
ョンを明確にしている。具体的には、コミュニティ社会へ対しては医療サービスを受けられ
ない女性への支援活動や、従業員にはこのキャンペーンへのボランティア活動を促し、消費
者に対しては乳がんキャンペーンの象徴であるピンクリボンの印を商品に付け、さらにその
売り上げの一部を寄付するといった多層的な取り組みを行っている（谷本、2006）。 
 エイボンは 2001 年からこのキャンペーンを主催し、乳がんによる死を減らす活動の功労
者の表彰や、さらに 1998 年からは乳がんの経験者やその家族や遺族や関心のある参加者が
集まるチャリティーウォークイベント“Avon walk for Breast Cancer（旧 Avon’s Breast 
Cancer 3-days walk）”を行っている。チャリティーウォークイベントでは参加者が 2 日間
をかけて 42.195 キロを歩く。このプロモーションは人々が目にする様々な媒体を通して行
われ、その情報はそれらの媒体を通してきめ細かく伝えられる（高田、2006）。 
 このようなエイボンの乳がんという社会的課題への取り組みは今やアメリカやイギリスの
みならず、世界 50 カ国以上への広がりを見せている。 
 日本のエイボンでもピンクリボンの名前を冠し様々な乳がんに関する啓発活動をしてお
り、近年でもピンクリボンコネクションツアーやピンクリボンスマイルウォークなどの活動
を日本の都市を回り定期的に行っている。 
 
 またエイボン・プロダクツの日本法人は 2005 年に韓国の俳優を起用し、その俳優のサイ
ン入りリップスティックを販売、商品の売り上げ１本 1,200 円ごとに 70 円の寄付をすると
いうものも発売された。それ以外にもエイボンはピンクリボンがデザインされたクマのぬい
ぐるみ、ピンどめ、コンパクト、ネクタイなどを発売しそれぞれの売り上げに応じて一定の
金額が寄付される商品の発売を行った。そしてそれぞれの寄付金はエイボン基金により管理
され、社会的課題の解決のための非営利活動に活用されている（高田、2006）。 
 
 上記の「乳がんにさよならキャンペーン」や「Avon walk for Breast Cancer」などの活
動は谷口（2006）の CRM の３つのスタイルのいうところの「商品の販売・広告を通じて
当該団体やその扱う社会的課題を知らせる」や高田（2006）のプロモーション型 CRM で
あり、社会貢献の側面から切り取れば主にその社会的課題の幅広い認知を目的としている
CRM プログラムといえる。 
 一方でリップ・クリームやピンクリボンのデザインを扱った商品の数々はまさに狭義の
CRM プログラムであり、谷本（2006）の「コーズ・プログラムに基づき、商品の売り上げ
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に応じて寄付する」ものであり高田（2006）のファンドレイジング型の CRM である。 
 このように単一の企業においてもそれぞれの目的やその時々の資源の活用法などにおい
ても CRM の取り組み方は多様な形へと変化することが可能である。またエイボンはボディ
ショップなどのような多様な社会的課題に対して発信するのではなく、一貫して「乳がん」
への CRM プログラムを展開してきた。このような場合において、常に新たな挑戦によって
消費者の関心を引き付け続けさせるという意味でも、このようなファンドレイジング型
CRM、プロモーション型 CRM の使い分けなど、多様な CRM プログラムの実施は効果的
であると考えられる。 
 
 
 
Yoplait yogurt の“ふたを集めて命を救おう（Save Lid to Save Live）” 
 
 Yoplait yogurt は期間中、ヨーグルトの上蓋にピンクリボンを印刷し、そのふたを Yoplait
あてに送付すると、1 枚につき 10 セント、またキャンペーンの寄付として最低でも 50 万
ドルが Susan 乳がん基金に寄付される。同社は 2004 年に 210 万ドルを寄付し、累計でお
よそ 1,400 万ドルの寄付金を集めて来た（高田、2006）。 
 
 
 
スターバックスコーヒージャパンの“イチロー・スターバックスカード” 
 
 これはスターバックスの店舗で使えるプリペイドカード 1 枚（1000 円）購入するごとに、
スターバックス、メジャーリーグ（MLB）、シアトル・マリナーズから子供を支援する資金
として４つの NPO に 200 円寄付される仕組みである。2005 年に約半年間展開されたこの
キャンペーンを通じてのカード発行枚数は 14 万枚を超え、約 2870 万円が寄付された。こ
の寄付先である４つの NPO は、団体の支援内容、活動期間、レポーティングシステム、ス
ターバックス社員の参加可能性、コーヒー生産国との関連性から選定されている。このケー
スはスターバックスの本社があるシアトルと日本の共通のヒーローである「イチロー」を引
き出し、「子供たちに夢を与えること」と「自社コーヒーを支えてくれているコミュニティ
に貢献すること」という 2 つのミッションを上手く結びつけた事例として CRM プログラム
の成功を収めている（谷本、2006）。 
この CRM プログラムもスターバックスカードを「寄付つき商品」として、売上額に応じて
一定の寄付を行うファンドレイジング型の CRM プログラムと言えるだろう。特にこの事例
において特筆すべき点は、1000 円の商品に対して寄付額を 200 円、つまり寄付率が 20％
とする非常にレートの高い寄付額となっている点である。このように高い寄付額の設定は消
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費者に対してインパクトがある一方もちろんコストが非常にかかる。しかしアメリカン・エ
キスプレスもカード発行ごとに 1 ドルというむしろ短期的にはマイナスな部分での寄付額
の設定同様、このスターバックスカードもプリペイドカードとして繰り返し利用可能なため、
企業側の長期的な視点も踏まえてこのプログラムを実行したものとみることが出来る。 
 
 
 
UCC 上島珈琲とレインフォレスト・アライアンス 
 
 UCC 上島珈琲（以下 UCC）は UCC が全国で販売するコーヒーについて「おいしいコー
ヒーを飲み続けるためには、お客様だけが安心・安全の価値を享受するのではなく、コーヒ
ーの生産者にも、労働環境や生活水準が保証され、また自然環境保護にも十分な配慮がなさ
れる、持続的な取引の仕組みが必要」との観点から、国際環境保護団体であるレインフォレ
スト・アライアンス（以下 RA）とパートナーシップを 2005 年に締結（取り組み自体は 2004
年から開始）し、RA が認証したことを証明するカエルのマークとこの RA の名称を自社の
製品にプリントしている。RA 認証農園産コーヒーは環境面・経済面・社会面での厳しい基
準をクリアした農園経営を実現する農家を支援するものであり、その認証に 10 の原則を掲
げている。 
 これは製品の仕組みを整え、企業が率先してその社会的課題に対して立ち向かっているこ
とや、それを目指す NGO・NPO の認証を通じて消費者に対して知らせていく活動であり、
また企業のイメージ向上など企業にとってのメリットを付加させたものである。谷口（2006）
の CRM の３つのスタイルのいうところの「商品の販売・広告を通じて当該団体やその扱う
社会的課題を知らせる」に当たり、また高田（2006）のプロモーション型 CRM とするこ
とが出来よう。 
認証された製品はコーヒー販売を通じてコーヒー生産地の自然環境保護と労働者環境保
全に貢献することを示しているである。しかし近年この RA 認証を取得する製品は増加して
おり、現在は単に認証を取得したことを示し差別化を図るだけではなく、消費者にその社会
的課題を分かりやすく説明し、パートナーとなる RA などの NPO／NGO のミッションや
活動の意義を層品・サービスの中にどれだけ組み込むことが出来るかが重要（谷本、2006）
となってきている。これは他の CRM プログラムにも言えることである。 
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図 2－11：レインフォレスト・アライアンス認証マーク 
 
出典：レインフォレスト・アライアンス 
（http://www.rainforest-alliance.org/ja 2013 年 12 月アクセス） 
 
 
 
ボディショップの“バリューズ” 
 
 イギリス発祥の化粧品メーカーであるボディショップは「バリューズ」と銘打ち、有名な
「化粧品の動物実験反対」運動や「人権尊重」、「環境保護」や「フェアトレード」など多く
の社会的課題に対してアクションを起こしている企業として有名である。 
 これらも人権に対しては MTV Europe Foundation と提携する（イギリスの場合）など、
それぞれのアクションに対して特定の提携先を設けている場合があるが、基本的には自社の
中でルール作りを行いそれに沿って行動するという形を取っている。 
 これも UCC と同じく「商品の販売・広告を通じて当該団体やその扱う社会的課題を知ら
せる」ものであるが、このボディショップの場合はその中でも社会的課題を知らせることに
重点を置いた CRM プログラムであるといえる。 
 
 
 
アサヒビールの“「うまい！を明日へ！」プロジェクト” 
 
 アサヒビールは 2009 年より「うまい！を明日へ！」プロジェクトと銘打ち、商品である
スーパードライ対象商品の売上１本につき 1 円が、全国 47 各都道府県の自然や環境、文化
財の保護や保全活動などの指定したプロジェクトに対して寄付されるというものである。そ
の期間ごとに上記の内容からテーマを決定し、第７弾では「環境保全」に対して寄付が行わ
れるとアナウンスされ実施されていた。半年ごとに期間を区切り 2013 年 12 月現在で第７
弾まで実施し、累計寄付金額は 21 億 9,863 万 3,683 円となっている。 
 ヤマト運輸の“東日本大震災 生活・産業基盤復興再生募金”同様、企業の HP で助成先
の詳細な内訳が公開されており、ステイクホルダーへのアカウンタビリティに非常に配慮し
た形の新しい世代の CRM プログラムとなっている。 
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ヤマトホールディングスの“東日本大震災 生活・産業基盤復興再生募金” 
 
 これは東日本大震災が起こった 2011 年にヤマト運輸が行ったものであり、震災直後の 4
月 7 日にキャンペーンが開始された。この CRM プログラムは「宅急便 1 個につき 10 円の
寄付」を寄付条件として掲げており、翌年の 2012 年 6 月 30 日を持って募金および助成事
業の募集を締め切っているが、最終的な寄付総額は 142 億 8,448 万 751 円となり、そのう
ち 142 億 6,600 万円を 31 の助成事業に対して助成を行っている。震災から間もない時期の
早急な取り組みが支持され、ヤマト運輸はこのプログラムによってここ数年間、12 億中ご
ろで推移していた宅急便取扱量を、震災後の特需傾向もあるため単純には比較できないが
10％程度伸ばすことに成功している。 
 この活動もアサヒビールの「うまい！を明日へ！プロジェクト」同様特設サイトにおける
詳細な活動内容のレポートを誰もが読むことができ、第 1 次助成から第 5 次助成までその
活動内容を知ることが出来る。 
 
 
 
第二項 組織・共同体としての取り組み 
 
プロダクト(RED) 
 
世界各国で商品を展開する消費財メーカーが、PRODUCT（RED）という共通のブラン
ドの商品を開発・販売し、その収益の一部を世界エイズ・結核・マラリア対策基金（世界基
金）に寄付することによって、アフリカのエイズ・プログラム支援に充てる寄付の仕組みで
あり、これまでに約 1 億 8000 万ドル（2011 年 12 月現在）の寄付を行っている。一つのコ
ーズに対して複数の企業が連携して活動を行う形はピンクリボン運動とも通じるものがあ
る。CRM プログラムの内容や寄付の条件付けなどは企業や製品により様々であるが、あま
り社会貢献活動を公に行わないアメリカのコンピュータメーカーであるアップル社が参加
したことで一気に活動の知名度が上昇した。 
これまでの主な参加企業は以下の通りである。 
 
 
 
 
51 
 
・ペンフォールズ 
・ペンギン・クラシックス 
・ナイキ 
・バガブー 
・スターバックス 
・デル 
・ホールマーク 
・アップル 
・エンポリオ アルマーニ 
・Gap 
・コンバース 
・アメリカン・エキスプレス 
 
 
またコトラーら（2004）はその本の中で扱った事例を表にまとめている。以下の表は企
業の目的とその支援したコーズの関係を考慮する上で非常に参考になるものである。それぞ
れの企業ドメインにおいて、CRM プログラムの企業の目的がどのように選択されているの
か、例えばフェデックスは CRM プログラムにより従業員の満足度を高めることで企業とし
てのパフォーマンスの向上を期待していることが分かるし、またヒューレッド・パッカード
は CRM プログラムにより IT インフラの援助を行いながら将来の市場に成りうる場所での
イメージの向上を狙っていることがうかがい知れる。 
 
 
 
 
表 2－12：Ktler and Lee（2004）によるコーズに関する企業のボランティア活動の事例 
会社 企業の目的 支援したコーズ 活動例 支援の例 
フォード・モー
ター 
コミュニティ
の中で真の関
係を構築する 
手ごろな価格の
家 
ハビタット・フォ
ーヒューマニテ
ィに参加し家を
建てる 
取り組みの仕組
みを作り従業員
を表彰する 
ヒューレッド・
パッカード 
ビジネスのゴ
ールに向けて 
世界中が技術に
アクセス 
インドの田舎を
含む行政サービ
スがいきわたら
ないコミュニテ
ィで働く 
ある機関これら
の地域に従業員
を配置する 
フェデックス 従業員満足と 
モチベーショ
ン 
ユナイテッド・
ウェイのキャン
ペーンや全米セ
ーフ・キッズ・
キャンペーンや
米国赤十字 
ユナイテッド・ウ
ェイの福祉活動
の 日 （ Day of 
Caring）というイ
ベントに参加す
る 
福 祉 活 動 の 日
（ Day of 
Caring）に参加す
るとき仕事を休
ませる 
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ファニー・メイ
財団 
従業員のボラ
ンティア支援
とモチベーシ
ョン 
持ち家を持つ機
会の提供に 
財団の「ホームレ
スを救う」プログ
ラムに参加する 
1対 1のマッチン
グ・プログラムや
有給休暇プログ
ラム 
シェル 企業イメージ
の向上 
環境保護 海岸地域の雑草
やごみの除去と
水鳥の研究 
活動の仕組みを
作り従業員を傘
下させる特別な
プログラムに参
加する資金を作
る 
AT&T ワイヤレ
ス 
製品やサービ
スを知っても
らう機会の創
出 
赤十字と従業員
によって選ばれ
たその他のチャ
リティ 
特別なコミュニ
ティ・グループに
対するボランテ
ィア・チーム 
従業員がボラン
ティアをする 
チャリティに寄
付を与える 
ティンバーラン
ド 
ステイクホル
ダーとの関係
を強化するた
め 
地域コミュニテ
ィ組織 
インパクトの大
きいコミュニテ
ィ・サービス・イ
ベントに参加す
る 
年間最高 40 時間
の コ ミ ュ ニ テ
ィ・サービスに参
加するための有
給休暇を与える 
IBM 従業員と地域
社会とのコミ
ュニティの創
出 
若い学生の指導
者になる 
IBM のボランテ
ィアの従業員に
よって、学生に対
し 1対 1の指導を
する 
安全なオンライ
ンでの指導を支
援するソフトウ
ェアの提供 
リーバイストラ
ウス 
従業員自身の
健康を守るた
め 
HIV／エイズ 食糧配達プログ
ラムと通常以上
の福祉サービス、
教育のボランテ
ィアをする。 
あまねく会社と
従業員を引きこ
む 
出典：Kotler and Lee（2006）に筆者修正 
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第四節 課題とマネジメント 
 
第一項 CRMプログラムにおける課題 
 
 これまで本研究では CRM には企業、NGO／NPO、そして消費者という３つの中心的な
ステイクホルダーを代表的なものとして、その全体における利益やメリットを整理してきた
が、もちろんその活動には批判的な意見もある。例えば、CRM は社会的なニーズというよ
りも、企業が新しい顧客を引き付けるための一つのマーケティング戦略にすぎないのではな
いのか（谷本 2006）、というものである。つまり消費者がもつ社会的課題の解決に対する
ニーズやウォンツは自発的なものではなく企業のマーケティング戦略によって生み出され
たものである。ということである。 
実際企業は自社のイメージを高めるような社会的課題には関心をもって取り組んでも、本
当に社会的にアピールしなければならなくてもそれが地味な社会的課題にはあまり関与し
ない傾向があることは否めない。パートナーとなる NGO／NPO 側は注意しなければ企業
のイメージの向上に利用されるだけで、逆に企業と組んだことで最悪そのイメージを損ねて
しまう可能性があるのである。 
 そして潜在的課題として Kotler and Lee（2004）が指摘するのは、他の社会的取り組み
と比較してプロモーション費用を増やしたり、慈善パートナーと行うキャンペーンでの計画
や調整で必要とされるスタッフの労働時間を延長したりという潜在する法的リスクや、また
マーケティング・リスクへの注意を高める必要があるとしている。またそれぞれの参加者が
CRM プログラムに思い入れを持ちシナリオを作り上げる必要があるとしている。そのうえ
で理想的なシナリオとは、慈善パートナーが季語湯側に多数の追従者を持ち、対象となる製
品とコーズの相性がよく、さらに企業のコーズに取り組む意図が分かりやすい場合だとして
いる。特に 1 回の取引での寄付額が小さい時には、参加水準（製品がどれだけ売れるか、
どれだけ多くの消費者がどれだけ賛同してくれるか）でその CRM プログラムの成功が左右
される事を自覚する必要があるのである。以上のようなことを踏まえ、プロモーション活動
やマーケティング資源などの正式なマーケティング・プランの策定をしていかなければなら
ない。 
 
 さらにコトラーらは CRM プログラム実施における、プログラムのマネジメントにおける
潜在的な課題として、 
 
・企業と慈善団体の間で複雑な契約書が必要であり、他の取り組みの契約と比べ時間
と注意が必要となる。 
・法的な規則と開示されるべき内容について調べ、遵守しなければならない。 
・消費者のコミットメントを測定するトラッキングシステムの構築。 
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・一件当たりの寄付額が少額なので、企業はプロモーション投資を必要とする。 
・アカウンタビリティとジレンマ。 
・当該ブランドが関わっている慈善活動と消費者感情の不一致による不買の可能性。 
・お互いの不一致の可能性。 
などを挙げている。 
 
 
 
表 2－13：CRM の持つ潜在的な広告効果に対する懸念 
・コーポレート・フィランソロピーに与える影響 
慈善寄付への会社の決定はマーケティングの持つポテンシャルに基づき厳正に決定
されるべきである。でなければ、その企業の持つ伝統的なコーポレート・フィランソ
ロピーの重要な要素が失われてしまう。 
CRM 活動は主に、一般的であり、リスクがなく、視認性の高いコーズをターゲット
にするが、一方でそうでないコーズに財政的サポートをしなければそれらをむしろ日
陰に追いやる。 
・使命（the mission）や非営利組織（NPO）に与える影響 
ボランティア組織は、財政的利益への誘惑により、企業の要望や要求を満たすため自
身のプログラムの目的を変更してしまう。 
・国民のコーズに対する認識や態度へ与える影響 
フィランソロピーに対する一般の認識は明確ではなく、CRM は一般的な認識を曇ら
せる要因にもなりえる。 
慈善団体やボランティア団体の商業化は、従来の支持者により何年もかけて構築され
てきたそれらの団体の魅力を危険にさらす可能性がある。 
・消費者の慈善事業への寄付活動へ与える影響 
一部の消費者は CRM プログラムの個別の影響は分からず、自らは慈善活動を履行し
ていると満足感を感じるかもしれないが、その他の人はプログラム全体に気づかない
かもしれない。 
CRM は「無痛の寄付（painless giving）」の概念を促進させるかもしれませんが、寄
付ではなく購買をする消費者は供与者（ドナー）ではない。 
出典：Varadajaran and Menon（1988）Table 3 を元に筆者抜粋 
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第二項 アカウンタビリティ 
 
 CRM はその一定の売り上げに対して一定額の寄付を行うという特色づけをおこなった
ことによって消費者に対して訴求を行っているため、特に昨今では CRM の透明性は非常に
重要なファクターとなっている。つまり消費者の側からすると、当該商品を購買することが
同時に、当該寄付対象に対してある額の寄付を能動的に行っていることと同義と考えるから
である。 
 企業はこのような消費者などのステイクホルダーに対して、財務データの信頼性を高める
と同時に、社会・環境に関わる非財務データについても、透明性を高め、積極的に情報の開
示と伝達をしなければならないのである（谷本 2006）。 
 この点に対して日本ではヤマト運輸の行った「東日本大震災 生活・産業基盤復興再生募
金」やアサヒビールの行った「うまい！を明日へ！プロジェクト」などでは、消費者などの
ステイクホルダーに対してその透明性を確保するため、自社のサイト上で特設サイトを設置
し詳細な情報開示に努めている。これまでも自社のサイト上において特設のサイトを設置し
ている例は少なくはないが、その多くはプロモーション要素の強いサイト作りになっており、
主な情報としては集まった寄付金の総額と実際に行われた活動の簡単なレポートにとどま
るものが多かった。それらは決して信頼性と透明性の高いものではなかったが、上記の２社
については詳細なレポート形式での情報開示を行っており、この分野においては先駆的と言
ってよいだろう。考えれば当たり前のことではあるが、この様なステイクホルダーの目線に
立った取り組みがこれまではなされていなかった現状を浮き彫りにするとともに、今後はこ
のようなきめ細やかな情報開示が CRM プログラムを実施する企業に当然に求められるも
のとなることも示している。 
 
 また日本では企業の株主に対する責任が米英ほど重きを置かれてはいないが、特にアメリ
カでは「企業は株主のものである」という意識が定着している。世良（1998）では、その
ためアメリカでは社会貢献事業が増えるにつれ、単純寄付であるフィランソロピーは株主の
利益に反しているのではないかという訴訟があった。日本でも企業の国際化に伴い同様の訴
訟が起こる可能性が高まっており、また日本企業特有の閉鎖性への批判によってアカウンタ
ビリティを考慮した経営を行う必要性も高まっている。例えばソフトバンクの孫正義社長の
「株主に配当金を支払うのも、社会貢献に資金を拠出するのも、会社の株主資本を減らすと
いう意味では同じこと。いずれも株主総会に是非を問うべき問題である」（日経新聞 1997
年 7 月 10 日）という発言にもあるように日本でも株主の利益を重視する企業が増えてきて
いる。 
また市川（1992）では「一般的にメセナとか、フィランソロピーというものは匿名性、
非公開性でやるということが望ましいというふうにされているわけです。それをやったとい
うことをあまり表に出すと、宣伝になります。ですからできるだけ、匿名、公開しないで貢
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献をしていく。反面、企業の公開性という原則がある。」とし、企業の「社会貢献の匿名性
の美徳」と「企業のステイクホルダーに対する公開性」の両立の難しさを問題提起している。 
これに対して世良（1998）は CRM の持つそれぞれの問題に対するメリットとして、CRM
はマーケティング戦略として売り上げの増加を目的としているため、株主からの批判を浴び
ることなく社会貢献を行うことが出来るため、株主へのアカウンタビリティと社会貢献を両
立させることが出来るのが CRM である。また「社会貢献の匿名性」と「企業の公開性」に
対する問題へも、企業名を前面に出して行う CRM を用いればフィランソロピーとして社会
貢献を行う時のように批判を浴びることなく、社会貢献を行うことが出来るとしている。 
 しかし先のアサヒビールの「うまい！を明日へ！プロジェクト」やヤマト運輸の「東日
本大震災 生活・産業基盤復興再生募金」のように既存の製品・サービスに対して CRM プ
ログラムを展開する場合ではその CRM の寄付分を商品の価格に上乗せしている訳ではな
く、特にヤマト運輸の事例では震災直後にスピーディな決断によって非常に大きな CRM プ
ログラムとしてのインパクトを残した半面、その寄付額の大きさ（宅急便 1個につき 10円）
の大きさから、CRM プログラム実施後に株主への説明責任の必要性や承認の必要性の問題
が浮かび上がってきた。ヤマト運輸はこの問題に対して特設サイト上で詳細なレポートを公
開し実際にサービスを利用した消費者に対しての説明を果たそうとしている。またこの震災
では日本の多くの人々がその悲惨な現状を知るにつれ、そのヤマト運輸のスピーディな英断
に対してあまり批判的な意見は起こらなかったが、しかし株主に対する責任は、今回のよう
な早急な対応が求められる CRM プログラムの場合では後手に回ることが予想されるため、
改めてその有効性や寄付条件の基準などを社内で確認しあらかじめ株主に対して説明をし
ていく必要が求められるだろう。 
また市川（1992）にあるように社会貢献に対する匿名性は特に日本において議論に上が
ることが多い問題である。日本では特に良きことに対して公に自慢するものではないという
風潮から企業の社会貢献活動に対して株主などへの必要最低限の公開のみに行われていた。
その延長で世良（1998）の立場とは反対に CRM プログラムそれ自体が社会貢献活動と企
業の利益を直接結びつけるものであり反発を受ける可能性もある。しかし企業やそのパート
ナーとなる NPO／NGO それぞれのメリットが明らかにされ、また市場や社会の成熟に伴
って消費者の理解が進んできている現状を鑑みると、この問題は次第に議題には上がらなく
なるだろうと考える。 
例えば、世良（1998）では、企業が「徳」と「利」のバランスを取りやすくするために
も、英米のように堂々と「利」を求める CRM という概念を定着する必要があるとしている。
それによって日本企業が社会貢献活動を行う場合において、「徳」を担うフィランソロピー
やメセナと、「利」を担う CRM という双方向からのアプローチが可能となり、「徳」と「利」
のバランスを取ることができるようになるのである。 
そのためにも、企業が積極的に CRM プログラムを活用しながら、企業の公開性を維持し
消費者などの当該プログラムのステイクホルダーに対して情報の発信が重要になるのであ
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る。 
 
 
 
第三項 マネジメント 
 
 では実際に企業と NGO／NPO がパートナーとなり、企業にとってはそのイメージ向上
やブランド・ポジショニングの強化、また NGO／NPO にとっては安定的な資金の確保や
その組織の認知度向上など、それぞれの目的を最適化・最大化するためにはどうすればよい
のだろうか。 
 谷本（2006）ではそのマネジメント上のポイントと、流れとしての CRM プログラムの
開発の仕方を以下のように説明している。 
 
 
表 2－14：CRM マネジメント上のポイント 
①コーズの設定 
どういったテーマに取り組めるのか、ローカルあるいはグローバルなコミュニティや時
代が求めている社会的課題を知ることが第一歩である。 
②企業のミッションや特性とコーズの合致 
コーズ・プログラムが企業の“パーソナリティ”と合致する形で組み立てられると、そ
のメッセージはわかりやすく、消費者からの支持も得られやすくなる。 
③企画構想力 
消費者からみてシンプルでわかりやすい仕組みをつくること。それができれば、厳しく
思い課題も人々が理解しやすく、かかわりやすくなる。 
④社内での連携 
社会貢献部やマーケティング部のみならず、開発、流通、広報など、CRM のプログラ
ムに関連する社内での連携体制を作ること。CRM の意義を社内に浸透させ、支持を広
げていくことが大切である。 
⑤パートナーとの対等性 
パートナーとなる NPO／NGO のミッションを理解したうえで、対等なコラボレーショ
ン関係を作ること。一方的な寄付の贈与という関係ではなく、共に社会的な課題に関わ
っていく対等な契約関係を結ぶこと。 
⑥アカウンタビリティ 
活動の成果も公表する。寄付を行う場合は、資金の流れをステイクホルダーに明確にす
ること。 
出典：谷本（2006）を参考に筆者作成 
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CRM の経営的側面 
 CRM の初期における研究として Varadarajan & Menon（1988）のものがよく引用され
ており、その後の様々な研究においてここでの整理がベースとなり研究が進められている。
本稿では CRM をコーポレート・フィランソロピーから発展したマーケティング戦略とし、
①コーポレート・フィランソロピーの発展と CRM の起こり、②CRM の定義と CRM の性
質と範囲における誤解の所在の明確化、③管理的側面（managerial）と社会的側面におけ
る詳細な議論の提起、そして④将来研究における方向性の提案を行っている。 
 その中で CRM の管理的側面として企業／コーズそれぞれにおける意義からプログラム
の評価まで 10 項目にわたり細かく示されており、表 2－15 のようにまとめられている。 
 また CRM はセールス・プロモーションと並行して行われることが多いため、過去のコ
カ・コーラやハインツ、ナビスコなどの事例を挙げ、それらが CRM、セールス・プロモー
ションそれぞれの要素を持ち、CRM 足りえるのか、ただのセールス・プロモーションであ
るのか、またはそのいずれでもないのかなど、実際の事例を挙げて CRM 理解の礎を作って
いる。 
 
 
 
 
 
 
表 2－15：CRM の経営的側面 
企業に関する目的 ・企業／ブランドイメージの向上 
・販売促進（利益の向上） 
コーズに関する目的 ・消費者の購買行動につながるコーズへの貢献を促進する 
・コーズへの直接な貢献を促す 
近接度 
（Proximity） 
・企業とコーズそれぞれの独立を保つ関係 
・企業とコーズの密接な相互作用 
プログラム実施期間 ・長期 
・中長期 
・短期 
プログラムに参加する
団体の数 
・一つのブランドに一つのコーズ 
・一つのブランドに複数のコーズ 
・複数のブランド（同一企業内）に同一のコーズ 
・複数のブランド（同一企業内）に複数のコーズ 
・複数のブランド（複数企業間）に同一のコーズ 
・複数のブランド（複数企業間）に複数のコーズ 
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企業とコーズの提携レ
ベル 
・組織レベル 
・プロダクト・ラインと製品区分（divisional）レベル 
・ブランドレベル 
支援先コーズの特性 ・提携する企業の製品イメージと一致する 
・提携する企業の製品の特性と一致する 
・企業のターゲットとするマーケット人口特性（demographics）
と一致する 
プログラムを実施する
地域の範囲とコーズの
地域性 
・プログラムが全国的か、特定地域的か、ローカル的か 
・コーズが全国的か、特定地域的か、ローカル的か 
プログラムの本質 ・戦略的ツール（Strategic tool） 
・準戦略的ツール（Quasi-strategic tool） 
・戦術的ツール（tactical tool） 
評価 ・プログラムの実施前 
支援先コーズと企業の一致性 
  プログラムの提案 
・プログラムの実施後 
  プログラムの効果 
  コーズへの影響 
出典：Varadarajan & Menon（1988）,Table 2,を元に筆者が加筆修正 
 
 
 
 CRM の種類 
 
 世良（1998）では上記の Varadarajan and Menon（1988）の分類を元に CRM の種類を
整理している。以下に、その内容を参考に CRM の種類についてまとめる。 
 
（１）期間による分類 
 CRM プログラムはその期間の長短により分類することが出来る。社会運動の性質上その
運動の成果が表れるためには長期的な視野と時間が必要になる場合が多く、両者を比較した
場合には、長期の CRM プログラムが有効であるとされている。しかし企業の戦略の策定上
長期の CRM プログラムの策定・実施が難しい場合も想定され、短期の CRM キャンペーン
を行わざるを得ないこともある。そのような短期的な CRM プログラムの場合においては、
社会的課題の選択を行う際に社会の根本にあるような複雑な問題を解決するには時間が足
りないので、アメリカン・エキスプレスの自由の女神修繕プログラムのような短期間に完結
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し効果を発揮出来る社会的課題との連携が望ましく、効果を期待することが可能となる。 
 
（２）CRM への参加形態による分類 
 CRM プログラムへの参加形態より以下のように分類することが出来る。 
 
①企業内における参加形態による分類 
企業内における参加形態により、1．全社レベルで CRM キャンペーンに参加する場合、
2．部署レベルで参加する場合、3．商品・ブランドレベルで参加する場合の３通りの参加
形態が想定される。 
 
②参加企業数による分類 
参加企業数により、1 社で参加する場合と、2 社以上で参加する場合とが想定される。 
 
③参加非営利団体数による分類 
CRM プログラムに参加する NPO／NGO が、ひとつの CRM キャンペーンで複数の
NPO／NGOと連携する場合と、ひとつのCRMキャンペーンに対して単独のNPO／NGO
との連携をする場合とが想定される。 
 
（３）地域による分類 
CRM は地域限定で行うものと、全国的に行うものとに分けることができる。CRM の起
源として取り上げられるアメリカン・エキスプレスの 1981 年のサンフランシスコ地区の芸
術を振興している NPOに対する寄付活動を行った CRMプログラムはサンフランシスコ地
区限定の CRM キャンペーンであったが、1983 年に行われた自由の女神修繕プログラムは
アメリカ全土にわたる大規模な CRM プログラムであった。 
 さらに Ross et al.（1992）によると地域限定の CRM キャンペーン、そして全国規模の
CRM キャンペーンを比較した場合、僅かな差ではあるが地域限定の CRM 広告の方が全国
規模の CRM 広告と比べてより好意的な結果を引き出すことが可能であるとしている。 
 最近日本でも全国規模の CRM プログラムが実際に実施されているが、その内容としては、
全国規模で集まった寄付金をそれぞれの地域に分配し、例えば各都道府県レベルでの寄付活
動を行っている事例がある。このように全国規模で CRM キャンペーンを実行しインパクト
を強め、活動としては地域レベルで行うことによって消費者やステイクホルダーの好意的な
態度を引き出すことがトレンドとなりつつある。 
 
（４）社会改善運動の内容による分類 
 Fishman（1988）では企業の金銭的な社会貢献先の順位を発表しており、それによると
上から順に、「教育関係（42.9％）」、「健康サービス関係（28％）」、「地域社会活動（13.2％）」、
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「文化・芸術関係（11.9％）」、そして「その他（4％）」となっている。これは現在において
も企業の行う CRM プログラムの提携先として多く当てはまるものであるように見受けら
れる。そして企業が提携先の社会的課題の解決のための運動先（パートナー）を選択する際
に注意すべき点として、Henricks（1991）は企業イメージと合致したものを選ぶべきだと
し、提携するパートナーが企業のイメージとかけ離れてしまっていると、企業と NPO／
NGO 両社ともに当初の目的を達成できないとしている。このコーズの選択については次項
において詳述する。 
 
 
 
CRM の開発 
 
最初の計画の段階においては現実にどのような社会的課題があるのかを知り、そのうえで
自社の企業理念やミッションと、その解決すべきである社会的課題（コーズ）がどのように
関連することが出来るのかというところから始まる。さらにその段階において自社の持つ資
源やプログラムにかかわる関係部署の連携をどこまで達成することが出来るかの測定が必
要となる。 
 その上で企業と NGO／NPO はどのようなパートナー関係を構築するべきなのか。パー
トナーの選択やコーズの選択については次項において詳述する。 
 さらに最後に評価とディスクロージャーであるが、Kotler and Lee（2004）によるとマ
ーケティングの施策や企業への財務的な投資を継続的に評価することに関しては古くから
データ蓄積があるものの、全社的な社会的取り組みの ROI を科学的に測定する仕組みは未
だ十分とはいえず、マーケティングの専門家や当該領域の研究社達も評価の大変さを認めて
いる。 
 そしてコトラーらは最終的に活動を評価するための補助として、最低限決定行うべき点を
以下のように挙げている。 
 
■活動を評価するためのポイント 
・活動評価の目的を決定する 
・資源から得られるアウトプットを測定し、報告をする。 
・取り組みが企業に与えるアウトカムを測定し、報告をする。 
・取り組みがコーズに与えるアウトカムを測定し、報告をする。 
・支援している社会的問題の状態を監視する。 
・測定と報告を行うために適切な資源配分をする。 
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さらにその社会的課題の解決へ向けた取り組みに対して、特に消費者から集まった資金を
実際にどのような流れで使用したのかなどのアカウンタビリティについては、前項において
論じたとおり、近年では非常に重要なファクターとなっており、企業はこれを慎重に扱わな
ければならない。 
 
図 2－16：CRM の開発 
出典：谷口（2006）pp.223 
 
 
 
さらに世良（2002）の研究では CRM に対する評価に影響を与える要因をまとめ上げて
いる。まず第１に「CRM キャンペーンは長期間に及ぶことが望ましい」ということである。
それは長期的な視点において社会的課題の解決に注力出来るということだけではなく、長期
的な CRM プログラムは顧客のロイヤルティの構築、従業員のプライドの改善、ブランド・
イメージの増強に寄与するためである。第２に「支援先の正当性と支援先への関与度は共に
重要な役割を果たす」ということである。Barone et al.（2000）の調査によると、同室の
製品の場合、そして製品パフォーマンスが異なる場合において、ともに支援動機の正当性が
高いと判断すればするほど、CRM を行っている製品が選択される確率が高まる結果が出て
いる。さらに Lafferty（1996）の調査では「CRM 支援先の自分にとっての重要度」、同時
に「支援先の自分にとっての重要度」は、消費者の「製品態度」及び「購入意思」に対して
影響を与えるという結果を導き出している。さらにその延長として、CRM 広告において、
消費者の関与度の低い支援先であれば分白支援先を明記しない方がよいということも明ら
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かにされている（Webb and Mohr 1998： Webb 1999：世良 2002）。その他にも Dahl and 
Lavack（1995）、Ellen, Mohr and Webb（1996）、Fiske（1997）の研究結果をまとめ「寄
付形態としては、少額寄付よりは高額寄付、現金よりはモノによる寄付の方が有効である」
としたり、消費者のデモグラフィックな要因による反応の変化を挙げている。以下にそれら
の CRM に対する評価に影響を与える要因をまとめる。 
 
・CRM キャンペーンは長期間に及ぶことが望ましい。 
・「支援動機の正当性」と「支援先への関与度」は共に重要な役割を果たす。 
・CRM の支援先は地域限定的な支援先の方が、全国的に展開している支援先よりも有
効である。 
・CRM は実用品より娯楽品、男性より女性、子どもがいない人よりはいる人でより有
効である。 
・「支援先の人気度」は直接的には影響は無いが、間接的には消費者の関与度の向上を
通して、態度変化をもたらす。 
・「企業のコアビジネス」と「支援先 NPO のミッション」との適合度は高い方が有効
である。 
・寄付形態としては、少額寄付よりは高額寄付、現金よりはモノによる寄付の方が有
効である。 
出典：世良（2002）pp.67 
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第四項 コーズの選択 
 
 コーズを選択する際には、もちろんのことであるが自社の事業領域（対象製品・サービス）
と関連性の高い社会的課題の解決を目標とすることが非常に重要である。世界には貧困から
教育、または地域コミュニティの抱える問題や医療に関わるものまで非常に多くの解決する
べき社会的な課題が存在する。自社が取り組む社会・環境問題を決めることは企業理念を決
めることでもあり、既に企業の理念やミッションを掲げている場合はその内容と祖語の無い
ように選定しなければならない。なぜならそれは自社の CSR 経営や社会貢献活動にとって
の基本スタンスとなるものであるからである（長坂、2010）。 
 その企業の理念に応じて「コーズ」は決定される。同時に消費者もその企業の事業性とコ
ーズの関連性を見出す。つまりそれによって企業は、自社が取り組むことの妥当性を通して
消費者からその真剣さや信頼度を測定するのである。 
 例えば事例において紹介したように、上島珈琲におけるレインフォレスト・アライアンス
との提携は、それによって自社の製品のクオリティを将来の長きにわたって確保したいとい
う思いと、その為にはコーヒー豆が生産される現場における自然環境の保護や生産者の労働
環境の保護が必要とされるためである。また王子ネピアは途上国に清潔なトイレを提供する
ことによって衛生環境の改善を行うことをコーズとし、その自社の事業内容との関連性から
取り組みへの信頼感を一層強固なものにしている。 
 CRM プログラムは、消費者の購買量に応じて一定の寄付額が確保されるという条件によ
り、コーズへの賛同による製品の購買がそのまま売上に直結するためマーケティング活動で
あるとされるが、単純に広く認知されているコーズである、または社会の関心が高いコーズ
であるから多少多く寄付額として製品価格に上乗せしてもよいだろうといった打算的なコ
ーズの選択では消費者の賛同は得られない。消費者が熱心に取り組んでくれるかどうか、ま
た消費者に分かりやすいかどうか、さらには企業のコアビジネスとコーズの間に違和感はな
いかどうかと行ったことを企業は検討しなければならない。 
 ちなみに、Kotler and Lee（2004）企業の取り組みとして支援されている社会的なコー
ズには次のようなものを挙げている。 
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表 2－17：企業が行う CRM の分類 
（１）地域社会の健康： 
エイズの撲滅、乳がんの早期発見、時宜を得た予防接種 
（２）安全： 
飲酒運転撲滅のための指定ドライバー・プログラム、犯罪防止、自動車安全
装置の使用促進 
（３）教育： 
識字教育、学校でのコンピュータ教育、教育に関する特殊ニーズ 
（４）雇用： 
職業訓練、雇用慣行の問題、工場の立地 
（５）環境： 
リサイクル、有害化学物質の廃絶、過剰包装の抑制 
（６）地域社会と経済発展： 
低利子住宅ローン 
（７）その他、人間の基本的生活や欲求： 
飢餓、ホームレス、動物の権利、平等な選挙権、差別廃止に向けた試み 
出典：Kotler and Lee（2004）、邦訳 pp.5 を元に筆者作成 
 
 
 
長坂（2010）によると、CRM における成功事例の多くは、当該企業の本業であるコアビ
ジネスから発想した CRM プログラムであるとし、そのような取り組みが、消費者に対して
も基本的に説得性を持っているとしている。つまり当該企業がなぜこの社会的課題について
取り組むのか、企業とコーズとの関連性と、その分かりやすさは CRM キャンペーンの成功
に非常に強い相関を与えていることが伺える。そのような点において、先に指摘したように
企業のもつ理念やミッション、そしてコアビジネスとどれだけ強い関連性を持たせ CRM プ
ログラムを策定し構築していくかが非常に大きな意味を持つのである。 
また曖昧な社会的課題の選択は消費者に企業が利益目的で NGO／NPO を利用している
のではないかと疑念を持たれる恐れがある。長坂（2010）は過度に大げさに行われたり、
販売数の増加が起こっているのにも関わらず寄付額が過少であったりすること、消費者にと
って疑念の種となるとしている。もしこのようなことが起こると、製品のブランド・イメー
ジのみならず企業のイメージにも影響を及ぼしかねない。その点で、コーズの選択とともに
寄付額の情報提供も重要な意味合いを持つのである。 
 
Kotler and Lee（2004）では社会的課題の選択において、社会的課題における優先順位
の把握や、最初の意思決定がその後の CRM プログラムや成果に非常に大きなインパクトを
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及ぼすとし、最初のステップとして社会的課題の選択の難しさを挙げる。 
また社会的課題が決定されると、その課題解決に向けた取り組みへの支援を決定しなけれ
ばならない。コトラーらは企業が取り組むことが出来る支援の形態として「コーズ・プロモ
ーション」「コーズ・リレーテッド・マーケティング」「ソーシャル・マーケティグ」「コー
ポレート・フィランソロピー（社会貢献活動）」「地域ボランティア」「社会的責任に基づく
事業の実践」の６つに分類し、企業はその中から取り組むべき形態を選択するとしている。
これは CRM プログラムにおいてもどのような枠組みを用いてプログラムを策定していく
かにおいて重要であるため同時に紹介する。 
その選定の際に留意すべき点と、その課題解決のための取り組みをどのようにして選択す
るべきかを以下の図にまとめた。 
 
表 2－18：社会的課題の選択 
社会的課題の選択において考慮すべき点 
・その社会的課題への取り組みは、ビジネスの目標達成にプラスとなるのか。 
・その取り組み課題は、どれだけ大きな社会問題なのか 
・政府やその他の団体がその社会的課題に取り組んでいないか。 
・株主はその課題への取り組みをどう思うのか。 
・その取り組みは、従業員を感動させられるものなのか。 
・同じ課題に関与している第三者が我々に対して資金提供を求めてくる、または困らせ
ようなことにならないか。 
・その社会的課題への取り組みが裏目に出たり、スキャンダルに発展したりしないか。 
・競合する第三者が関与いていたり、すでに取り組んでいたりしないか。 
出典：Kotler and Lee（2004）、邦訳 pp.23 を元に筆者作成 
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表 2－19：課題解決のための取り組みの選択 
課題解決のための取り組みの選択において考慮すべき点 
・本業を混乱させることなく、どうやって進められるのか。 
・その取り組みを通して、どうやって企業の知名度を高められるのか 
・このプロモーション策は本当に機能するのか。どんな人たちがその課題に関心を持っ
ているのか 
・売上連動型の寄付を打ち出した場合に、しかし寄付総額として結果的に小学しか集ま
らずそれのみの資金提供になった場合、世間ではこの問題はどのように映るだろう
か。 
・実際にその取り組みのために当てられる売上金額がとても小さい場合、それを知った
消費者はどのような反応をするだろうか。 
・従業員のボランティア休暇により発生する費用対効果は計算済みか。 
・特に店舗内棚スペースで、この社会的コーズの露出が十分でない場合、金銭的な支援
や女性インを出すべきなのか。 
出典：Kotler and Lee（2004）、邦訳 pp.24 を元に筆者作成 
 
 
また社会的課題の選定にあたった研究として、Robinson et al.（2013）では消費者が自
らコーズの内容を決定することによって消費者が社会貢献への貢献認識が高まるとして、選
択行動が（消費者の）CM キャンペーンに対する評価を高めることを明らかにしている。ま
たそのメカニズムを「貢献認識の強まり」という要因によって説明している。さらに貢献認
識の強弱を左右する要因として①「コーズと企業の事業内容のフィット」②「集団主義か個
人主義か」③「消費者が感じる寄付達成までの距離感」の３つを明らかにしている。 
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第三章 ブランド・コミットメント 
 
第一節 ブランド・コミットメント概念 
  
 コミットメントという言葉には学術的な視点から見て２つの意味をもつ。まず「相手に対
する関わり方」という意味があり、さらに前者においては「特定の相手との関係にめり込む
こと」や「（自分の態度を公の場で表明するなど）引くに引けない状況をつくること」、また
は「特定の相手だけと関係を続けること」といった複数の意味がある。そして２つ目として
「相手に対する約束」という意味があり、そこには「より多くの利益を得るために自ら進ん
で自分行動を縛る約束」としてのコミットメントがある。ようのようにコミットメントはそ
の文脈によって様々な意味をもつ言葉であるが、マーケティングの領域では（売り手と買い
手という意味における）「関係に対するのめり込み」という意味で用いられることが多く、
また「その相手との関係を大切だと思う気持ち」や「その相手と結びついている感覚」とし
て解釈されることが多い（久保田 2008）。 
 久保田（2006）ではその特徴を、「特定の交換相手との関係に対して深く関わり合おうと
する当事者の心理的状態を示すものであり、相手に対する無ず尾付きの感覚、傾倒といった
心理状態、あるいは当該関係に対する重要性の認識によって特徴づけられるもの」であると
している。 
 さらにブランド・コミットメントにおいては、特に消費者の視点から考察すると、ブラン
ドとは知識構造だと考えることが出来る（Kotler 1998）とすると、ブランド・コミット
メントとは知識構造としてのブランドに対するのめり込みであるとすることが出来る（久保
田 2008） 
 
 以上の様なことは、本論文における CRM プログラムにおける差別化の源泉となりえると
筆者は考える。第四章において詳述するが、先行研究において CRM プログラムにおける企
業側のメリットとして、ブランド・イメージの向上やや企業イメージの向上が上げられるが、
一部の研究では CRM プログラムにおける消費者の態度変容はブランドに対してではなく
主に企業に対しての態度が好意的に変化するとの研究結果が出ている。 
 そのような中において、確かに一般的な消費者はブランドや広告などの様に人としての意
思を持ったものにではなく、CRM プログラムを策定・実施する主体である企業に対しての
イメージへ好意的態度の矛先が向かうことは不思議ではない。とすれば本当に CRM プログ
ラムにおいてブランドのイメージを向上させることは難しいのであろうか。 
 本論文は CRM プログラムを実施するにあたり、ブランド・コミットメントの概念を導入
することでそのような CRM プログラムにおけるブランド・イメージ向上の一助になるので
はないかとの視点から、その概念をここで整理し後の実証研究に役立てるものとする。 
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 ここではまずその周辺概念としての関与やリレーションシップ、そしてロイヤルティなど
の周辺概念の整理を行いながらそのコミットメントの本質を探っていく。 
 
 
 
第一項 自我関与とリレーションシップ・マーケティング 
 
 ブランド・コミットメントには 2 つの大きな流れを確認することが出来る。ひとつはブ
ランド・コミットメントを消費者関与の中の、特にブランドに向けられた関与のひとつとし
て捉え、定義したものである。そしてもうひとつは、リレーションシップ・マーケティング
における流れである。 
 ブランド・コミットメントを、自我関与を源流とした消費者関与として扱うこの場合には、
ブランド・コミットメントは上記のように、製品クラス内での特定ブランドに向けられた情
動的ないしは心理的な愛着（Lastvincka and Gardner 1978）、もしくは当該製品クラス
内の唯一重要可能な選択肢として消費者の心に強く根ざしている程度（Traylor, 1981）と
捉えられている。この Traylor（1981）の自我関与によるコミットメントの解釈以降コミッ
トメントの概念は多少の盛り上がりを見せるものの、ここでその概念モデルが提示されたに
過ぎず、その後はそのままの状態で放置されてしまった感がある（青木 2004）。 
 一方のリレーションシップ・マーケティングにおける研究の流れであるが、このリレーシ
ョンシップ・マーケティングにおけるコミットメントの初期の研究では、「交換パートナー
との関係継続に関する暗黙的あるいは明示的な誓約」（Dwyer et al. 1978）や「価値ある関
係を維持したいという永続的な欲求」（Moorman et al. 1992、井上（2009）訳）などのコ
ミットメントの定義がある。リレーションシップ・マーケティングは、本来は産業材取引や
流通取引といった B to B や B to C のサービス財分野を中心に研究がおこなわれてきた（井
上 2009）。その中でもコミットメントは当事者間の有効なリレーションシップの成立、と
りわけそのリレーションシップの継続に大きな影響力を発揮されることが明らかになって
いる（井上 2009）。 
 
 
 
第二項 ロイヤルティとコミットメント 
  
 Aaker（1991）によると、ブランド・ロイヤルティを５つの水準に区分した場合におい
て、最も上位にくる概念がブランドに対してコミットしている消費者であるとしている。つ
まりそのブランドを発見したり、ブランドのユーザーであることにプライドを持ったり、ま
たはそのブランドは自己を表現するそのものの一つであり、他人に推奨するほどの自身を持
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つということである。このような消費者の行動は周囲の他人やその市場に対して影響力を持
つということであり、心理的側面においてロイヤルである消費者は高いコミットを示すとい
うことである。このようなことから、（１）認知的動機と感情的動機をベースにした「多様
性」を前提として形成されていくということ、（２）より工事のロイヤルティの状態である
ことから、ブランドに対してコミットメントしている消費者はブランドのスイッチをしない
と考えられる（高橋 2010）。 
 
 
図 3－1：ロイヤルティのピラミッド 
 
出典：Aaker（1991） 
 
 
このようにブランド・コミットメントは現在消費者行動研究においては、ブランド・ロイ
ヤルティの対比概念、もしくは上位概念として捉えられることが多い。ロイヤルティとは「特
定の意思決定ユニットが長い期間に渡って表明する、一連のブランドの中の特定の一つまた
は複数のブランドに対する、偏向的な行動的反応（購買）であり、心理的なプロセスの関数」
（Jacoby and Chestnut 1978）であり、またそのロイヤルティとコミットメントの違いに
ついては、ロイヤルティの強弱は心理的、行動的両面から捉えることが可能なものであると
し。行動的側面から捉えたものをロイヤルティ。心理的側面から捉えたものをコミットメン
ト。と定義する傾向がある（青木 2004）とされる。つまりロイヤルティは特に特定ブラ
ンドの反復購買など行動的側面から捉えたものとされ、コミットメントは「製品クラス内で
の特定ブランドに向けられた情動的ないしは心理的な愛着」（Lastvincka and Gardner 
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スイッチング・コストのある
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スイッチする買い手、価格に敏感でブランドに関
心を持たない 
――ブランドに対してロイヤルでない 
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1978）として定義される。 
 ブランド・ロイヤルティは消費者と当該ブランドの間の心理的、行動的関係を明らかにす
る概念としてブランド研究の大きなテーマとなった。このブランド・ロイヤルティは消費者
行動の色合いが極めて高く、上記の定義のように、行動的側面からのロイヤルティ、認知的
側面からのコミットメントとして現在では普及している。特にブランド・コミットメントに
は、「見せかけのロイヤルティ」（感情的側面は含まず、反復購買という行動的側面からのみ
捉えたもの）と「真のロイヤルティ」（ブランドに対する感情や思い入れなど態度的な要素
を伴う反復購買）を区別するという役割が期待されている（Bloomer and Kasper 1993: 
Dick and Basu,1994: 井上 2009）。また Dick and Basu（1994）によると、ロイヤルティ
とコミットメントの２つの尺度によって、ロイヤルティとコミットメントの関係を構造的に
捉えようという概念を提示している（図 3－2）。 
 
図 3－2：ロイヤルティとコミットメントの関係 
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出典：Dick and Basu（1994）、寺本訳（2008） 
 
 この概念では、上記の通りコミットメントが強い場合のロイヤルティは「真のロイヤルテ
ィ」であるとし、逆にコミットメントが弱い（無い）場合のロイヤルティは「見せかけのロ
イヤルティ」であると区別し、さらにロイヤルティの弱いながらもコミットメントが強い場
合を「潜在的なロイヤルティ」としてその将来性を示唆し、ロイヤルティ、コミットメント
がともに弱い場合においては「ロイヤルティなし」として区別している。 
 かれらはロイヤルティが積極的な行動をするタイプ、そしてロイヤルティが消極的な行動
をするタイプに識別される概念としてコミットメントを位置づけている（寺本 2008）。さ
らにコミットメントは売上や再購買という概念ではとらえきれない部分を補足しカバーで
きる概念として注目を集めている（清水 2007）。 
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第二節 ブランド・コミットメントの次元 
 
第一項 コミットメントの次元分類 
 
 ブランド・コミットメントには複数の次元が存在するという研究は多くみられ、その研究
ごとに様々な類型の提起が行われている。一般的には、大きく区別すると２つに分類される。
ひとつめは親しみや愛着に基づくコミットメントであり、リレーションシップを維持しよう
とするモチベーションとしての肯定的な感覚や愛着を示すものである。そのようなコミット
メントを「感情的コミットメント」という。そしてふたつめは損得勘定に基づくコミットメ
ントであり、リレーションシップの解消やスイッチングに伴うコストを照らし合わせた上で
生じる打算的な感覚を示すものとして「計画的コミットメント」と呼ばれるものである。こ
れは現在あるいは将来において、その相手との関係から得られるベネフィットがコスト上回
るようならば関係に対する大切さの感覚がつよくなりそのぶんのめり込みも強くなるので
ある。基本的にはこの二次元で捉えられることが多い（久保田、2008。井上、2008）。 
 さらに久保田（2008）によると、計算的コミットメントと感情的コミットメントは本質
的にかなり異質なものであるとし、損得勘定に基づく計算的コミットメントは「自分と相手」
の間に生まれるものであるのに対して、親しみや愛着に基づく感情的コミットメントは「わ
れわれ意識」の中に生み出されるものだとしている。つまり計算的コミットメントの存在す
る向こう側には自分にとって「利益をもたらす他社」が存在しているのに対して、感情的コ
ミットメントの存在する向こう側には「もう一人の自分」が存在しているのである。 
ここではその代表的な分類を取り上げ考察していきたい。 
 
 
 
 Amine（1998）の研究 
 
 Amine の研究ではブランド・コミットメントは感情的コミットメント（Affective 
Commitment）と計算的コミットメント（Calculative Commitment）の２つの複次的な関
係に分類した。ここでは感情的コミットメントはブランドに対する愛着（Attachment）や
情緒的要素を源泉とし、対する計算的コミットメントは知覚リスクや競合ブランド間の知覚
差異といった認知的な評価を源泉としている。この研究では概念モデルにとどまっており、
実証的研究は行っていないが、これがコミットメントにおける多次元的性質を指摘した先駆
的な研究であり（井上 2009）、以降コミットメント概念における次元の解明が頻繁に取り
上げられるようになる。 
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Fullerton（2005）の研究 
 
 Fullerton らの研究においてブランド・コミットメントは感情的コミットメント
（Affective Commitment）と存続的コミットメント（Continuance Commitment）に分類
できるとし、実証を用いてその存在を確認するとともに各コミットメントが消費者の異なっ
た行動を導くことを実証した。この研究において感情的コミットメントは信頼や友好的な思
いを源泉とするコミットメントであり、存続的コミットメントは代替選択肢の少なさ、サイ
ドベッド、スイッチングコストを源泉とするコミットメントとして捉えられている（井上、
2009）。 
 
 
 Chaudhuri（2006）の研究 
 
 この研究でもブランド・コミットメントを 2つの複次的な次元と捉えることは一緒だが、
彼はそれを上記のふたつとは違い、態度的コミットメント（Attitudinal Commitment）と
購買コミットメント（Purchase Commitment）という次元によって捉えている。それぞれ
がブランドの成果（相対価格と市場シェア）に異なった影響を及ぼすことを明らかにしてい
る。しかし前者の態度的コミットメントは内容的には先の 2 つの感情的コミットメントと
同様に捉える事が可能である。しかし後者の購買コミットメントについては、将来の再購買
可能性をはかるものであり先の２つで上がったコスト意識などの計算的要素は含まれてい
ない。 
 
 
久保田（2006）の研究 
 
久保田（2006）ではコミットメントをリレーションシップ・マーケティングの媒介変数
として研究をおこなっている。ここでもコミットメントは多次元的なモデルであるとし、計
算的コミットメントと感情的コミットメントの２つの次元として捉えている。さらに感情的
コミットメントは集団的友情と誠意ある行動によって向上するものであるとし、また計算的
コミットメントは交換相手についての知覚された能力と、誠意ある行動であるとしている。
ただし知覚された能力とは、ある買い手が売り手に対して抱く自分（買い手）の抱える問題
を解決する能力についての知覚であるとしている。 
このようなことから感情的コミットメントと計算的コミットメントにはそれらが生み出
す結果にも違いを生み出す。どちらのコミットメントも自分と相手との間の肯定的な心理的
状態を示すものであるため、関係の継続や肯定的な口コミを生み出しやすくするものである。
しかし計算的コミットメントが、自分にとってのメリットを引き出すために相手と協力しよ
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うという気持ちを強めるものであるのに対し、感情的コミットメントは自分のこととともに
相手のことを思い協力するという気持ちを強める傾向がある。そのため感情的コミットメン
トが高まった場合には特定の見返りを期待することなく相手にベネフィットを与えあうや
り取りが行われるのである。このようなやり取りは外側から見ると一見交換のように見える
が、それぞれの行為が返報や見返りを期待されずに行われる点で交換という行為とは一線を
画しているとしている。 
 
 
井上（2009）の研究 
 
 この研究ではこれまで上がった複次的なコミットメントの次元とは異なり、①感情的コミ
ットメント、②計算的コミットメント、そして③陶酔的コミットメントの３つの次元から構
成されている。感情的コミットメントは先の研究のようにブランドに対する愛着や情緒的要
素を源泉とするものであり、リレーションシップを維持しようとするモチベーションとして
の肯定的な感覚や愛着を示すものであるとしている。さらに計算的コミットメントについて
も知覚リスク、競合ブランド間の知覚差異といった認知的な評価を源泉とし、リレーション
シップの解消やスイッチに伴うコストを照らし合わせた上で生じる打算的な感覚であると
説明している。そして陶酔的コミットメントについては、感情的コミットメントに近いもの
であり、心理的あるいは情緒的な要素が多分に含まれているという点で感情的コミットメン
トとの相関が高いと予想されるが、しかし消費者とブランドとの関係には既存の感情的コミ
ットメントでは捉えきれない、説明しきれない要素があると考えられるとし、この陶酔的コ
ミットメントを提唱している。 
 この井上の提唱する 3 つの次元については高橋（2010）や青木（2011）において紹介さ
れるなど、日本におけるブランド・コミットメント研究においてメインストリームとなって
おり、本研究でもこの分類を踏襲する。そのためこの井上（2009）によるブランド・コミ
ットメントの３つの次元については後に詳述する。 
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表 3－3：ブランド・コミットメントの次元 
研究 次元数 内容 
Amine（1998） ２次元 ・感情的コミットメント 
・計算的コミットメント 
Fullerton（2005） ２次元 ・感情的コミットメント 
・存続的コミットメント 
Chaudhuri（2006） ２次元 ・態度的コミットメント 
・購買コミットメント 
久保田（2006） 2 次元 ・感情的コミットメント 
・計算的コミットメント 
井上（2009） ３次元 ・感情的コミットメント 
・計算的コミットメント 
・陶酔的コミットメント 
 
 
 
 
第二項 ブランド・コミットメントにおける３次元 
 
 井上（2009）におけるブランド・コミットメントの構造に関する研究では、ブランド・
コミットメントの構造をこれまでの 2 次元のものからより多次元性のあるものだとし、こ
れまで主流であった感情的コミットメント、そして計算的コミットメントに新たに付加して
陶酔的コミットメントの存在を指摘した。以下にその 3 つの次元のコミットメントをまと
める。 
 
①感情的コミットメント 
 マーケティング・リレーションシップなどにおける議論では、感情的コミットメントの源
泉は相手あるいは組織 tの価値の共有や同一視、愛着にあると考えられている（Bansal et al. 
2004: Fullerton 2003: Gruen et al. 2000）。コミットメントを多次元的に捉えている既存研
究では心理的・情緒的源泉を持つ感情的次元はほぼ例外なく指摘され実証的な結果も多数確
認されていることから、感情的コミットメントを、ブランド・コミットメントを構成する一
次元として想定している。 
 感情的コミットメントか関係の継続、そして特定のブランドに対する再購買に対してマイ
ナスの影響があるとはされていないが、清水（2007）における、信頼やなじみといった感
情的コミットメントが高いほど消費者がそのブランドを特売価格で購買する確率が高くな
り、さらにその特売購入経験が感情的コミットメントを高める要素となると指摘している。          
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このように信頼や馴染みといった特定の取引の過程で消費者が抱きやすい感情やリレーシ
ョンシップの基礎的な感情をもってブランドへの強い支持があると判断することの注意を
促している。 
 
②計算的コミットメント 
 社会心理学における Rusbult（1980）の研究ではコミと面とが生じるメカニズムを問う
しモデル及び相互依存性理論によって説明しており、対人関係を対象にオナ時間 k ネイに
とどまるか否かの判断が、現在の関係における「相互作用の成果」、現在の関係の魅力度や
満足度を測定する「比較水準」、そして入手可能な代替選択肢の質などの「代替の比較水準」
の３つを比較することにより導かれるとしている。この現在の状態との比較によりスイッチ
ング・コストの議論と置き換えることが可能であり、特にこのスイッチング・コストの知覚
という観点はブランド・コミットメントの性格を規定するもののひとつとしている。さらに
組織コミットメントの研究におけるサイドベット理論でも同様のコミットメントの性質が
指摘されており、個人が組織を去る時にはサイドベットが失われ、また新しい組織では新た
に様々な負担を背負わなければならないことから、人々は同じ組織にとどまり続けることを
選択しがちであることを指摘している。 
このような流れにおいて、感情的コミットメントがポジティブなものであるのに対して、
計算的コミットメントは文字通りの幅広い意に出の損得を考慮したうえでのコミットメン
トであり、積極的なコミットメントであるといえる。このように行動の一貫性や継続を促進
するものでありながら、ネガティブな動機を背景としたコミットメントであるため、ブラン
ド・コミットメントのネガティブな局面も考慮する必要があるとしている。 
 
③陶酔的コミットメント 
 Lastvicka and Gardner（1997）によると、ブランド・コミットメントは消費者が特定ブ
ランドの選択に示す強いこだわりであるとし、それは製品クラス内の特定ブランドに対する
心理的な愛着（phychological attachment）であると説明している。さらにこのコミットメ
ントが究極に達した場合、消費者の想起集合はただひとつのブランドによって占められてし
まい、確実に当該ブランドが選択される（Traylor 1981：井上 2009）とされる。さらに
青木（2004）によると関与とは「対象や状況（ないし課題）といった諸要因によって活性
化された消費者個人内の目標志向的な状態であり、消費者個人の価値体系の支配を受け、当
該対象や状況（ないし課題）に関わる情報処理や意思決定の水準及びその内容を規定する状
態変数」であるとしている。つまり対象が特定されている関与であるブランド・コミットメ
ントは当該ブランドが個人の価値体系においていかに中心的であり、重要な価値の実現と深
く結び付いているかによって規定されるのである。さらに Fournier（1998）ではブランド・
リレーションシップを示す次元のひとつに「愛と情熱（love and passion）」という消費者
とブランド間の強い感情的絆が見出されるとしている。 
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 このような消費者とブランドとの関係において信頼や愛着といった一般的な感情以上の、
ブランドに対する排他的でより強い思い入れを有するかについては既存研究では十分であ
ったとはいえず、つまりこの消費者とブランドの強い関係は既存の感情的コミットメントで
は捉えきることが出来ていないのである。そのため井上（2009）ではブランド・コミット
メントの新たな次元としてこの陶酔的コミットメントを提起している。 
 
 
 
表 3－4：井上（2009）における３次元のコミットメント尺度 
構成概念 質問項目 
陶酔的コミットメント 自分にとってはこのブランドしか考えられない 
このブランドだったら多少ほかのブランドより高くても買う 
このブランドは自分にぴったり合っている 
感情的コミットメント このブランドを信頼している 
このブランドに対して愛着や親しみを抱いている 
計算的コミットメント 他のブランドを検討するのは面倒である 
他のブランドを買って失敗したくない 
あまり深く考えていない、なんとなくこのブランドになる 
出典：井上（2009）を筆者修正 
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第四章 実証研究 
 
第一節 仮説の導出 
 
 Nan and Heo（2007）の研究ではブランドとコーズのフィット（fit:適合度）が CRM プ
ログラムの効果に与える役割を明らかにしている。彼らは CRM におけるブランドとコーズ
のフィットを、様々な認知を基礎としたブランドとコーズの全体的な知覚関連性と定義した。 
具体的には、ブランドとコーズのフィットを高いものと低いものとに分け、それぞれの状態
がブランド、企業、広告に与える効果を測定した。またさらにブランド意識（brand 
consciousness）の高い消費者とブランド意識の低い消費者に分けて、コーズとブランドの
フィットが消費者の持つブランド、企業、広告への態度にどのような変化をもたらすのかを
測定した。 
 調査においては、サンシャイン・オレンジジュースというブランドと、健康ダイエット・
リサーチ協会への支援のコーズという組み合わせをブランドとコーズのフィットが高いも
の。そしてサンシャイン・オレンジジュースというブランドと交通安全リサーチ協会への支
援のコーズという組み合わせをブランドとコーズのフィットが低いものとしている。またレ
ギュラー・コンディションとして何のコーズも持たないサンシャイン・オレンジジュースの
み。という３種類の印刷広告を用意し、大学生 100 人を対象にランダムに３つのグループ
に振り分け調査を行った。上記のようにフィットの状態を高低の２種類と、CRM 要素を含
まないものの１つを用意し、①ブランド・コーズ間のフィットの高いもの Vs.CRM 要素を
含まないも。②ブランド／コーズ間のフィットの低いもの Vs.CRM 要素を含まないもの。
③ブランド・コーズ間のフィットの高いもの Vs. ブランド／コーズ間のフィットの低いも
の。を比較しそれぞれの効果を測定している。 
 またこの調査ではブランド意識（Brand Consciousness）という、その消費者がブランド
にこだわるか否かという指標も測定し、それがブランド／コーズ間のフィットの高低による
広告、ブランド、企業それぞれに対してどのように影響するかも測定している。 
 ここで用いられた仮説は 
 
仮説１abc） 
ブランド／コーズ間のフィットが高い、CRM 要素を伴っている広告メッセージの露出は、
CRMの要素を含まない似た広告メッセージの露出よりも、（a）広告に対しての態度、（b）
ブランドに対しての態度、（c）企業に対しての態度においてがより好意的な反応を引き
出す。 
 
仮説２abc） 
ブランド／コーズ間のフィットが低い、CRM 要素を伴っている広告メッセージの露出は、
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CRM の要素を含まない似た広告メッセージの露出よりも（a）広告に対しての態度、（b）
ブランドに対しての態度、（c）企業に対しての態度においてより好意的な反応を引き出
す。 
 
仮説３abc） 
ブランド／コーズ間のフィットが高い（もしくは低い）、CRM 要素を伴っている広告メ
ッセージの露出は、（a）広告に対しての態度、（b）ブランドに対しての態度、（c）企業
に対しての態度においてより好意的な反応を引き出す。 
 
仮説４abc） 
（a）広告に対しての態度、（b）ブランドに対しての態度、（c）企業に対しての態度、に
おける、ブランド／コーズ間のフィットのレベル（高いか低いか）が与える影響力は、
ブランド意識が高い（vs 低い）個人に対してより顕著である。 
 
としている。 
 その結果として、CRM 要素を含んだ広告メッセージにおいて、ブランド／コーズ間のフ
ィットが高い場合においても、低い場合においても、ともに広告やブランドに対しての態度
には影響を与えず、いずれにおいても企業に対する態度に対してより好意的な態度を引き出
すことが分かった。以下にその結果をまとめた。 
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表 4－1：Nan and Heo（2007）による、CRM による消費者態度の変化 
 広告への態度 ブランドへの態度 企業への態度 
ブランド／コーズ間
のフィットが高い広
告メッセージ 
Vs． 
CRM 要素を含まな
い広告メッセージ 
有意な差は無し 
 
 
…不支持 
有意な差は無し 
 
 
 …不支持 
ブランド／コーズ間
のフィットが高いメ
ッセージは企業に対
してより好意的な態
度を引き出す。 
 
  …支持 
ブランド／コーズ間
のフィットが低い広
告メッセージ 
Vs． 
CRM 要素を含まな
い広告メッセージ 
有意な差は無し 
 
 
…不支持 
有意な差は無し 
 
 
…不支持 
ブランド／コーズ間
のフィットが高いメ
ッセージは企業に対
してより好意的な態
度を引き出す。 
 
  …支持 
ブランド／コーズ間
のフィットが高い広
告メッセージ 
Vs． 
ブランド／コーズ間
のフィットが低い広
告メッセージ 
有意な差は無し 
 
 
…不支持 
有意な差は無し 
 
 
…不支持 
有意な差は無し 
 
 
…不支持 
ブランド／コーズ間
のフィットの高低 
Vs． 
消費者のブランド意
識の高低 
ブランド意識の高い
消費者はブランド／
コーズ間のフィット
が高いほど広告に対
して好意的な態度。 
ブランド意識の低い
消費者はブランド／
コーズ間のフィット
による影響は観測さ
れない。 
 
 …一部支持 
ブランド意識の高い
消費者はブランド／
コーズ間のフィット
が高いほどブランド
に対して好意的な態
度。 
ブランド意識の低い
消費者はブランド／
コーズ間のフィット
による影響は観測さ
れない。 
 …一部支持 
相互作用は確認され
ず。 
 
 
 …不支持 
出典：Nan and Heo（2007）を元に筆者作成 
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 この結果は一見すると不支持が多いのだが、興味深いインプリケーションを含んでいる。
つまりこれまで様々な研究においてブランド／コーズ間のフィットの問題は研究されてき
たが、実際にそのフィットの高低を消費者の態度へと応用すると、そのどれもが、広告それ
自体やブランドに対しての態度にはつながらず、企業に対しての好意的な態度へとつながる
としているのである。 
 一見すると不思議なようであるが、つまり消費者は無意識のうちに CRM プログラムを行
う主体が、広告やブランドという意思の無い実態の無いものが実際の行動を起こしているわ
けではないと見抜いている可能性があるのである。企業と言う組織の中にある、その CRM
プログラムを策定し実行している職員であったり組織であったりする実態のあるもの、意思
のあるものがその仕組みを実行していると考えることが出来るのである。 
 しかしマーケティング戦略においては、企業に対する態度のみならず、その時々の戦略や
目的において、ブランドに対する態度や広告に対する態度を変化させる必要がある。またブ
ランド・マネジメントにおいても、やはり企業ではなくその企業の持つ個別ブランドに対し
てそれぞれの CRM プログラムを策定しそれぞれの効果を生み出す必要があるだろう。 
 また CRM プログラムにとっても、特定のブランドにおいて CRM キャンペーンを行った
場合に、そのコーズとともにブランドが消費者に選択され続けなければ長期的な視点での支
援や課題の解決が難しくなることが予想される。世良（2002）においても、CRM プログラ
ムは長期間に及ぶことが望ましいとされている。 
 
ではどうすれば消費者のブランドに対する態度を変化させ、長きにわたって消費者に選択
され続けれ CRM プログラムを策定することが可能なのであろうか。 
 ここで本研究ではブランド・コミットメントの効果を応用し実証研究を行う。第三章で扱
った様に、ブランド・コミットメントは消費者の長期的なブランドに対する好意的な態度や
を引き出すものであり、製品クラス内での特定ブランドに向けられた情動的ないしは心理的
な愛着（Lastvicka and Gardner 1978）である。そしてコミットメントが高まった場合に
おいて、当事者（消費者）はその関係が永続することを望み、維持するための努力を厭わな
くなる傾向がある（Morgan and Hunt 1994）とされている。 
つまり特定のブランドに対する消費者のコミットメントが高くなれば当該ブランドに対
して愛着が高まる。つまりブランド・コミットメントが高い消費者に対しては、CRM 要素
を含むマーケティング戦略において企業ではなくブランドに対する態度に消費者の意識が
集中するのではないかと考えることができるのである。 
さらに井上（2009）ではブランド・コミットメントの内部の次元において、「陶酔的コミ
ットメント」「感情的コミットメント」「計算的コミットメント」の３つがあるとしている。
特に陶酔的コミットメントは、信頼や愛着と言った一般的な感情以上の排他的で強い思い入
れであり、ある種の犠牲をいとわず特定ブランドを選択し続ける、ブランドに対した絶対的
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な思い入れとし、さらに感情的コミットメントは、特定のブランドに対する信頼や愛着であ
り、リレーションシップを維持しようとするモチベーションとしての肯定的な感覚や愛着を
示すものであるとしている。さらに計算的コミットメントはリレーションシップの解消やス
イッチに伴うコストを照らし合わせた上で生じる打算的な感覚であり、知覚リスクや競合ブ
ランド間の知覚差異と行った認知的な評価を源泉とするとしている。 
ここで注意しなければならないのが、計算的コミットメントは従来におけるブランド・ロ
イヤリティのような行動面における愛着の高さを示しているのもであり、他の陶酔的、感情
的コミットメントは感情面における愛着の高さを示しているものであるということである。
つまり先の Nan and Heo（2007）の研究に応用した場合、この計算的コミットメントにお
いては特定ブランドに対しては打算的な感覚により愛着を示しているためそのブランドに
対しての態度よりも、先の調査で行われた結果のように企業への態度に結び付く可能性が非
常に高いことが予想されるのである。 
また今回は Nan and Heo（2007）で扱われた印刷広告は調査票の紙面のスペースの問題、
そしてブランドに対する態度変化と似た調査結果であったため、印刷広告に対する態度変化
は取り扱わず、企業に対する態度、ブランドに対する態度を調査対象とすることとする。 
以上のことを踏まえ、仮説を導出した。 
 まず陶酔的コミットメントと感情的コミットメントは、特定ブランドに対する感情的な愛
着から生まれるものであり、計算的コミットメントは打算的な感情を源泉とする行動面での
愛着を示すものとして、以下の仮説を導出する。 
 
仮説１）陶酔的コミットメントは CRM 要素を伴うブランド戦略において、ブランド態度に
対する態度により好意的な影響を及ぼす。 
仮説２）感情的コミットメントは CRM 要素を伴うブランド戦略において、ブランド態度に
対する態度により好意的な影響を及ぼす。 
仮説３）計算的コミットメントは CRM 要素を伴うブランド戦略において、企業態度に対す
る態度により好意的な影響を及ぼす。 
 
 さらにコミットメントの高低によっては特定ブランドに対する態度も変化し、CRM 要素
を含むマーケティング戦略においても当然その影響は及ぼすだろうという観点から、ブラン
ド・コミットメントが高い場合、ブランド・コミットメントが低い場合に分け、さらに上記
の陶酔的・感情的コミットメントと計算的コミットメントの性質の違いを反映させ、以下の
仮説を導出する。 
 
仮説４）コミットメントが高い場合、陶酔的コミットメントは CRM 要素を伴うブランド戦
略において、ブランドに対する態度により好意的な影響を及ぼす。 
仮説５）コミットメントが高い場合、感情的コミットメントは CRM 要素を伴うブランド戦
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略において、ブランドに対する態度により好意的な影響を及ぼす。 
 
仮説６）コミットメントが高い場合、計算的コミットメントは CRM 要素を伴うブランド戦
略において、ブランドに対する態度により好意的な影響を及ぼす。 
 
仮説７）コミットメントが低い場合、陶酔的コミットメントは CRM 要素を伴うブランド戦
略において、企業に対する態度により好意的な影響を及ぼす。 
仮説８）コミットメントが低い場合、感情的コミットメントは CRM 要素を伴うブランド戦
略において、企業に対する態度により好意的な影響を及ぼす。 
仮説９）コミットメントが低い場合、計算的コミットメントは CRM 要素を伴うブランド戦
略において、企業に対する態度により好意的な影響を及ぼす。 
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第二節 調査方法の設計 
 
 まず本調査の調査対象であるが、今回は大学の経済学部２、３、４年生訳 250 人を対象
に教室を使って調査を行う。そのため、その世代を踏まえた調査設計が必要となる。 
調査にあたって必要なものは、まずブランド・コミットメントの高いブランド、またブラ
ンド・コミットメントの低いブランドの設定。またそれぞれのブランド／コーズ間のフィッ
トが高いものとフィットが低い CRM プログラムの選定。そして尺度である。 
 
 
 
第一項 ブランドの選定 
 
 ブランド・コミットメントの高いものの選別であるが、Traylor（1981）の研究において
製品ごとのブランド・コミットメントの高低を測定している。 
 
表 4－2：Traylor（1981）によるブランド・コミットメント・スコア 
ブランド・コミットメント・スコアの高いもの 
１．自動車（8.7） 
２．カメラ・フィルム（8.1） 
３．テレビ（8.1） 
４．洗濯機（8.0） 
ブランド・コミットメント・スコアの低いもの 
１．家具（0.2） 
２．オレンジ・ジュース（2.0） 
３．ビタミン剤（3.0） 
出典：Traylor（1981）Table1 より筆者作成 
※ブランド・コミットメント・スコアの高いものとしてスコアが 8.0 ポイント以上のもを、
ブランド・コミットメント・スコアの低いものとしてスコアが 3.0 ポイント以下のものを掲
載 
 
 これを見ると、普段身の回りで利用するものの中でも特に耐久財についてのブランド・コ
ミットメントが高く、また消費財についてはブランド・コミットメントが低いことが見て取
れる。 
 これを踏まえ調査対象者が学生であることを鑑みると、ブランド・コミットメント・スコ
アの高い製品であるカメラ・フィルムは現在の学生にはなじみが薄く、またそれ以外の自動
車、テレビ、洗濯機についても学生が自身で選び購入した経験は多いとは考えられず、また
85 
 
調査票におけるストーリーについてもイメージをしにくいと考えられる。そのため本研究で
は、調査対象者が普段から頻繁に利用する耐久財の中で、学生においても自主性を持って購
買する経験が高く、また昨今の技術革新において製品カテゴリ内における品質の差異が顕著
ではないものとして、スマートフォン（携帯端末）をブランド・コミットメントの高いもの
として設定する。さらに回答者の分散を考慮し、予備調査において利用者と非利用者が約半
数になる携帯端末ブランドを選定する。 
 またブランド・コミットメントが低いものとして、同じく調査対象である学生にとってビ
タミン剤や家具は自主性をもって購買する機会のある者は限られるだろうという推測から
この 2 つは除外した。残るオレンジ・ジュースであるが、日本においてはオレンジ・ジュ
ースの飲用シーンは先行研究の行われたアメリカほど多いとはいえない。よって飲料の製品
カテゴリにおいてブランド間の品質の差異が大きくなく、多くの対象者が普段から購入する
ものとしてミネラル・ウォーターをブランド・コミットメントの低いものとして設定する。
このミネラル・ウォーターについても、予備調査によって普段愛飲している人とそうでない
人が約半数ずつになるブランドを選定する。 
 
 
 
第二項 コーズの選定 
 
 さらにそれぞれのブランドに対する CRM プログラムにおけるコーズの選択であるが、特
にブランド・コーズ間のフィットが高い場合において現実の CSR 活動からかい離しないよ
う、携帯端末ブランドに対するコーズは日本における通信 3 社（ドコモ、au、ソフトバン
ク）とアップルが実際に行っているものからフィットが高いものとして想定されるものを選
択した。 
 対する携帯端末におけるフィットの低いコーズの想定としては通信事業とは業態の違う
製造業、飲食業からトヨタ自動車と日本マクドナルドが実際に行っている CSR 活動のなか
から選択している。 
 そしてミネラル・ウォーターにおいては、ブランド・コーズ間のフィットの高いものとし
てキリン、アサヒビール、サントリーが実際に行っている CSR 活動をフィットの高いもの
として想定し、また反対に飲料業界とは体質のまったく違う建設業である鹿島建設と上記の
通信会社が行っている CSR 活動をフィットの低いものと想定して選択を行った。 
 それぞれの中から本調査で利用する CRM プログラムはブランド／コーズ間のフィット
の高いもの低いもの一つずつであり、その選択は予備調査によって行っている。 
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第三項 尺度 
 
 まずそれぞれのブランドのコミットメントを測定するものとして井上（2008）のものを
今回は利用する。これは陶酔的コミットメントにおいて５つの質問項目、感情的コミットメ
ントにおいて３つの質問項目、そして計算的コミットメントにおいて３つの質問項目の計
11 項目を設定し、4 ポイントのリカート尺度で測定するものである。さらに製品関与概念
として青木他（1988）の 3 つの質問項目を同じく 4 ポイントのリカート尺度で付け加えた。 
 また CRM プログラムを実施したと仮定した場合のブランドに対する態度、そして企業へ
の態度の変化を調査するため、先行研究である Nan and Heo（2007）よりブランド態度の
測定に３つの質問項目、そして企業態度の測定に４つの質問項目を設置し、7 ポイントのリ
カート尺度を用いて測定した。 
 またそれぞれの尺度は調査するブランドに合わせて変更を加えて利用する。 
 
 
 
表 4－3：利用する尺度一覧 
陶酔的 
コミットメント 
このブランドのよさを他の人に話したい。また使用していることを他の人
に話したい。 
このブランドが他の人からも高く評価されることを期待している 
このブランド以外考えられない 
このブランドを買っている人は見る目がある 
このブランドが他のブランドより多少高くても買う 
感情的 
コミットメント 
このブランド以外に対して愛着や親近感のようなものを感じる 
このブランドを信頼している 
このブランドは（イメージが）自分に合っているブランドだ 
計算的 
コミットメント 
これ以外のブランドを検討するのは面倒だ 
これ以外のブランドを買って、失敗するのが怖い 
たいした理由もなく（なんとなく）このブランドに対して好感を持ってい
る、または買っている。 
製品関与 
使用することによって個性が反映される商品である 
自分らしさを表現するのに必要な商品である 
この商品について豊富な知識をもっている 
出典：井上（2008）、青木他（1988）より筆者作成 
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第三節 予備調査 
 
第一項 予備調査とその概要 
 
 予備調査は 2013 年 10 月 28 日から 2 週間にわたり実施された。回答者は携帯端末、ミ
ネラル・ウォーターそれぞれ 20 人であり、インターネットを利用し 20 代の男女に対して
調査を行った。 
 予備調査で明らかにすべきことは以下の３つである。まず回答者のコミットメントが高い
ものとして設定した「携帯端末」、そして回答者のコミットメントが低いものとして設定し
た「ミネラル・ウォーター」それぞれのブランドの選別である。そして２つ目がそれぞれの
ブランドに対する CRM 活動としてフィットの高いもの、低いものの選別。そして３つ目が
当該ブランドの製品を１つ購入するごとにいくらの寄付額が妥当であるかの設定である。 
 コミットメントが高いとされる「携帯端末」においては、ここ３年間で発売されたスマー
トフォン端末 11 ブランドを選択肢として挙げた。フィーチャーフォン、いわゆる折りたた
み等従来型の携帯端末に関しては、本調査の回答対象が学部２，３，４年生であるため、実
情を考慮し除外した。念のため予備調査では回答者中におけるスマートフォン、フィーチャ
ーフォンの割合も測定した。またコミットメントが低いとされる「ミネラルウォーター」に
おいては 9 ブランドを選択肢とした。消費者における製品間の知覚において大きな差が出
ないよう、炭酸化されたミネラルウォーター（ペリエなどのような）は除外し、スーパー、
コンビニで購入可能なものとした。それぞれにおいて、利用者（購入者）と非利用者（非購
入者）の割合が半々になること、そして利用者（購入者）のコミットメントが他の製品より
も高いことが求められる。コミットメントの測定に当たっては本調査で利用するコミットメ
ント尺度（井上、2008）をベースに、簡易的にコミットメントを測定するために４つの質
問項目を設定した。 
 さらにこの後に続く本調査においては、当該ブランドに対して企業が行う CRM 活動とし
てよりフィットが高いもの、よりフィットが低いものを設定しなければならない。しかし実
務における現場の実情と研究が乖離するといけないために、現実の企業が実際に行っている
現実の CSR 活動を参考とし、質問内容として設定した際に理解し実際の活動がイメージし
やすいものとした。コミットメントが高いもののコーズの設定は、ブランドとして「携帯端
末」を使用するため、Docomo、au、ソフトバンクの通信３社とアップルが実際に行ってい
るものをブランドと CRM のフィットの高いものと期待し、また反対にフィットが低いもの
を期待し、通信事業とは業態の違う製造業、飲食業からトヨタ自動車と日本マクドナルドが
実際に行っている CSR 活動のなかから選択した。またコミットメントが低いもののコーズ
の設定は、ブランドとして「ミネラル・ウォーター」を使用するため、キリン、アサヒビー
ル、サントリーが実際に行っている CSR 活動をフィットの高いものとして期待し、また反
対に建設業である鹿島建設と上記の通信会社が行っている CSR活動をフィットの低いもの
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と期待して予備調査を行った。それぞれにおいて一覧を表示し、最も好ましいと思われるも
の 2 つ、そして最もふさわしくないと思われるもの 2 つを回答してもらった。 
 最後に適正な寄付額の設定であるが、それぞれのブランドの相場価格を考慮し、携帯端末
では 1 円から 500 円、ミネラルウォーターでは 0.1 円から 30 円の幅で選択肢を設定し、回
答してもらった。この寄付額の設定については、本来は携帯端末、ミネラルウォーターそれ
ぞれ相場価格に対してほぼ同率の寄付額を設定することが研究としては望ましいのだが、予
備調査結果ではそのような想定した結果が出ず、一部具合の良くないまま本調査を行うこと
となってしまった。これについては後述する。これについては回答者にそれぞれ 1 つ回答
してもらった。 
 以下が予備調査におけるブランドやコーズ選択で使用したものの概要である。 
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図 4－4：【携帯端末】 
携 帯 端 末
ブ ラ ン ド
選択肢 
ARROWS 
Ascend 
AQUOS PHONE 
ELUGA 
GALAXY 
INFOBAR 
iPhone 
MEDIAS 
Optimas 
PANTONE 
Xperia 
その他 
携 帯 端 末
の コ ー ズ
／ 高 フ ィ
ット想定 
青少年向け情報モラル・リテラシー教育 
シニア向けデジタル端末操作・情報リテラシー教育 
障害者向けの IT 教育支援 
障害児の学習・生活のための IT 支援への研究 
小中学校での食育活動 
途上国におけるデジタルデバイス・情報格差解消 
アフリカのエイズ・マラリア・結核などへの対策・撲滅 
途上国におけるタブレット端末を利用した教育 
貧困地域での定期医療サービスの実現 
デジタルデバイスを活用した低炭素社会の実現 
里山活性化を通した持続可能な社会づくり 
生物多様性や地球温暖化などへの研究 
チャリティーコンサート開催の支援 
／ 低 フ ィ
ット想定 
青少年スポーツ大会への支援 
将来のアマチュア音楽の担い手・指導者育成支援 
有望なベンチャー企業の支援 
革新的なネットサービスを開発する意欲のある若いエンジニアへの支援 
若年ドライバーへの安全運転教育 
途上国から自動車整備技術習得のための人材受け入れ 
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図 4－5：【ミネラル・ウォーター】 
ミ ネ ラ ル
ウ ォ ー タ
ー・ブラン
ド選択肢 
Contrex 
CRYSTAL GETSER 
evian 
Vittel 
volvic 
いろはす 
天然水 南アルプス 
六甲のおいしい水 
ミ ネ ラ ル
ウ ォ ー タ
ー の コ ー
ズ ／ 高 フ
ィ ッ ト 想
定 
バイオエタノールの開発 
採水地の環境調査・保全 
生物多様性の保護と持続可能な森林管理 
芸術文化支援 
地域の食文化・食産業支援 
水を生み出す森の保全 
／ 低 フ ィ
ット想定 
地域文化の伝承 
持続可能エネルギーの開発支援 
有望ベンチャー企業の支援 
サイクル（自転車）シェア普及を支援 
 
図 4－7：【予備調査において利用したコミットメント測定尺度】 
コミットメント測定尺度 
※（）内はミネラルウォーター 
・次回機種変更（購入）をする際も同じブランドを再び利用したい。 
・そのブランドの端末（ミネラルウォーター）が店頭になく、違うブランド
を選択しなければならなかったとしても、自分にとって大した違いは生まれ
ない。 
・自分自身はこの携帯端末（ミネラルウォーター）に非常に愛好心、愛着新
を持っている。 
・他のブランドの携帯端末（ミネラルウォーター）がセール販売されていた
場合、現在使っているものよりもそちらを購入する。 
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第二項 予備調査結果 
 
ブランド 
 以上の内容の予備調査によって、携帯端末ブランドはアップル社の iPhone に、そしてミ
ネラル・ウォーターのブランドはコカ・コーラが販売する「いろはす」に決定された。 
  
コーズ 
またそれぞれに対応する CRM プログラムとして、iPhone とのブランド・コーズ間のフ
ィットの高いものとして【青少年向け情報モラル・リテラシー教育】を行う団体への寄付、
そしてブランド／コーズ間のフィットが低いものとして【若年層ドライバーへの安全運転教
育】を行う団体への寄付となった。 
 ミネラル・ウォーターとして選択された「いろはす」におけるブランド・コーズ間のフィ
ットの高低は、フィットの高いものとして【採水地の環境調査・森林保全】を行う団体への
寄付。そしてフィットの低いものとしては【有望ベンチャー企業の支援】への寄付となった。 
 以上のように本調査で利用する携帯端末ブランド、そしてミネラル・ウォーターのブラン
ドが決定され、さらにそれぞれのブランド・コーズ間のフィットの高い CRM プログラム、
そしてフィットの低いプログラムが決定された。 
  
寄付額 
さらに寄付額については、携帯端末 1 台購入ごとに 100 円、ミネラル・ウォーター１本
購入ごとに１円となった。これは携帯端末の価格を約５万円とすると 100 円の寄付額は製
品価格の 0.2％。またミネラル・ウォーターの価格を 150 円とすると 1 円の寄付額は製品価
格の 0.6％となる。このようにそれぞれの寄付額の比率が 3 倍にも上り、寄付額の設定は多
少妥当性を欠いたものとなってしまっている。実際には携帯端末はもっと高いものも予想さ
れ、その比率の差はより大きなものとなることが考えられる。しかし狭義の CRM として
CRM プログラムの効果を測定するに当たっては調査票におけるストーリーの中で、製品１
個購入ごとの寄付額の設定という寄付条件の付随が必要と考えられる。今回はこの予備調査
によって消費者における知覚においてはそれぞれこの寄付額が妥当だとの結論を得たため
この数値を利用し本調査を行うが、同一製品内での CRM プログラムにおける寄付額はもち
ろん同一にすべきであるが、今回のように製品カテゴリをまたぐ研究における寄付額の妥当
性については先行研究を発見することが出来なかったため、疑問の残る結果となってしまっ
た。 
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図 4－8：予備調査結果 
 ブランド・コミットメント高 ブランド・コミットメント低 
決定されたブランド 
iPhone 
（アップル） 
いろはす 
（コカ・コーラ） 
ブランド／コーズ間の 
フィットが高いコーズ 
青少年向け情報モラル・リテラシ
ー教育 
採水地の環境調査・森林保全 
ブランド／コーズ間の 
フィットが低いコーズ 
若年層ドライバーへの安全運転教
育 
有望ベンチャー企業の支援 
適正寄付額 
１台購入ごとに 100 円 
（製品価格比約 0.2％） 
1 本購入ごとに 1 円 
（製品価格比約 0.6％） 
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第四節 本調査 
 
 以上のような予備調査の結果を踏まえ本調査へと移る。 
 
調査概要 
 対象：経済学部で流通論を受講する２、３、４年の大学生 
 人数：267 名 有効回答 240 
 期間：2013 年 11 月 22 日～28 日（計５回） 
 
調査票の作成 
 
 調査票は、調査票 A、B、C、D の４種類のものを用意した。調査票 A には「iPhone」と
「いろはす」それぞれの質問を掲載し、回答者のそれぞれのブランドに対するコミットメン
トを測定したさらにブランド／コーズ間のフィットが高いとされた【青少年向け情報モラ
ル・リテラシー教育】と【採水地の環境調査・森林保全】それぞれの CRM プログラムにつ
いてのストーリーを読ませ、回答者のブランドに対するイメージの変化、企業に対するイメ
ージの変化について回答してもらっている。調査票の前半に「iPhone」に対するコミット
メントと企業・ブランドに対する態度変化への質問項目を、調査票の後半に「いろはす」に
対するコミットメントと企業・ブランドに対する態度変化への質問項目を掲載している。調
査票 B には以上の調査票 A の掲載内容を、前半に「いろはす」に対する質問項目を、後半
に「iPhone」に対する質問項目を掲載し 1 枚目の反転としている。 
 さらに調査票 C にはブランド／コーズ間のフィットが低いものとして「iPhone」へは【若
年層ドライバーへの安全運転教育】、「いろはす」へは【有望ベンチャー企業の支援】それぞ
れのストーリーを掲載し回答者に読んでもらい回答してもらっている。調査票 C は調査票
A 同様、前半に「iPhone」後半に「いろはす」への質問項目を掲載している。そして調査
票 D にはブランド／コーズ間のフィットが低い CRM プログラムのストーリーを掲載した
うえで、調査票 B 同様、前半に「いろはす」への質問項目、後半に「iPhone」の質問項目
を掲載し、調査票 C の反転としている。 
 以上の 4 種類の調査票を回答者にランダムに配布し、回答してもらった。 
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第五節 調査結果とその考察 
 
第一項 第１節：因子分析による変数の検証 
 
因子分析（１） 
 
まず 11 の問項目において因子分析を行い、回答結果を踏まえそれぞれの質問項目の妥当
性を検証した。 
 
回転後の因子行列a 
 因子 
1 2 
陶酔１ .786 .247 
陶酔２ .827 .269 
陶酔３ .541 .528 
陶酔４ .744 .207 
陶酔５ .638 .450 
感情１ .614 .473 
感情２ .522 .407 
感情３ .594 .443 
計算１ .212 .813 
計算２ .317 .788 
計算３ .225 .488 
因子抽出法: 主因子法  
 回転法: Kaiser の正規化を伴うﾊﾞ
ﾘﾏｯｸｽ法 
a. 3 回の反復で回転が収束しまし
た。 
 
 その結果結果は想定していた 3 つの因子は抽出されず、結果として２つの因子しか抽出
することができなかった。これは回転後の因子行列の結果からわかるように、陶酔的コミッ
トメントと感情的コミットメントの質問項目が同じ因子として振り分けられていることが
わかる。先行研究においても、ブランド・コミットメントにおけるこの２つの次元について
は、感情的コミットメントのより強い当該ブランドに対する思い入れとして説明されるよう
にこの二つの次元間には相関が強いと考えられる。その結果この結果はその二つの次元（変
数）の間にマルチコ（多重共線性）が発生していることが疑われる。 
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 また今回の調査において補助として載せていた製品関与概念も同様に陶酔的コミットメ
ント、感情的コミットメントと同じ因子として抽出されてしまった。 
 よって上記の結果より、より強い相関が観測されている陶酔的コミットメントに絞り、感
情的コミットメントを除いた 2 つの次元の質問項目によって改めて因子分析を行うことと
した。 
 
 
 
因子分析（２） 
 
陶酔的コミットメントと計算的コミットメントについて因子分析を行った。以下がその結
果である。 
 
回転後の因子行列a 
 因子 
1 2 
陶酔１ .812 .257 
陶酔２ .828 .282 
陶酔３ .554 .558 
陶酔４ .725 .226 
陶酔５ .615 .461 
計算１ .205 .792 
計算２ .302 .828 
計算３ .208 .477 
因子抽出法: 主因子法  
 回転法: Kaiser の正規化を伴うﾊﾞ
ﾘﾏｯｸｽ法 
a. 3 回の反復で回転が収束しまし
た。 
 
以上のようにして、２つの因子が抽出され、仮定していた陶酔的コミットメント５項目と
計算的コミットメント３項目それぞれにおいての相関による分類が成立した。そのため本研
究ではこの後、感情的コミットメントを除いたこの二つの因子によって実証研究を進める。 
またこの因子はそのまま陶酔的コミットメント、そして計算的コミットメントという変数
として利用する。 
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第二項 内的整合性の検証 
 また以上の２つの項目についてアルファ係数を確認した。 
 
陶酔的コミットメント 
信頼性統計量 
Cronbach のアル
ファ 
項目の数 
.891 5 
 
計算的コミットメント 
信頼性統計量 
Cronbach のアル
ファ 
項目の数 
.780 3 
 
 その結果陶酔的コミットメントのアルファ係数にくらべ、計算的コミットメントのアルフ
ァ係数がやや低い結果となった。これは質問項目の数的な差（陶酔５項目：計算３項目）か
ら生まれるものと推察できる。 
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第三項 コミットメントによる態度変容 
 
図■―■：ブランド・コミットメントが与える企業態度、ブランド態度の変化 
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標準化係数： (ｸﾞﾙｰﾌﾟ番号 1 - ﾓﾃﾞﾙ番号 1) 
   
推定値 
企業態度 <--- 陶酔的コミットメント .371 
ブランド態度 <--- 陶酔的コミットメント .476 
ブランド態度 <--- 計算的コミットメント .021 
企業態度 <--- 計算的コミットメント -.026 
 
 
 この分析においては各変数におけるp値はおおむね良いが、計算的コミットメントからの
企業態度、ブランド態度がともに5％水準を超える大きな数値となり、モデルとしてもやや
不適格なものとなってしまっている。（Appendixに掲載） 
 またモデル適合度においては、CFIが.917、またRMSEAが.109となり、CFIについては良
好なもののRMSEAにおいては0.1を超えてしまい適合度はいまいちの結果となってしまっ
ている。（Appendixに掲載） 
 標準化係数は、企業態度<---陶酔的コミットメントが.371。ブランド態度<---陶酔的コミッ
トメントが.476。ブランド態度<---計算的コミットメントが.021。企業態度<---計算的コミッ
トメントが-.026。となり、陶酔的コミットメントからブランド態度へのパス、ついで陶酔
的コミットメントから企業態度へのパスが大きく出たが、一方で計算的コミットメントから
企業態度へはマイナスのパスとなることが観測された。つまり陶酔的コミットメントにおい
てはブランドに対する態度がより好意的な結果となることがわかり、仮説１は支持された。
計算的コミットメントにおいても僅かではあるがブランド態度がより好意的になることが
この結果から分かった。よって仮説３は不支持となった。 
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第四項 コミットメントが高い場合における態度変容 
 
次にコミットメントが高い場合のパス図を構築し考察する。 
 
パス図および係数 
図■―■：ブランド・コミットメントが高い場合の態度変容 
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標準化係数： (ｸﾞﾙｰﾌﾟ番号 1 - ﾓﾃﾞﾙ番号 1) 
   
推定値 
企業態度 <--- 陶酔的コミットメント .619 
ブランド態度 <--- 陶酔的コミットメント .637 
ブランド態度 <--- 計算的コミットメント .029 
企業態度 <--- 計算的コミットメント -.037 
 
 
 こちらも各変数におけるp値はおおむね良いものとなっているが、ブランド・コミットメ
ントが企業態度・ブランド態度に与える影響の測定結果同様、計算的コミットメントからの
企業態度、ブランド態度がともに5％水準を上回る大きな数値となり、モデルとしてはやや
不適格な結果となった。（Appendixに掲載） 
 モデル適合度においてはCFIが.894とある程度のあてはまりの良さは確保されているもの
の、RMSEAにおいては.130という数値になってしまっている。 
 標準化係数を確認すると、コミットメントが高い場合における陶酔的コミットメントから
企業態度、ブランド態度へのパスはブランド態度へのパスが大きくなり、仮説４は支持され
た。またコミットメントが高い場合における計算的コミットメントはブランド態度に対して
よりつよい影響を及ぼしていることがわかり、仮説６は不支持となった。 
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第五項 コミットメントが低い場合における態度変容 
 
 最後後にコミットメントが低い場合のパス図を構築し考察する。 
 
パス図および係数 
図■―■：ブランド・コミットメントが低い場合の態度変容 
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標準化係数： (ｸﾞﾙｰﾌﾟ番号 1 - ﾓﾃﾞﾙ番号 1) 
   
推定値 
企業態度 <--- 陶酔的コミットメント -.007 
ブランド態度 <--- 陶酔的コミットメント .197 
ブランド態度 <--- 計算的コミットメント .152 
企業態度 <--- 計算的コミットメント .149 
 
 
 こちらも観測変数に対するｐ値はすべて有意なものとなっているが、一方で構成概念にお
いては陶酔的コミットメントからブランド態度に対するパスで辛うじて５％水準で有意で
あるものの、その他のパスではいずれも大きな数値となり適合度は低いものとなってしまっ
ている。 
 モデル適合度においては CFI が.931 とあてはまりが良いと言えるが、RMSEA が.091 と
こちらはグレーゾーンとなってしまっている。 
 標準化係数においては、陶酔的コミットメントは企業態度へのパスよりもブランド態度に
対するパスが強くでており仮説７は支持された。計算的コミットメントにおいても企業態度
よりもブランド態度へのパスが僅かであるが強く出ているものの有意な差とはいえず、仮説
９は不支持となった。 
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終章 研究のむすび 
 
第六節 本研究におけるインプリケーション 
 
 以上のように本論文では CRM の展開とともにその定義が狭義のものから次第により広
義なものへと変わっていく変遷を示し、社会や企業にとって求められる役割が時代とともに
変化している過程を明らかにしている。初めはアメリカン・エキスプレスがサンフランシス
コの芸術振興に対して行ったものや、自由の女神修復プログラムのような狭義の CRM に忠
実な事例として、消費者に対して分かりやすくそのプログラムの意味を訴求し企業の利益と
NPO／NGO の利益を高めるものとして発生した CRM プログラムであるが、次第にその効
果が確認されるにつれ、より複雑な社会的問題の解決へも応用されるようになる。現在では
製品に対するコーズの付加を特定の NPO／NGO に特定するのではなく、特定のテーマな
どより広く範囲を設定することによって広く消費者に対して訴求を行い、その上で詳細なレ
ポートによる情報公開の透明性とともに企業が選択した複数の NPO／NGO や社会貢献事
業に対して寄付を行うといったような活動に変化してきていると言えよう。 
 このように CRM プログラムが扱う範囲が、本論文でも整理したような広義の CRM プロ
グラムとしての役割をも果たすようになり、そのような幅広い効果を期待するようになるに
つれその周辺概念との立ち位置の差別化は必須のこととなろう。CRM プログラムは今や
CSR の延長でもマーケティング戦略の一環としてでもなく、その両者をつなぐ橋渡しの役
割を求められるようになってきている。そのようななかで、これまで CSR を扱い社会貢献
事業を主導してきた人間にとってはマーケティング的な発想とプログラムの仕組み作りが
必要とされ、また逆にマーケティングをしてきた人間にとっては CSR から派生するソーシ
ャル・ビジネスやフィランソロピーの概念の理解は重要になるであろう。特に企業の利益を
求めることが許されないフィランソロピーと今回扱った CRM プログラムの概念整理は必
須のことと考える。 
 さらに CRM プログラムはその仕組み上その訴求の仕方が売上に貢献するとともに、以前
と比較してこの仕組みにより売上が上昇したということは、それだけ消費者自らがその社会
的問題の解決に対して、商品の購買という形で能動的に参加しているという意識を植え付け
ることとなる。このように従来の製品・サービスの様にその財が消費者の手元に移って取引
が終了するのではなく、その後の企業の行動をも含め CRM プログラムの商品となっている
ことを企業は理解しなければならない。このようにこの仕組みには企業、そのパートナー、
そして消費者という大きく分けても 3 つの利害関係者が存在していることになり、そのプ
ログラムの透明性は非常に重要なファクターとなっている。その点についてもアカウンタビ
リティとして論じているが、ますます消費者にこの CRM プログラムというものが認知され、
注目が集まるに従ってこの透明性の問題はより重要なテーマとなるだろう。 
 そして先行研究を踏まえ、この CRM プログラムにおいて、特にブランドに対する消費者
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の好意的な態度を引き出すことを目的として本論文は進めて来た。第四章における実証研究
結果では、全体としてブランド・コミットメントのある消費者は CRM 要素を含む製品に対
して、僅かではあるが企業に対する態度よりもブランドに対する態度により好意的な態度を
示すことが確認された。もちろんこの結果は良好なものとはいえず、いくつかの問題がある
が、それに関しては次項において論じる。ただブランド・コミットメントの高い製品とブラ
ンド・コミットメントが低い製品を比較した場合においては、パス係数を確認する限り陶酔
的コミットメントが非常に大きな働きをしていることがわかり、特定のブランドに対して陶
酔的コミットメントが高い消費者に対しては CRM 要素を含む製品戦略は有効であると考
えられる。CRM プログラムにおいてはその重要性が高まるにつれ、より高い効果を求める
ためにプログラムの長期的な視点による成功が求められるようになってきている。そのよう
な観点からも、消費者の心理的な親しみや愛着により長期的な選択に結び付くとされるコミ
ットメント概念やその研究の上流であるロイヤリティ、そしてリレーションシップとの親和
性の可能性を指摘出来たことに本研究の意義があると考える。今後このようなコミットメン
トの高い消費者を巻き込むことによる、より複雑な社会的問題の解決の可能性や、CRM プ
ログラムと他の概念との応用によるより効果の高いプログラムの実践など、多様な観点から
の研究が進むことを望む。 
 
 
 
第七節 本研究における限界と将来研究 
 
 今回の研究では実証研究において予定されていた結果が上手く出ずに不十分な結果とな
ってしまったことは否めない。その原因としてコミットメント概念の質問項目による観測変
数の因子がマルチコを起こしてしまった点である。先行研究において一定の成果を挙げてい
る尺度であるにも関わらず今回この様な結果となってしまったのにはまずそれぞれのブラ
ンドに対してより適した質問項目への改良が必要であったことが推察される。質問票作成に
当たっては先行研究をもとに適宜内容を修正してはいるが、それが不十分だった可能性があ
る。さらに調査形態として回答者に対する配慮である。回答はともに 100 人規模の大きな
教室で行ったため、回答者の注意が散漫し十分に精査された回答とならなかった可能性があ
るのである。このように調査票のデザインや調査実施の方法などが、今後コミットメント尺
度を扱い同じく調査行う際の課題となる。 
 また本研究では回答者のブランドに対するコミットメントをそれぞれの質問項目におい
て回答させ分析を行っているが、調査票の紙面の都合上企業に対するコミットメントを測る
ことが不可能であった。CRM プログラムを行う以前の状態において、消費者がその企業に
対してコミットメントを持って製品の購買や選択をしているのか、もしくはそのブランドに
対してコミットメントを持って製品の購買や選択をしているのかを観測しマーケティング
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戦略として役立てることは非常に重要である。例えば今回の研究では、「いろはす」という
ブランドは CM の中などにおいて特に「コカ・コーラ社」のものだという訴求はしていな
い。そのため一部の回答者は「いろはす」が「コカ・コーラ社」の製品であると認識せずに
普段購買しており、今回の回答ではその分だけ「いろはす」への態度変容につながった可能
性が否定できない。またコミットメントが高いブランドとして調査に利用した「iPhne」に
おいても、マカーと呼ばれる熱狂的なアップル製品のファンと、最近のスマートフォンブー
ムによってなんとはなしに「iPnone」を選択している利用者もいるであろう。そうなると
その二者の間には大きな壁がある。つまりアップル社のファンとして「iPhone」を選択し
ていれば企業への態度により好意的な態度を引き出す可能性があるだろうし、逆もまたしか
りである。このように今後の研究においては、対象とするブランドと企業双方への消費者の
態度をも確認した調査を期待する。 
 さらに今回は CRM プログラムに対してブランド・コミットメントの概念を応用したが、
同様にロイヤルティの概念など、ブランド戦略からの視点による研究、または企業戦略の視
点による研究などが期待さる。CSR 経営など企業組織の中に社会的責任への対応を下地と
して根付かせる企業が増える中、CRM プログラムをはじめとするソーシャル・ビジネスは
今後企業の戦略に大きく関わってくることが予想され、すでにそのような対応をしようとす
る企業は現れ始めている。そのような状況において、CRM の視点からのみの研究ではなく、
このように企業戦略やブランド・マネジメントにおける戦略的活用の方法を模索していく必
要があるだろう。 
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Appendix 
 
本研究の調査票 
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製品ブランドと製品関与に関するアンケート 
早稲田大学商学研究科 
恩藏研究室修士２年 横山 侑樹 
 この調査は製品ブランドと製品関与に関する研究を目的に行われ、回答は本調査以外の目
的では決して使用することはありません。また、回答された内容は速やかにソフトによる統
計分析を行うため個人を特定されることはありません。お手数をおかけいたしますが、ご協
力お願いいたします。 
 
問 1a．スマートフォン端末「iPhone」についてお尋ねします。 
「iPhone」を：□使用している（数台目） □使用している（1 台目）  
□使用していた           □使用したことはない 
 非常に             まったく 
そう思う          そう思わない 
このブランドのよさを他の人に話したい。また使用していること
を他の人に話したい。 
１   ２   ３   ４ 
このブランドが他の人からも高く評価されることを期待してい
る 
１   ２   ３   ４ 
このブランド以外考えられない １   ２   ３   ４ 
このブランドを買っている人は見る目がある １   ２   ３   ４ 
このブランドが他のブランドより多少高くても買う １   ２   ３   ４ 
このブランドに対して愛着や親近感のようなものを感じる １   ２   ３   ４ 
このブランドを信頼している １   ２   ３   ４ 
このブランドは（イメージが）自分に合っているブランドだ １   ２   ３   ４ 
iPhone 以外のブランドを検討するのは面倒だ １   ２   ３   ４ 
iPhone 以外のブランドを買って、失敗するのが怖い １   ２   ３   ４ 
たいした理由もなく（なんとなく）iPhone に対して好感を持っ
ている、または買っている。 
１   ２   ３   ４ 
使用することによって個性が反映される商品である １   ２   ３   ４ 
自分らしさを表現するのに必要な商品である １   ２   ３   ４ 
この商品について豊富な知識をもっている １   ２   ３   ４ 
 
問 1b．「iPhone」が CSR 活動（企業の社会的責任）の一環として端末一台購入ごとに 100 円を、
ネットをより安心・安全に使い炎上事件等ネットリスクを防止するための【青少年向け情報モラ
ル・リテラシー教育】を行う団体に寄付を行う、CSR キャンペーンが実施されることと仮定します。 
【青少年向け情報モラル・リテラシー教育】への寄付を行う前と比較した、キャンペーン実施後の 
①「iPhone」という“ブランド”への態度変化についてお伺いします。 
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そのブランドが好きである １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 嫌いである 
そのブランドに対して好意的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 好意的には感じない 
そのブランドに対して肯定的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 否定的である 
 
②「アップル社」という“企業・メーカー”への態度変化についてお伺いします。 
その企業が好きである １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 嫌いである 
その企業に対して好意的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 好意的に感じない 
その企業に対して肯定的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 否定的である 
社会的責任を果たしている。 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 果たしていない。 
 
問 2a．ミネラルウォーター「いろはす」についてお尋ねします。 
「いろはす」を： □普段よく購入する。 □普段は別のミネラルウォーターを購入する。 
 非常に             まったく 
そう思う          そう思わない 
このブランドのよさを他の人に話したい。また使用していること
を他の人に話したい。 
１   ２   ３   ４ 
このブランドが他の人からも高く評価されることを期待してい
る 
１   ２   ３   ４ 
このブランド以外考えられない １   ２   ３   ４ 
このブランドを買っている人は見る目がある １   ２   ３   ４ 
このブランドが他のブランドより多少高くても買う １   ２   ３   ４ 
このブランド以外に対して愛着や親近感のようなものを感じる １   ２   ３   ４ 
このブランドを信頼している １   ２   ３   ４ 
このブランドは（イメージが）自分に合っているブランドだ １   ２   ３   ４ 
いろはす以外のブランドを検討するのは面倒だ １   ２   ３   ４ 
いろはす以外のブランドを買って、失敗するのが怖い １   ２   ３   ４ 
たいした理由もなく（なんとなく）いろはすに対して好感を持っ
ている、または買っている。 
１   ２   ３   ４ 
使用することによって個性が反映される商品である １   ２   ３   ４ 
自分らしさを表現するのに必要な商品である １   ２   ３   ４ 
この商品について豊富な知識をもっている １   ２   ３   ４ 
  
問 2b．「いろはす」が、CSR 活動（企業の社会的責任）の一環として、ご自身が利用している端末
を一本購入ごとに１円を、製品の資源である水と自然を守るための【採水地の環境調査・森林保全】
を行う団体に寄付を行うキャンペーンが実施されることと仮定します。 
【採水地の環境調査・森林保全】への寄付を行う前と比較した、キャンペーン実施後の 
①「いろはす」という“ブランド”への態度変化についてお伺いします。 
そのブランドが好きである １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 嫌いである 
そのブランドに対して好意的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 好意的には感じない 
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そのブランドに対して肯定的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 否定的である 
②「コカ・コーラ社」という“企業・メーカー”への態度変化についてお伺いします。 
その企業が好きである １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 嫌いである 
その企業に対して好意的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 好意的に感じない 
その企業に対して肯定的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 否定的である 
社会的責任を果たしている。 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 果たしていない。 
以上です。ご協力ありがとうございました。 a 
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製品ブランドと製品関与に関するアンケート 
早稲田大学商学研究科 
恩藏研究室修士２年 横山 侑樹 
 この調査は製品ブランドと製品関与に関する研究を目的に行われ、回答は本調査以外の目的では決
して使用することはありません。また、回答された内容は速やかにソフトによる統計分析を行うため
個人を特定されることはありません。お手数をおかけいたしますが、ご協力お願いいたします。 
 
問 1a．ミネラルウォーター「いろはす」についてお尋ねします。 
「いろはす」を： □普段よく購入する。 □普段は別のミネラルウォーターを購入する。 
 非常に             まったく 
そう思う          そう思わない 
このブランドのよさを他の人に話したい。また使用していること
を他の人に話したい。 
１   ２   ３   ４ 
このブランドが他の人からも高く評価されることを期待してい
る 
１   ２   ３   ４ 
このブランド以外考えられない １   ２   ３   ４ 
このブランドを買っている人は見る目がある １   ２   ３   ４ 
このブランドが他のブランドより多少高くても買う １   ２   ３   ４ 
このブランド以外に対して愛着や親近感のようなものを感じる １   ２   ３   ４ 
このブランドを信頼している １   ２   ３   ４ 
このブランドは（イメージが）自分に合っているブランドだ １   ２   ３   ４ 
いろはす以外のブランドを検討するのは面倒だ １   ２   ３   ４ 
いろはす以外のブランドを買って、失敗するのが怖い １   ２   ３   ４ 
たいした理由もなく（なんとなく）いろはすに対して好感を持っ
ている、または買っている。 
１   ２   ３   ４ 
使用することによって個性が反映される商品である １   ２   ３   ４ 
自分らしさを表現するのに必要な商品である １   ２   ３   ４ 
この商品について豊富な知識をもっている １   ２   ３   ４ 
  
問 1b．「いろはす」が、CSR 活動（企業の社会的責任）の一環として、ご自身が利用している端末
を一本購入ごとに１円を、製品の資源である水と自然を守るための【採水地の環境調査・森林保全】
を行う団体に寄付を行うキャンペーンが実施されることと仮定します。 
【採水地の環境調査・森林保全】への寄付を行う前と比較した、キャンペーン実施後の 
①「いろはす」という“ブランド”への態度変化についてお伺いします。 
そのブランドが好きである １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 嫌いである 
そのブランドに対して好意的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 好意的には感じない 
そのブランドに対して肯定的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 否定的である 
②「コカ・コーラ社」という“企業・メーカー”への態度変化についてお伺いします。 
その企業が好きである １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 嫌いである 
その企業に対して好意的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 好意的に感じない 
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その企業に対して肯定的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 否定的である 
社会的責任を果たしている。 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 果たしていない。 
問 2a．スマートフォン端末「iPhone」についてお尋ねします。 
「iPhone」を：□使用している（数台目） □使用している（1 台目）  
□使用していた           □使用したことはない 
 非常に             まったく 
そう思う          そう思わない 
このブランドのよさを他の人に話したい。また使用していること
を他の人に話したい。 
１   ２   ３   ４ 
このブランドが他の人からも高く評価されることを期待してい
る 
１   ２   ３   ４ 
このブランド以外考えられない １   ２   ３   ４ 
このブランドを買っている人は見る目がある １   ２   ３   ４ 
このブランドが他のブランドより多少高くても買う １   ２   ３   ４ 
このブランドに対して愛着や親近感のようなものを感じる １   ２   ３   ４ 
このブランドを信頼している １   ２   ３   ４ 
このブランドは（イメージが）自分に合っているブランドだ １   ２   ３   ４ 
iPhone 以外のブランドを検討するのは面倒だ １   ２   ３   ４ 
iPhone 以外のブランドを買って、失敗するのが怖い １   ２   ３   ４ 
たいした理由もなく（なんとなく）iPhone に対して好感を持っ
ている、または買っている。 
１   ２   ３   ４ 
使用することによって個性が反映される商品である １   ２   ３   ４ 
自分らしさを表現するのに必要な商品である １   ２   ３   ４ 
この商品について豊富な知識をもっている １   ２   ３   ４ 
 
問 2b．「iPhone」が CSR 活動（企業の社会的責任）の一環として端末一台購入ごとに 100 円を、
ネットをより安心・安全に使い炎上事件等ネットリスクを防止するための【青少年向け情報モラ
ル・リテラシー教育】を行う団体に寄付を行う、CSR キャンペーンが実施されることと仮定します。 
【青少年向け情報モラル・リテラシー教育】への寄付を行う前と比較した、キャンペーン実施後の 
①「iPhone」という“ブランド”への態度変化についてお伺いします。 
そのブランドが好きである １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 嫌いである 
そのブランドに対して好意的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 好意的には感じない 
そのブランドに対して肯定的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 否定的である 
②「アップル社」という“企業・メーカー”への態度変化についてお伺いします。 
その企業が好きである １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 嫌いである 
その企業に対して好意的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 好意的に感じない 
その企業に対して肯定的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 否定的である 
社会的責任を果たしている。 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 果たしていない。 
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以上です。ご協力ありがとうございました。 b 
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製品ブランドと製品関与に関するアンケート 
早稲田大学商学研究科 
恩藏研究室修士２年 横山 侑樹 
 この調査は製品ブランドと製品関与に関する研究を目的に行われ、回答は本調査以外の目的では決
して使用することはありません。また、回答された内容は速やかにソフトによる統計分析を行うため
個人を特定されることはありません。お手数をおかけいたしますが、ご協力お願いいたします。 
 
問 1a．スマートフォン端末「iPhone」についてお尋ねします。 
「iPhone」を：□使用している（数台目） □使用している（1 台目）  
□使用していた           □使用したことはない 
 非常に             まったく 
そう思う          そう思わない 
このブランドのよさを他の人に話したい。また使用していること
を他の人に話したい。 
１   ２   ３   ４ 
このブランドが他の人からも高く評価されることを期待してい
る 
１   ２   ３   ４ 
このブランド以外考えられない １   ２   ３   ４ 
このブランドを買っている人は見る目がある １   ２   ３   ４ 
このブランドが他のブランドより多少高くても買う １   ２   ３   ４ 
このブランドに対して愛着や親近感のようなものを感じる １   ２   ３   ４ 
このブランドを信頼している １   ２   ３   ４ 
このブランドは（イメージが）自分に合っているブランドだ １   ２   ３   ４ 
iPhone 以外のブランドを検討するのは面倒だ １   ２   ３   ４ 
iPhone 以外のブランドを買って、失敗するのが怖い １   ２   ３   ４ 
たいした理由もなく（なんとなく）iPhone に対して好感を持っ
ている、または買っている。 
１   ２   ３   ４ 
使用することによって個性が反映される商品である １   ２   ３   ４ 
自分らしさを表現するのに必要な商品である １   ２   ３   ４ 
この商品について豊富な知識をもっている １   ２   ３   ４ 
 
問 1b．「iPhone」が CSR 活動（企業の社会的責任）の一環として端末一台購入ごとに 100 円を、
まだ運転の慣れない【若年層ドライバーへの安全運転教育】を行う団体に寄付を行う、CSR キャ
ンペーンが実施されることと仮定します。 
【若年層ドライバーへの安全運転教育】への寄付を行う前と比較した、キャンペーン実施後の 
①「iPhone」という“ブランド”への態度変化についてお伺いします。 
そのブランドが好きである １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 嫌いである 
そのブランドに対して好意的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 好意的には感じない 
そのブランドに対して肯定的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 否定的である 
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②「アップル社」という“企業・メーカー”への態度変化についてお伺いします。 
その企業が好きである １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 嫌いである 
その企業に対して好意的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 好意的に感じない 
その企業に対して肯定的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 否定的である 
社会的責任を果たしている。 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 果たしていない。 
 
問 2a．ミネラルウォーター「いろはす」についてお尋ねします。 
「いろはす」を： □普段よく購入する。 □普段は別のミネラルウォーターを購入する。 
 非常に             まったく 
そう思う          そう思わない 
このブランドのよさを他の人に話したい。また使用していること
を他の人に話したい。 
１   ２   ３   ４ 
このブランドが他の人からも高く評価されることを期待してい
る 
１   ２   ３   ４ 
このブランド以外考えられない １   ２   ３   ４ 
このブランドを買っている人は見る目がある １   ２   ３   ４ 
このブランドが他のブランドより多少高くても買う １   ２   ３   ４ 
このブランド以外に対して愛着や親近感のようなものを感じる １   ２   ３   ４ 
このブランドを信頼している １   ２   ３   ４ 
このブランドは（イメージが）自分に合っているブランドだ １   ２   ３   ４ 
いろはす以外のブランドを検討するのは面倒だ １   ２   ３   ４ 
いろはす以外のブランドを買って、失敗するのが怖い １   ２   ３   ４ 
たいした理由もなく（なんとなく）いろはすに対して好感を持っ
ている、または買っている。 
１   ２   ３   ４ 
使用することによって個性が反映される商品である １   ２   ３   ４ 
自分らしさを表現するのに必要な商品である １   ２   ３   ４ 
この商品について豊富な知識をもっている １   ２   ３   ４ 
  
問 2b．「いろはす」が、CSR 活動（企業の社会的責任）の一環として、ご自身が利用している端末
を一本購入ごとに１円を、将来社会に対して新たな価値を発掘するための【有望ベンチャー企業の
支援】を行う団体に寄付を行うキャンペーンが実施されることと仮定します。 
【有望ベンチャー企業の支援】への寄付を行う前と比較した、キャンペーン実施後の 
①「いろはす」という“ブランド”への態度変化についてお伺いします。 
そのブランドが好きである １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 嫌いである 
そのブランドに対して好意的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 好意的には感じない 
そのブランドに対して肯定的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 否定的である 
②「コカ・コーラ社」という“企業・メーカー”への態度変化についてお伺いします。 
その企業が好きである １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 嫌いである 
その企業に対して好意的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 好意的に感じない 
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その企業に対して肯定的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 否定的である 
社会的責任を果たしている。 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 果たしていない。 
以上です。ご協力ありがとうございました。 C 
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製品ブランドと製品関与に関するアンケート 
早稲田大学商学研究科 
恩藏研究室修士２年 横山 侑樹 
 この調査は製品ブランドと製品関与に関する研究を目的に行われ、回答は本調査以外の目的では決
して使用することはありません。また、回答された内容は速やかにソフトによる統計分析を行うため
個人を特定されることはありません。お手数をおかけいたしますが、ご協力お願いいたします。 
 
問 1a．ミネラルウォーター「いろはす」についてお尋ねします。 
「いろはす」を： □普段よく購入する。 □普段は別のミネラルウォーターを購入する。 
 非常に             まったく 
そう思う          そう思わない 
このブランドのよさを他の人に話したい。また使用していること
を他の人に話したい。 
１   ２   ３   ４ 
このブランドが他の人からも高く評価されることを期待してい
る 
１   ２   ３   ４ 
このブランド以外考えられない １   ２   ３   ４ 
このブランドを買っている人は見る目がある １   ２   ３   ４ 
このブランドが他のブランドより多少高くても買う １   ２   ３   ４ 
このブランド以外に対して愛着や親近感のようなものを感じる １   ２   ３   ４ 
このブランドを信頼している １   ２   ３   ４ 
このブランドは（イメージが）自分に合っているブランドだ １   ２   ３   ４ 
いろはす以外のブランドを検討するのは面倒だ １   ２   ３   ４ 
いろはす以外のブランドを買って、失敗するのが怖い １   ２   ３   ４ 
たいした理由もなく（なんとなく）いろはすに対して好感を持っ
ている、または買っている。 
１   ２   ３   ４ 
使用することによって個性が反映される商品である １   ２   ３   ４ 
自分らしさを表現するのに必要な商品である １   ２   ３   ４ 
この商品について豊富な知識をもっている １   ２   ３   ４ 
  
問 1b．「いろはす」が、CSR 活動（企業の社会的責任）の一環として、ご自身が利用している端末
を一本購入ごとに１円を、将来社会に対して新たな価値を発掘するための【有望ベンチャー企業の
支援】を行う団体に寄付を行うキャンペーンが実施されることと仮定します。 
【有望ベンチャー企業の支援】への寄付を行う前と比較した、キャンペーン実施後の 
①「いろはす」という“ブランド”への態度変化についてお伺いします。 
そのブランドが好きである １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 嫌いである 
そのブランドに対して好意的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 好意的には感じない 
そのブランドに対して肯定的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 否定的である 
②「コカ・コーラ社」という“企業・メーカー”への態度変化についてお伺いします。 
その企業が好きである １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 嫌いである 
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その企業に対して好意的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 好意的に感じない 
その企業に対して肯定的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 否定的である 
社会的責任を果たしている。 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 果たしていない。 
問 2a．スマートフォン端末「iPhone」についてお尋ねします。 
「iPhone」を：□使用している（数台目） □使用している（1 台目）  
□使用していた           □使用したことはない 
 非常に             まったく 
そう思う          そう思わない 
このブランドのよさを他の人に話したい。また使用していること
を他の人に話したい。 
１   ２   ３   ４ 
このブランドが他の人からも高く評価されることを期待してい
る 
１   ２   ３   ４ 
このブランド以外考えられない １   ２   ３   ４ 
このブランドを買っている人は見る目がある １   ２   ３   ４ 
このブランドが他のブランドより多少高くても買う １   ２   ３   ４ 
このブランドに対して愛着や親近感のようなものを感じる １   ２   ３   ４ 
このブランドを信頼している １   ２   ３   ４ 
このブランドは（イメージが）自分に合っているブランドだ １   ２   ３   ４ 
iPhone 以外のブランドを検討するのは面倒だ １   ２   ３   ４ 
iPhone 以外のブランドを買って、失敗するのが怖い １   ２   ３   ４ 
たいした理由もなく（なんとなく）iPhone に対して好感を持っ
ている、または買っている。 
１   ２   ３   ４ 
使用することによって個性が反映される商品である １   ２   ３   ４ 
自分らしさを表現するのに必要な商品である １   ２   ３   ４ 
この商品について豊富な知識をもっている １   ２   ３   ４ 
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問 2b．「iPhone」が CSR 活動（企業の社会的責任）の一環として端末一台購入ごとに 100
円を、まだ運転の慣れない【若年層ドライバーへの安全運転教育】を行う団体に寄付を行
う、CSR キャンペーンが実施されることと仮定します。 
【若年層ドライバーへの安全運転教育】への寄付を行う前と比較した、キャンペーン実施
後の 
①「iPhone」という“ブランド”への態度変化についてお伺いします。 
そのブランドが好きである １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 嫌いである 
そのブランドに対して好意的で
ある 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 好意的には感じない 
そのブランドに対して肯定的で
ある 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 否定的である 
②「アップル社」という“企業・メーカー”への態度変化についてお伺いします。 
その企業が好きである １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 嫌いである 
その企業に対して好意的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 好意的に感じない 
その企業に対して肯定的である １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 否定的である 
社会的責任を果たしている。 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 果たしていない。 
 
以上です。ご協力ありがとうございました。 d 
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実証研究 
 
因子分析（１）における因子の分散 
説明された分散の合計 
因子 初期の固有値 抽出後の負荷量平方和 回転後の負荷量平方和 
合計 分散の % 累積 % 合計 分散の % 累積 % 合計 分散の % 累積 % 
1 6.137 55.788 55.788 5.749 52.260 52.260 3.753 34.117 34.117 
2 1.130 10.268 66.056 .767 6.969 59.230 2.762 25.112 59.230 
3 .764 6.941 72.997       
4 .634 5.762 78.759       
5 .481 4.372 83.131       
6 .428 3.890 87.021       
7 .390 3.545 90.567       
8 .306 2.779 93.346       
9 .300 2.730 96.075       
10 .250 2.276 98.352       
11 .181 1.648 100.000       
因子抽出法: 主因子法 
 
 
因子分析（２）における因子の分散 
説明された分散の合計 
因子 初期の固有値 抽出後の負荷量平方和 回転後の負荷量平方和 
合計 分散の % 累積 % 合計 分散の % 累積 % 合計 分散の % 累積 % 
1 4.569 57.111 57.111 4.223 52.787 52.787 2.732 34.148 34.148 
2 1.126 14.072 71.183 .770 9.630 62.417 2.262 28.269 62.417 
3 .698 8.731 79.914       
4 .470 5.872 85.786       
5 .356 4.452 90.238       
6 .332 4.146 94.384       
7 .256 3.206 97.590       
8 .193 2.410 100.000       
因子抽出法: 主因子法 
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陶酔的コミットメント、計算的コミットメントが企業態度、ブランド態度に与え
る影響 
係数： (ｸﾞﾙｰﾌﾟ番号 1 - ﾓﾃﾞﾙ番号 1) 
   
推定
値 
標準誤
差 
検定統計
量 
確
率 
ﾗﾍﾞ
ﾙ 
企業態度 <--- 
陶酔的コミットメ
ント 
.567 .111 5.090 *** 
 
ブランド態
度 
<--- 
陶酔的コミットメ
ント 
.639 .095 6.735 *** 
 
ブランド態
度 
<--- 
計算的コミットメ
ント 
.040 .132 .302 .763 
 
企業態度 <--- 
計算的コミットメ
ント 
-.055 .158 -.351 .725 
 
陶酔３ <--- 
陶酔的コミットメ
ント 
.862 .047 18.455 *** 
 
陶酔４ <--- 
陶酔的コミットメ
ント 
.834 .045 18.346 *** 
 
陶酔５ <--- 
陶酔的コミットメ
ント 
.900 .049 18.540 *** 
 
陶酔２ <--- 
陶酔的コミットメ
ント 
1.071 .047 22.888 *** 
 
陶酔１ <--- 
陶酔的コミットメ
ント 
1.000 
    
計算２ <--- 
計算的コミットメ
ント 
1.665 .141 11.818 *** 
 
計算３ <--- 
計算的コミットメ
ント 
1.000 
    
計算１ <--- 
計算的コミットメ
ント 
1.482 .128 11.581 *** 
 
企業２ <--- 企業態度 1.029 .025 40.502 *** 
 
i 企業３ <--- 企業態度 .991 .027 36.967 *** 
 
i 企業４ <--- 企業態度 .714 .039 18.213 *** 
 
企業１ <--- 企業態度 1.000 
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推定
値 
標準誤
差 
検定統計
量 
確
率 
ﾗﾍﾞ
ﾙ 
ブランド２ <--- ブランド態度 1.148 .036 31.859 *** 
 
ブランド１ <--- ブランド態度 1.000 
    
ブランド３ <--- ブランド態度 1.078 .035 30.480 *** 
 
 
モデル適合度 
基準比較 
ﾓﾃﾞﾙ 
NFI 
Delta1 
RFI 
rho1 
IFI 
Delta2 
TLI 
rho2 
CFI 
ﾓﾃﾞﾙ番号 1 .905 .866 .918 .883 .917 
飽和ﾓﾃﾞﾙ 1.000 
 
1.000 
 
1.000 
独立ﾓﾃﾞﾙ .000 .000 .000 .000 .000 
RMSEA 
ﾓﾃﾞﾙ RMSEA LO 90 HI 90 PCLOSE 
ﾓﾃﾞﾙ番号 1 .109 .101 .118 .000 
独立ﾓﾃﾞﾙ .320 .313 .326 .000 
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コミットメントが高い場合における態度変容 
係数： (ｸﾞﾙｰﾌﾟ番号 1 - ﾓﾃﾞﾙ番号 1) 
   
推定
値 
標準誤
差 
検定統計
量 
確
率 
ﾗﾍﾞ
ﾙ 
企業態度 <--- 
陶酔的コミットメ
ント 
.942 .132 7.115 *** 
 
ブランド態
度 
<--- 
陶酔的コミットメ
ント 
.797 .107 7.415 *** 
 
ブランド態
度 
<--- 
計算的コミットメ
ント 
.048 .131 .368 .713 
 
企業態度 <--- 
計算的コミットメ
ント 
-.074 .168 -.438 .661 
 
i 陶酔３ <--- 
陶酔的コミットメ
ント 
.867 .069 12.544 *** 
 
i 陶酔４ <--- 
陶酔的コミットメ
ント 
.816 .065 12.546 *** 
 
i 陶酔５ <--- 
陶酔的コミットメ
ント 
.859 .067 12.824 *** 
 
i 陶酔２ <--- 
陶酔的コミットメ
ント 
1.078 .064 16.842 *** 
 
i 陶酔１ <--- 
陶酔的コミットメ
ント 
1.000 
    
i 計算２ <--- 
計算的コミットメ
ント 
1.536 .160 9.589 *** 
 
i 計算３ <--- 
計算的コミットメ
ント 
1.000 
    
i 計算１ <--- 
計算的コミットメ
ント 
1.385 .148 9.351 *** 
 
i 企業２ <--- 企業態度 1.011 .031 32.713 *** 
 
i 企業３ <--- 企業態度 .995 .032 30.627 *** 
 
i 企業４ <--- 企業態度 .682 .053 12.779 *** 
 
i 企業１ <--- 企業態度 1.000 
    
i ブランド２ <--- ブランド態度 1.197 .054 22.347 *** 
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推定
値 
標準誤
差 
検定統計
量 
確
率 
ﾗﾍﾞ
ﾙ 
i ブランド１ <--- ブランド態度 1.000 
    
i ブランド３ <--- ブランド態度 1.121 .052 21.408 *** 
 
 
モデル適合 
 
基準比較 
ﾓﾃﾞﾙ 
NFI 
Delta1 
RFI 
rho1 
IFI 
Delta2 
TLI 
rho2 
CFI 
ﾓﾃﾞﾙ番号 1 .873 .821 .895 .851 .894 
飽和ﾓﾃﾞﾙ 1.000 
 
1.000 
 
1.000 
独立ﾓﾃﾞﾙ .000 .000 .000 .000 .000 
 
RMSEA 
ﾓﾃﾞﾙ RMSEA LO 90 HI 90 PCLOSE 
ﾓﾃﾞﾙ番号 1 .130 .118 .143 .000 
独立ﾓﾃﾞﾙ .337 .328 .347 .000 
 
 
 
コミットメントが低い場合における態度変容 
係数： (ｸﾞﾙｰﾌﾟ番号 1 - ﾓﾃﾞﾙ番号 1) 
   
推定
値 
標準誤
差 
検定統計
量 
確
率 
ﾗﾍﾞ
ﾙ 
企業態度 <--- 
陶酔的コミットメ
ント 
-.012 .162 -.072 .943 
 
ブランド態
度 
<--- 
陶酔的コミットメ
ント 
.308 .152 2.028 .043 
 
ブランド態 <--- 計算的コミットメ .291 .197 1.473 .141 
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推定
値 
標準誤
差 
検定統計
量 
確
率 
ﾗﾍﾞ
ﾙ 
度 ント 
企業態度 <--- 
計算的コミットメ
ント 
.297 .211 1.410 .159 
 
い陶酔３ <--- 
陶酔的コミットメ
ント 
.674 .061 11.019 *** 
 
い陶酔４ <--- 
陶酔的コミットメ
ント 
.817 .067 12.112 *** 
 
い陶酔５ <--- 
陶酔的コミットメ
ント 
.685 .063 10.899 *** 
 
い陶酔２ <--- 
陶酔的コミットメ
ント 
1.093 .074 14.676 *** 
 
い陶酔１ <--- 
陶酔的コミットメ
ント 
1.000 
    
い計算２ <--- 
計算的コミットメ
ント 
1.129 .150 7.528 *** 
 
い計算３ <--- 
計算的コミットメ
ント 
1.000 
    
い計算１ <--- 
計算的コミットメ
ント 
1.166 .158 7.387 *** 
 
い企業２ <--- 企業態度 1.058 .042 25.491 *** 
 
い企業３ <--- 企業態度 .983 .044 22.500 *** 
 
い企業４ <--- 企業態度 .765 .058 13.232 *** 
 
い企業１ <--- 企業態度 1.000 
    
いブランド
２ 
<--- ブランド態度 1.093 .048 22.551 *** 
 
いブランド
１ 
<--- ブランド態度 1.000 
    
いブランド
３ 
<--- ブランド態度 1.034 .048 21.707 *** 
 
 
 
モデル適合度 
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基準比較 
ﾓﾃﾞﾙ 
NFI 
Delta1 
RFI 
rho1 
IFI 
Delta2 
TLI 
rho2 
CFI 
ﾓﾃﾞﾙ番号 1 .902 .861 .932 .903 .931 
飽和ﾓﾃﾞﾙ 1.000 
 
1.000 
 
1.000 
独立ﾓﾃﾞﾙ .000 .000 .000 .000 .000 
 
RMSEA 
ﾓﾃﾞﾙ RMSEA LO 90 HI 90 PCLOSE 
ﾓﾃﾞﾙ番号 1 .091 .079 .104 .000 
独立ﾓﾃﾞﾙ .294 .284 .304 .000 
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